
財
団
法
人
　

大
阪
府
市
町
村
振
興
協
会
　
　
お
お
さ
か
市
町
村
職
員
研
修
研
究
セ
ン
タ
ー 

自治体現場の最前線に学ぶ 
講演録  

事例研究 

事
例
研
究
　
自
治
体
現
場
の
最
前
線
に
学
ぶ
　
講
演
録 

平 

成 

18  

年 

３ 

月 

平成18年3月 

財団法人 大阪府市町村振興協会 
おおさか市町村職員研修研究センター 



刊行にあたって

　三位一体改革も混迷の後にようやく目途がたち、本格的な分権時代を迎えようとする中、

自治体は自主・自律的な行政運営に転換していくことが求められています。しかし、厳し

い財政状況の中にあり、行政運営の効率化を進めることも重要になっています。

　さらに、近年では市町村合併が進展しており、また国と地方のあり方を再検討すべく、

地方分権の加速化や効率的な政府実現に向けた地方制度調査会の「道州制」に向けた肯定

的答申が出されました。これらにより、今後自治体を取り巻く環境は大きく変動していく

ことが予想され、更なる権限付与により、自治体の自己責任が拡大し、独自の行政運営を

確立することが求められます。

　このような状況に対応するため、自治体職員は、住民に身近な行政サービスの担い手と

して、住民の多様なニーズや地域が抱える様々な課題を的確に把握するとともに、政策を

主体的に形成する能力を高め、独自政策を実施していくことが必要です。

　当センターでは、独自の政策を積極的に推進され実施している自治体の担当者の方をお

招きし、最前線の取組み事例について、現場の苦労話をも含めた生の声を伝えていただき、

参加者とともに今後のあり方を考える、事例研究「自治体現場の最前線に学ぶ」を開催し

ました。また、講演後は、講師と参加者による意見交換会を実施し、直接意見を交わすこ

とで、より理解を深めることができました。

　本書については、この事例研究におけるご講演の要旨をとりまとめたものです。今後、

府内市町村における行政運営の参考としていただければ幸いです。

終わりになりましたが、ご多忙にもかかわらず、ご講演をいただきました講師の方々にあ

らためてお礼申し上げます。

　　平成18年３月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　財団法人　大阪府市町村振興協会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おおさか市町村職員研修研究センター

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　長　　齊　藤　　　愼
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１．アントレプレナーシップ事業の概要

　広告事業のお話の前に、アントレプレナー

シップ事業全体の説明を簡単にさせていただき

ます。

　「アントレプレナーシップ」という言葉は、

フランス語から始まった英語といわれています

けれども、要は企業内起業家、庁内ベンチャー

制度のことです。もちろん、職員提案制度をお

持ちの自治体は多いと思いますが、横浜市のア

ントレプレナーシップ事業の目玉は、プレゼン

テーションをして認められれば金と人がつく、

提案者がその部署に行ってやってよいというこ

とで、実際、私も飯田もその部署に異動して、

その仕事に従事しているわけです。

　目的は、職員の新たな発想や意欲により、必

要性の高い「市民のための事業」を推進するこ

とです。さらに、組織の活性化や職員の意識改

革にもつながるだろうということもあります。

　事業の流れですが、まずテーマの応募があり

ます。この段階では、１人の思いつきでもかま

いませんし、数人のグループでもかまわないの

ですが、まずテーマが幾つか設定されます。次

にそのテーマに対して庁内公募をし、チームメ

イトを探すという形になっていて、必ずグルー

プで検討します。テーマの応募が４月ごろ、

チームメイト募集は５～６月にあって、実質的

には７月ごろに検討グループが立ち上がります。

全員、兼務辞令をもらい、週に１回、１日を、

本来の職場を離れてこの検討に当てていいとい

うことになっています。逆に言うと、本来の所

属にはそれなりに負担がかかるわけですが、そ

こを理解していただいてやっています。

　もちろん事務職だけではなく、技術職や技能

職も参加することができます。ちなみに、課長

以上は参加できず、係長職までの職員が自発的

に応募する制度になっています。

　当然、人や金を動かさなければいけないので、

市長や副市長だけではなく、人事、財政担当課

長などから成る選考委員会を経て事業化が決ま

ります。その年のテーマのうち幾つ事業化する

かは、中身で決まります。秋に途中報告を１回

行い、そこで市長などから質問や今後詰めるべ

き課題などを頂いて、そのあと人員要求や予算

要求書も作りまして、12月ごろに最終プレゼン

テーションに臨むという形になります。

　事業化は大体12月に内定し、年が明けて正式

に決定する形です。事業化決定時に配属人員数

も決まりますので、検討チームのうちの何人か

が手を挙げて実際に配属されるという仕組みに

なっています。

「横浜市におけるアントレプレナーシップ制度の

　　　　　　　　　　　　　　　　創設と運用について」

「民間とのタイアップによる広告料収入の拡大について」

横浜市財政局財政部総務課広告事業推進担当課長補佐

齋藤　紀子 氏
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　私が所属しているのは15年度の五つの検討

チームのうちの一つです。五つのうち三つが事

業化され、二つが落選しました。14年度から今

年度までで、事業化されたものは14テーマあり

ます。

　迎え入れる部署からすると、青天のへきれき

というところがあり、本来考えてもいなかった

事業が降ってくるわけで抵抗感があります。

我々も今、一応、財政局に配属されていますが、

どこに配属されるかですごくもめました。私自

身は財政局は嫌だったのです。なぜかというと、

広告事業は一応、営業ですから、企業にお願い

に上がらなければいけません。そのときに財政

局と名刺に入っていますと、金を取りにきたの

かと思われそうで、感じが悪いのではないかと

いう気がしたのです。しかし、結論から言うと、

財政局は管理部門なので、そこから「新しい方

針を出します」「こういう通知でこんなやり方

をします」「私どもがお手伝いをします」「財

源を多く張り付けます」ということを言えたも

のですから、庁内では比較的受け入れられやす

かったと思います。

　新事業を迎え入れる部署には、正直言って抵

抗感があるのですが、提案した者たちはやる気

満々です。そして、すぐにでも事業をやらせて

もらえて、理想の成果に突っ走れると思ってい

るものですから、配属になった途端に現実が振

りかかってきて、思ったとおりにならなかった

り、いろいろ大変な思いをすることになります。

しかし、意欲だけは120％なので、庁内外への

働きかけなど、こんなに働くかというぐらい、

どのチームもよく働いています。給料などの問

題ではなくて、やりたいことをやっているのだ

という充実感が私達を動かしています。そのう

ちに周りの人たちにも、「自分の局の仕事に

なった以上は成功させなければならない」と思

うようになっていきます。正直言って、少々う

まくいっていない事業もありますが、おおむね

本人たちの意欲でリカバーしており、「意欲」

とは、すごいパワーがあるものだと思います。

実際に人と金が動かせて、やる気のある人がそ

こに張り付けられるという点では、非常にいい

のではないかと思います。

　今後の課題としては、例えば私は今年２年め、

飯田が３年めになりますが、未来永劫、私ども

が事業に携わっていくわけではありません。理

念やいきさつなどは、最初のメンバーはいわば

創業者なので分かっているからいいのですが、

ベンチャー企業で次の社長に手渡したものの、

結局、初代社長が戻ってきたりしている会社も

あり、そのような事態を呈するのではないかと

いう心配があります。今現在うまくいっている

とするならばなおさらです。どうやって今の理

念を組織的に受け継いでいくのか、あるいは事

業をどう収束させるのかというのが、今後の課

題だと思っています。今、どのチームも２～４

年めなので、行け行けの状態ですが、そのうち

収束のさせかたが課題となって出てくるだろう

と考えています。

２．広告事業とは？

　そもそも、広告事業とは何でしょうか。これ

は、横浜市が持っている有形・無形の資産を広

告媒体として有効に活用する、あるいはタイ

アップで企業と一緒にイベント等をやることに

よって実質的に税金を浮かせるという意味で、

新たな財源の確保をする事業であると、私たち

が勝手に定義づけました。資産の有効活用とい
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う認識です。

　これを推進するための専任部署が欲しいとい

うのが、私たちのプレゼンテーションのテーマ

でした。こういうことを進めていくには、窓口

の一元化が必要です。内外の窓口、庁内の取り

まとめ、外から来るかたがたに対するサービス

の窓口の取りまとめ、これが必要であるという

ことを提案しました。

　実は、もともと広報誌に広告をつけていまし

たが、全然広がりませんでした。財政局も予算

編成方針を出すときに、新たな財源の確保とい

うことを口をすっぱくして何年間も言ってきま

したが、進まないのです。なぜなら、非常に手

間ひまがかかるのと、そんなことをしてもいい

のかということについて道義的な説明をだれも

してくれないからです。また、対外的には、民

間の人に言わせれば、どこに行けばいいのか分

からないし、何かいい提案をしたいと思っても、

役所の中をたらい回しにされて終わってしまう。

民間のかたはテンポが速いですから、判断の遅

い役所を相手にしている暇はないのです。それ

ではもったいないので、一つのセクションで両

方受け止めてやったらどうかということが提案

内容でした。

　なぜ広告事業を行うのかというと、もちろん

財源確保のためです。また、市民の資産をもっ

と有効に活用しようということもあります。行

政財産や広報誌に企業広告をつけていいのかと

いう議論はあると思います。ただ、例えば行政

財産は、景観上の問題はさておき、空間があり、

来場する大勢の人に見てもらえるという価値を

持っているわけです。このホールにしても、研

修をするためのセンターであるという本来目的

はありますが、それ以外に、公務員がこれだけ

常時お越しになります。そうすると、府内の公

務員に対して何かピーアールしたいという企業

があった場合に、ここはおいしい広告媒体ス

ペースになります。そういうふうに施設を活用

してもいいのではないか、それで税金を浮かす、

あるいは空いている空間を無駄に置いておかな

いという活用のしかたは、市民の税金を使って

建てた建物の運用・維持管理を任されている私

たちの一つの義務なのではないかと考えたわけ

です。

　もちろん、地元企業にとって、市民の目に触

れやすいところにリーズナブルな広告媒体があ

るということも役に立つだろうと思っています。

私どもは政令市なので、18の区役所を持ってお

りますが、その区庁舎のように市民のかたがよ

く来られるところにおいては、地域密着型でい

い、比較的リーズナブルな値段で、地域のパン

屋さんやお花屋さんが広告を出せるスペースが

提供できればよいということです。

　けれども横浜市全体で、例えば、みなとみら

い21地区にはオフィスビルもありますし、観光

資源でもあります。こういうところについては、

ナショナル・クライアントを持ってくる、要は

東京からお金を持ってきたいのです。横浜は人

口がもうすぐ360万人になる大きな都市ではあ

りますが、意外と地力がありません。なぜなら、

隣に東京があるからで、そこに本社があれば別

に横浜にお金を落とす必要がないのです。この

金を何とか引っ張ってきたいわけです。横浜市

全体で対全国で売れるものはナショナル・クラ

イアント向け、地元については逆に値段ではな

く地域密着志向、この二面性を持ってやってい

きたいと考えています。
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３．広告事業推進担当の業務

　広告事業推進担当は、係長１人、職員２人の

計３人の専属セクションになっています。横浜

市役所は大きいので、広告媒体となりうる資産

は、管財課などが一括管理しているわけではな

く、各所管ごとに管理をしています。ですから、

まず所管の理解がなくてはなりません。「これ

を売ってみよう」という動きが各所管からでて

こなくては全然始まらないので、まず、各所管

とやり取りします。そして、私ども広告事業推

進担当のほうで問題がないかどうか、条例の解

釈をしたり、営業や相談・アドバイスをしたり

します。なおかつ、稼いだお金は、財源だから

といって財政局が取らずに、所管にお返しして

います。市会での説明やクレーム対応など面倒

な部分は財政局が行い、収入は各所管のものと

します。また、いくら財政局ががんばっても、

実際には窓口で直接市民に接する職員のところ

にクレームがダイレクトに行ってしまいます。

けれども、そこで「財政局に聞いてくれ」と

言った途端に、クレームがたらい回しになって、

かえって状況が悪化しますので、「このように

お答えください」ということも関係する職員に

周知しています。

　対外的には、「とにかく、横浜に、良い企画

を持ってきてください。いいとこ取りで行政一

人勝ちのようなことはしませんから、ご相談く

ださい」と宣伝し、広告掲出に必要な許認可の

手続きもなるべくまとめて受けるようにしてい

ます。

４．広告の具体例

　具体例として、まず、ちょっと変わったもの

だったということもあって、一気に広告事業を

有名にしてくれたタイヤホイールカバー広告が

あります。これは車が走ってもホイールは回ら

ないという特許商品で、横浜市内では屋外広告

物条例上ＯＫなのですが、東京都ではだめとい

うことになっていまして、今そのやり取りがテ

レビ番組でおもしろおかしく取り上げられ、多

分12月４日の「噂の東京マガジン」というＴＢＳ

の昼時の番組でも出てくると思います。しかし、

現在お客様がついていません。ひとえに営業行

為が足りないためです。それで、今年度は走っ

ている車はないのですが、昨年度は300万円余

り頂きました。

　それから、横浜市の職員の給与明細は、紙が

配られるだけの原始的なものなのですが、その

裏側に銀行の広告を入れています。

　あるいは、税金の封筒です。例えば私どもは

固定資産税の通知を110万通出します。最初は、

税金の通知の封筒への広告は、クライアントも

嫌なのではないのかと、広告代理店が引き受け

てくれませんでした。それで困って、神奈川県

民共済生活協同組合にお願いして買っていただ

いたのですが、ちょっと安すぎて、損をしたと

思っています。50万円ぐらいで売ってしまった

のですが、１通１円～２円、110万通で110万～

200万くらいでよかったと思っています。とこ

ろが、ちょうど個人情報保護法が施行されて、

各種名簿が入手しにくくなった時期とぴったり

合ったせいもあるかも知れないのですが、これ

が一度出ましたら、来年度はぜひやらせてくだ

さいという企業からの話が殺到していまして、

どうやったらお得な商売になるか、今考えてい

るところです。ちなみに水道料金通知封筒など

でもやっています。

　税金関係の封筒については、固定資産税につ
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いては土地取引関係のかたはお断りする、軽自

動車税の封筒については自動車やカー用品

ショップ、損害保険会社などもご遠慮願うなど、

税の部署が独自に決めた基準があります。なぜ

かというと、「こんなに固定資産を払う人なら

マンションを薦めてもいいだろう」というよう

に、中を見てから封筒に詰めていくということ

は物理的にはありえないのですが、市民からそ

う思われたくないという所管の意思があるから

です。ですから、各部署も、ただ単に広告事業

推進担当に丸投げするだけではなくて、それぞ

れで考えていかなければならない部分がありま

すし、こちらも入れ知恵をする気はありません。

現場の協力がなくてはできないからです。

　広報印刷物への広告掲載は、取り組まれてい

るところが多々あると思います。変わったやり

方としては、広報印刷物の共同発行による経費

削減があります。

　「暮らしのガイド」という、こんなことが

あったらこの窓口に問い合わせしてくださいと

いう電話帳のようなものがありますが、およそ

2,400万円かけて25万部作っていました。これ

をサンケイリビングというフリーペーパーと一

緒に発行することにしました。フリーペーパー

の紙面を横浜市が買い取るという契約なのです

が、支出は600万円だけで1,800万円は出さなく

て済みました。冊子の後半にはサンケイリビン

グの、まちのおいしいお店や広告などが載って

いて、前半分が横浜市の「暮らしのガイド」と

いう形になっています。部数も多いですし、サ

ンケイリビングさんにとってもメリットがあり

ますから、いいパターンかと思います。

　また、ホームページのバナー広告は、広告画

像をただ単に貼り付けているだけで、ワンク

リックで幾らというような高尚なことはやって

いないのですが、それにしてもよく儲かって、

17年度はすでに2,000万円になろうとしていま

す。ホームページの所管も１部署ではなく、各

所属ごとに管理をしていますので、道路局、福

祉局などの単位で募集をかけています。値段も

千差万別で、区役所は１枠3,000円ぐらい、横

浜市トップページは７万円とばらついています

が、全部直（じか）売りです。というのは、あ

まりにも金額が小さいので広告代理店にとって

は利幅がとれないからです。ただ、それほど手

間はかけていません。また、はんこを押して書

類のやり取りをするという、役所としては絶対

避けて通れない部分がありますが、それは契約

が成立した最後の書類の１回だけにして、あと

は全部ネット上でやり取りをします。法律的に

は、どの時点で契約の申し込みが成立したかと

いうことなど、一応クリアできていると思って

います。このように利便性を高めたことも、売

れ行きが好調な理由かと思います。

５．タイアップ事例

　歳入については、役人というか地方公共団体

は、実際としては非常に積算しにくいと思いま

す。我々の広告料収入は、条例で決めた手数料

などではなく、目的外使用料以外は一般的な私

法上の契約による雑入として頂いています。広

告料は雑入として当初予算計上をしないと支出

に充てられないので生きてきません。しかし、

タイアップ形式の実行段階で、当初予算のとき

に広告料が幾らと見込むのはけっこう大変です。

また、それに合わせて支出を組んでしまうと、

広告料が入らなければ歳入欠損になってしまい

ますので、皆さんあまり当初予算時から冒険は
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したがりません。

　１年以上前になってしまいましたが、去年の

首都圏８都県市が合同で行う防災訓練をタイ

アップという形でやりました。小泉首相などが

ヘリコプターで飛んできたりする大規模な訓練

ですが、それだけに長い時間かかってしまうの

で、どうやってもお昼時にかかってしまいます。

ところが、港の突端の埋立地でやるものですか

ら、コンビニどころか自販機もありません。市

民3,000人、関係者3,000人、全部合わせて6,000

人が参加し、市民のかたには炊き出し訓練があ

るのですが、3,000人の行政関係者の食料はど

うするのか、食糧費もないということで、㈱

ローソンに相談したところ、おにぎりを１人あ

たり２個で計１万2,000個、それとお茶のペッ

トボトルを、ごみが出ないようにわざわざ専用

の巾着袋も作って詰めてくれました。ほかに、

アサヒ飲料㈱が水を提供してくれています。パ

ンフレットには、広告も掲載されました。とに

かく食料は㈱ローソンから無料で頂いたので、

スポンサーメリットとして訓練に参加してもら

うことにして、食料配布訓練車として㈱ローソ

ンのトラックが参加しました。これは横浜市内

においては全部テレビ中継されましたし、一般

のテレビニュースや新聞にも出ました。最後に

訓練の報告書を作りますが、それにももちろん、

「斬新な取り組み」ということで１ページ設け

て、全部ローソンについて記述するということ

で、お互いにメリットがあったのではないかと

思います。

　ちなみに、そのときに首相はこの取り組みを

気に入って、国でも取り組むようにということ

で、17年度の各省庁の広報印刷物でも広告の取

り組みを始めました。財務省が掲載基準を作っ

ていますが横浜市と国で違うのは、私どもでは

消費者金融とたばこは規制業種ですが、国では

ＯＫというところです。国では金融庁と相談し

て消費者金融はいいだろうということになり、

たばこ税のためにたばこは売れてくれたほうが

いいからということらしいと聞いています。こ

のように、国のほうにも少し影響を与えたかと

思っています。

　今年の新しいタイアップ事例としては、来年

の春に公開されるディズニーのファンタジー映

画「ナルニア国物語」と教育委員会とのタイ

アップがあります。児童・生徒に対して「ナル

ニア国物語」読書感想文コンクールを実施しま

した。主催は映画配給会社で、横浜市教育委員

会は後援です。実質的にはけっこうお手伝いを

しました。広告料収入は、現金収入として490

万円、そして７巻１セットの原作図書を、盲・

ろう・養護学校を含めた小中学校全520校分

（約280万円分）頂きました。それから、映画

のチラシをそのまま刷り込んだクリアファイル

を９万枚もらい、それを私どもの入学時説明会

などで書類入れや封筒の代わりに配布するとい

う形で、宣伝してあげるわけです。その是非論

はあると思いますが、もちろん教育委員会の先

生がたと相談して決めたことで、ここまでなら

子供たちに対してもいいだろうという範囲内で、

教育委員会の英断があって実施しました。

　私どもは、そのお金を「心の教育ふれあいコ

ンサート」という、小学校の４年生を対象に情

操教育の一環として行われる授業の経費に充て

ました。プロの神奈川フィルハーモニー管弦楽

団に、みなとみらいホールというクラシック専

用ホールで演奏していただくのですが、１学年

約３万４千人いるので、18回コンサートを開か
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なければいけません。どんなに経費を節減して

も2,000万円かかってしまうのですが、予算が

どうしても1,500万円しかありません。500万円

稼いでこなければこのコンサートができないと

いうわけで、その担当の課が自分の課で所管し

ている入学時説明会や市立学校総合文化祭など

のチラシに「ナルニア国物語」の宣伝を刷り込

み、広告料収入を頂くことで、コンサートの費

用に充てることにしたわけです。このような部

署内での連携、違う事業どうしの組み合わせで、

教育委員会全体として利益を得たという形です。

　この映画のロードショーは平成18年３月です。

横浜市内の興行成績がよくないと困るのですが、

仮によければ、この映画はこれが第１作めで計

７作続きますから、７年間この広告料を頂ける

かもしれません。そうなれば我々はとてもあり

がたいと思っていまして、来年の映画の興行成

績がいいことを願っているところです。

６．その他の広告

　そのほか、公共施設の活用ということでは、

みなとみらい21地区広告フラッグがあります。

みなとみらい21地区はまちの景観に非常に気を

配っている地域なので一般的に広告は禁止され

ていますが、バナーフラッグ（旗）を掲げるた

めのバーはまちじゅうについているのです。し

かし行政には、ここに掲げる「ようこそ横浜」

というような旗を作るだけのお金がないので、

いつも空いています。そこで、まちも賑わった

ほうがいいし、企業名が一部ついていてもいい

ではないかということで、今は広告フラッグを

解禁しています。もちろん企業名をダイレクト

に出しすぎないとか、「ようこそ横浜」という

ような文言を必ず入れてくれという条件はつけ

ていますが、いずれにしても少しは市場開放に

なったかと思っています。

　また、市庁舎の玄関マットにも広告を入れて

います。地元の不動産会社の名前がいちばん上

に入っていまして、自動扉を２枚挟んで、風除

室も入れて３枚敷いてあり、年間収入は90万円

ぐらいになっています。本庁舎もそうなのです

が、区役所もだいぶ始めましたので、けっこう

広がりを見せていて話題にもなりました。これ

は㈱ダスキンの企画で、やりたいというので

やってもらっているのですが、マットに国の重

要文化財である開港記念会館の絵が入っていた

ことから、文化財を踏んでいいのかというよう

な議論を呼び起こしたりもしました。しかし、

率直に言えば、今までのマットより性能がよく

なり、マットを買わなくてよくなり、ビジュア

ルがきれいになり、ほこりが立たなくなったと

いうわけで、一石四鳥になっています。

　そのほか、道路施設扱いの地下道（愛称「野

毛ちかみち」）があります。道路施設への広告

は原則不可なのですが、この地下道が車が通ら

ない歩行者専用の地下通路なのでいいだろうと

いうことで、道路局が率先して計画を進めて、

壁面広告が実現しました。

　あるいは、市の研修センターです。外壁を

使っていいとまでは言っていないのですが、ポ

スターを貼ったり、いろいろなチラシや宣伝を

ロビーに置いてもいいという形で、１区画１ヶ

月１万円でお売りしていますが、コンスタント

に十何社か入ってきて、年間100万円ぐらいに

なっています。うちの職員のための研修は１回

で20万円ぐらいかかりますが、これによって５

講座を賄えていることになります。

　また、これは大掛かりな話ですが、バス停を
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全部、民間に作ってもらって、20年間メンテナ

ンスもやってもらい、こちらからは実費は出さ

ずに、代わりにいろいろな許認可を差し上げる

というやり方があります。事業者は経費を広告

掲出で賄います。税金は免除しないので、固定

資産税も頂戴しています。このようなストリー

ト・ファニチャーの整備手法は、よくヨーロッ

パでは見かけます。日本では、岡山市が英断し

たのが突破口のきっかけでした。それによって

国交省が通達を変えたので、岡山市が最初で、

横浜市は大規模にやったので目立っているとい

うことです。今、多分、名古屋市や神戸市が次

に続いてやっておられると思います。

７．導入に当たって

　導入に当たって、まず広報印刷物の広告掲載

は、行政実例上も法的な問題はないとされてい

ます。公共施設もよいことにはなっていますが、

行政財産の貸付は、地方自治法では許されてい

ません。したがって、多少自由度が低いです。

お客様に貸したあとで、行政目的が発生したと

きには、それが本来目的なので「どいてほし

い」と言えなくてはいけないのですが、広告料

をいただいているのに、お客様にどけと言える

のかという問題もあって、契約及び運用のしか

たに注意が必要です。

　しかし、いちばんの難題は、庁内の「こんな

ことが起きたらどうしよう」「こんなことを市

民に言われたらどうしよう」という、職員たち

自身の心配感のようなものです。それでも、横

浜市ではこういう努力をしている、頭を下げて

お金を稼ぐ苦労を知ることによって、今までど

ちらかというと上から下に見がちだった公務員

の態度が改まる、あるいは事業を少ないお金で

何とかやりくりしようという工夫をするように

なる、財政に行ってお金をもらって来い、予算

を取ってきてなんぼというような発想が変わる、

自分で稼がなければこれからはだめなのだとい

うような意識改革につながっていると思います。

　「何か起きてしまったらどうしよう」ではな

くて、実際に予期せぬ事態が起きることもあり

ますが、市民には「こういう形でやっているの

です」「問題があったら乗り越えていきます」

とすべて正直に言っています。例えば、もし、

あまりにも多くの市民から「税金の封筒に広告

なんか載せるのはだめだ」と言う声が殺到した

ら、やめようと思っていますが、今のところは

ありません。もちろん、ふざけているという意

見も来ましたし、怒鳴り込まれたりもしました

が、ご説明をしたところ、「そこまで言うの

だったら、もっと高い金を取らないとだめだ。

安易な商売するな。ちゃんとした値段で売れ」

などと言われて、「ありがとうございます」と

返したこともあります。市民の理解もおおむね

そのような形です。

　ただ、これは自治体によってけっこう差があ

るように聞いています。同じ神奈川県内であっ

ても、藤沢市では住民の抵抗感が強く、なかな

かうまくいかないようにも聞いています。横浜

は、たまたまこれでうまくいっている、あるい

は実はまだそれほど市民が知らなくて、「この

ぐらいならいいんじゃない？」というようなレ

ベルなのかも知れません。

　導入に当たっての注意点ですが、上司が飛び

ついてしまって、担当者を決めて「はい、やっ

てごらん」と始まりがちなのですが、広告事業

は、上から下までけっこう覚悟が要ります。ク

レームなどが来たときに、担当者だけが孤立し
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たり、その部署だけが四苦八苦したりしたら、

絶対に追従者が出ません。横浜市財政局の場合

は、局長が「どっちみち変わったことをやろう

としているのだから、今までの行政の発想を変

えなければできない。だから、少しぐらい冒険

しよう」と言ってくれました。

　先ほど申し上げましたが、何をやっても文句

を言う市民の方はいるわけで、広告のことに対

して「そうでなくてもサービスが悪いのに、何

だこれは！」とこられたときに、上司が守って

あげないと、窓口の職員がかわいそうです。

我々としても、「財政局の方針です」だけでは

やはりだれもついてきてくれませんので、もち

ろん時間があれば説明にも上がりますし、直接

こちらにクレームを振ってもらってもいいので

すが、対応マニュアルは作っています。

　例えば、税金の封筒の場合は、税金の担当の

本庁の部署が作りました。各区役所で、課長か

ら、あるいは係長から、「（市民のクレームに

は）このように答えてください」と、横浜市の

財源確保の姿勢、なぜ税金の封筒に広告をつけ

るのか、ちゃんと掲載基準を作って市民に迷惑

がかからないように工夫していますということ

などを窓口職場に周知しています。今のところ、

本来業務に差しつかえるほどのクレームの報告

は上がってきていませんので、それはありがた

いと思います。

　市民の理解については、正直言って、やって

みないと分かりません。私たちは遊び半分で

やっているのではありませんから、真摯な説明

は何度もする必要があると思っています。

８．クライアント（企業）との関係

　行政の一人勝ちはだめです。広告代理店にお

客様を探してきてくださいと言っておいて、連

れてきたお客様を「気に入らない」、それは

言ってはいけない、言うなら先に言えというこ

とです。広告主としてふさわしくない業種など

がある場合は、先に言わなくてはなりません。

私たちが発注する業者を入札して選ぶとのとは

違うのです。選ばれているのは、実は私たちな

のです。テレビのスポットＣＭや、まちなかの

看板、ビルの壁など、種々雑多なさまざまな広

告媒体があります。駅の広告板などは最高です。

それに対抗しようということなので、選ばれる

のはこちらなのです。駅に貼ってあるポスター

をやめて、役所の壁に広告を出そうと思っても

らわなければいけないわけで、頭を下げるのは

こちらなのです。そこを勘違いしている職員が

多く、「ああ、持ってきて」という態度です。

「版下できましたか。取りに上がります」ぐら

いの姿勢がなければだめなのです。ここがいま

一つ難しいところです。

　庁内ＬＡＮのネットワークを使って私たちの

体験談を毎週連載しています。もちろんいろい

ろな部署の成功事例も書きますが、お客様がつ

かなかったことやクレームが来たことなど、む

しろ失敗談のほうがためになります。「この局

はこうやってクリアしました」「この部署はこ

んなことをやりました」ということを書くと、

「じゃあうちもやってみるか」「これならいけ

そう」と広がっていくのです。毎週連載という

のもけっこうつらいのですが、広告担当３人で

頑張ってやっています。お客様に失礼なことを

言うのをやめてくれという泣きつく文章を書い

たこともありますし、上司がしっかり理解して



12

くれと書いたこともあります。ブログのような

感じです。一応、私どもの上司の決裁も受けて

いるのですが、ほとんどノーチェックで体験談

を書かせてもらっています。

　㈱ぎょうせいという出版社が『地方財務』と

いう雑誌を月刊で出していますが、17年10月号

から横浜市の広告事業についての連載を始めま

した。例えば広告掲載基準はどう決めているか、

インターネットで出すときにどのような活用を

したらいいかなどということを今書いています。

これからネーミングライツのことや、先ほどお

話ししたバス停の仕組み、あるいは、公務員特

有の心理状態が非常によく分かって面白いとい

うことなどをまとめて、何か今後の組織運営の

参考にならないかと思ったりもしています。

　話を元に戻しますと、民間と接する場合には

両方がWin－Winでないとだめです。行政だけ

がお金を頂いてハッピーではいけなくて、企業

のほうも満足できるような形にしてあげなけれ

ばいけません。よくなぜ特定の企業だけを宣伝

していいのかという話になりますが、広告主に

なる機会はどの企業にも均等にあるのです。私

どもはどの企業とも組みますし、ご提案があれ

ば受け付けます。機会は公平ですが、広告主が

決まったら、そこを優先してあげなくてはいけ

ません。横浜市はローソンとだけしか組まなく

てファミリーマートのものは買いませんという

ようなことはありませんし、防災訓練でのタイ

アップは１年前に終わった話ですから、今後は

ファミリーマートやセブン- イレブンと組むこ

ともあると思います。そういうきちんとしたビ

ジネスパートナーの関係を築きたいと我々は

思っているので、おつきあい協賛やお願い協賛

をやめる方向で庁内を調整しています。

　ビジネスであれば、企業は費用対効果を必ず

求めてきますが、実は我々は、例えばここの壁

が年間に何人の人に見られていて、その年齢層

はどうかなどについて説明できません。あるチ

ラシの広告枠がなぜ売れないかというと、その

チラシをだれも読まないと思われているからで

す。すると、そのチラシは何のために作ってい

るのか、どのような市民が来ているのか分から

ない施設を所管している私たちは何なのかとい

う根源的な問題にぶつかります。施設の利用状

況について分析ができていないということです。

どういう人が使っているのか分からない、チラ

シは作ったけれども情報を知ってもらいたい人

に到達したかどうか確認ができていない、それ

が広告がつかないということとつながっている

わけです。つまり、「この媒体はこういう性格

のもので、このように利用するとお得ですから

買ってください」というセールスシートが作れ

ない。本来業務の振り返りにつながるわけで、

意外と恐いものです。

　あとは、公平性、公共性です。例えばなぜ

ローソンなのか、なぜディズニー映画ならＯＫ

で、他はだめなのかというあたりは、今のとこ

ろは何となく説明できていますが、取り組みが

広がってきたときに必ず突かれるところです。

そこで、横浜市としての方針を出してしまおう

ということで、マッチング・システムというも

のを考えました。要は広告主にいつでも誰でも

応募できます、横浜市はアイデアをいつも求め

ていますということを前提として、公募を原則

として選定ルール（先着順か抽選など）を事前

に定め、機会の公平、透明性を担保しようとい

うことです。結果は市民に対して、報告すれば

いいわけです。「横浜市のために良い企画やア



13

イデアをくれた企業を優先する」というのがポ

イントで、広告事業は工事の発注ではないもの

ですから、横浜市のために企画やアイデアをく

れたところと組んでしまおうと考えました。例

えば、ローソンが何か提案してくれたとして、

とてもいいことなので採用したいと思っても、

行政は「セブン- イレブンにも聞かなくてはい

けないかな」となるのです。でも、そうすると、

考え出したローソンはアイデアをただ取りされ

て、「横浜市はこんなものに興味を示すのか。

では、これにもっとお金を出すと言えば絶対に

こちらに来る」とセブン- イレブンのほうが好

条件を提示するということになってしまい、

ローソンの努力は何だったのかということにな

ります。横浜市側は今は空っぽというか、公務

員はなかなかアイデアを思いつきません。それ

に対して、「こんなことをしませんか」と言っ

てきた企業がいれば、それは単にお金が入ると

いうだけではなく、市民の役に立つことにもな

ります。

　中田横浜市長は、「公的サービスは世の中に

必要なのだけれども、それを提供するのは必ず

しも行政でなくてもいい」というのが口ぐせで

す。企業の提案に「いい発想だね。」と、思っ

たら「横浜市と組んでよね」というのが世の中

では普通ですが、今までそれは役所では公平性

の観点から多分できなかったと思います。広告

事業は少なくとも歳入を確保するもので、税金

を投下する事業ではないので、相手をとにかく

決めて、お互いにリスクの負い方、Win-Winに

なるための条件交渉にこそ力を注いでいこうと

しています。そして、そうすることで企業の社

会貢献活動なども行政運営に取り入れることが

できるのではないかと思っています。

　先ほどセールスシートが作れないといいまし

たが、それはマーケティングの視点がないとい

うことです。私は経営学部などの出身ではない

ので受け売りですが、「マーケティングの４

Ｐ」という言葉があるそうです。行政も普段の

業務の中で考えておくと、セールスシートが作

れるはずです。

９．市民の反響

　まず印刷物については、これだけ大々的に

150万世帯に配る印刷物に広告をつけている割

には、電話や市長への手紙というようなものが

これまでトータル１～２件というレベルですか

ら、少ないほうでしょうか。あるいは、逆にま

だインパクトがないのかとも思います。

　ホームページバナー広告については、「広告

が世の中に氾濫していて、インターネットの

ページを開いたら、あろうことか図書館のサイ

トにも載っていた、やめてほしい」というメー

ルが来ました。しかし図書館の反論がりっぱで、

「ここに広告枠が何コマあって、これを全部１

年間通してやると幾らの収入になります。それ

によって蔵書が3,000冊買えるのです。蔵書の

増を私どもは取りました。広告についてはいろ

いろご意見や受け止め方があると思いますけれ

ども、ご理解ください」と返信したところ、反

論はありませんでした。納得されたかどうかは

別ですが、そこまで言い切った図書館は偉いと

私は思いました。

　屋外広告に関しては、やはり一度つけてしま

うとなかなか取り外せませんし、公共の場では、

やはり目立ちます。しかし行政だからといって

例外扱いしてもらっているわけではなく、言わ

ば一業者です。ですから、各種申請もしますし、
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手数料免除もありません。ご指導を受けたりも

します。そういう形でやっていかないと、許認

可を受け持つ部署が、民間企業を指導できなく

なってしまうのです。身内には甘いではないか

ということになっては行政としてやりづらいわ

けですから、そういう意味では、私たちも一介

の広告事業者、広告媒体提供の業者だという扱

いです。

　市民アンケートを取りましたところ、経費の

節約や、役人も財源確保に汗をかくということ

については、おおむね理解が得られています。

広告の内容などについては気を配ってほしいけ

れども、否定はしないという反応を頂戴してい

ます。

10．今後の課題

　今後の課題は、現段階では先ほど言ったよう

な公平性・透明性を保つといったことですが、

それ以外に、ノウハウをどう形にするかもあり

ます。法律解釈論や、契約のしかたなども現在

進行形で積み上げてやっています。公開できる

ことは全部インターネットで公開してあります

のでご覧ください。別に難しいことをやってい

るわけではないのですが、全部オリジナルの企

画なのです。知的財産というと大げさですが、

これを形にして守りたい。民間だったら、契約

書式は買うものなのですが、自治体は必ず横に

みんな流して、同じものを作ります。でも広告

事業はオリジナリティが命です。ただ真似され

るのは困ります。一緒に問題を乗り越えようと

いう自治体とは横浜は手を組んでいきたい。今

日も午前中、大阪府に寄ってきましたが、大阪

府も別の意味でいろいろ広告事業をやっておら

れて、一緒に研究などをしているので、そうい

う場合は手の内を明かします。しかし、市長か

らは、都市間競争の時代に手の内を安易に明か

すなと言われています。「ください」と言われ

たからといって、ファックスで契約書を送った

りはしていません。ただ、「自分たちの自治体

をここまで考えました」「ここから先どうで

しょう」「こんなふうにやりませんか」と言わ

れれば、もちろん一緒に研究していきたいと考

えています。

　長くなりましたが、以上でアントレプレナー

シップ事業の概要説明と広告料収入事業につい

ての事例報告を終わります。ご清聴ありがとう

ございました。

（注）平成18年４月から、財政局は行政運営調整

局に、福祉局は健康福祉局になりました。
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１．市民協働推進事業本部

　横浜市市民協働推進事業本部という、長い名

称の聞き慣れない部署で仕事をしております飯

田と申します。まず、市民協働というのは旬な

のでしょうか、全国的に協働への取り組みが進

んでいるように思います。

　実は市民協働推進事業本部は、平成16年に市

長直轄の２年間限定の職場としてできて、その

間に協働の推進・定着という使命が与えられて

いる中で日々働いています。一つの本部、21名

で、ラインが二つあります。一つは、テーマ系

と呼ばれるＮＰＯや市民活動を支援していく課、

もう一つは地域活動といいまして、エリアで活

動している町内会・自治会支援や、その在り方

について検討していこうではないかという、二

つのラインで一つの事業本部となっています。

私はその前者に入って仕事をしています。

２．横浜ライセンス制度の事業概要

　この横浜ライセンス制度は、もともとは、横

浜市の発案なのですが、結果的には市民により

実施されることになった、市民が市民活動を認

め合うという、多分、全国で初めての取り組み

ではないかと思います。とにかく市民活動をし

やすくしたい、そのためにどうしたらいいかと

いうことがそもそもの始まりで、活動がさらに

充実し拡大することを目的にしています。事業

の実施は横浜市からの助成金によります。

　市民がお互いに市民活動を認め合おうと、市

民組織である横浜市民活動推奨協議会が立ち上

がり、本事業を実施することとなりました。こ

の協議会は任意の民間団体です。市民活動を推

奨して、お互いが切磋琢磨して自分の活動の質

を高めていかれるように、カードを発行・交付

していきます。決して行政からのお墨付きや、

水戸黄門の印籠的な役割のものではなく、市民

活動に優劣をつけるものではないというところ

が特徴です。

　実は、実施にあたっては「横浜ライセンス」

ではなく、愛称が決まりまして、「よこはま市

民活動エールカード」といいます。市民活動に

エールを送る、そのための一つの手段としてこ

ういうカードを使っていこうという趣旨が、イ

メージとしてわくようにということで決定した

愛称です。また、ご覧のようなロゴマークも公

募で決めていまして、なんと大阪府在住のかた

に応募していただいた作品が、最終的に選考に

残って決まったものです。何か縁があるのかな

と、今日、実は電車の中で思っていたのですが、

全体的な絵はアクティビティのαで、右側のた

「横浜ライセンス制度の創設と運用について」

横浜市市民協働推進事業本部協働推進課市民活動支援担当係長

飯田　常彦 氏
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んこぶのようになっているところは横浜のＹだ

そうです。口の左側にあるのがＣで、シチズン

（Citizen）あるいはシビック（Civic）という

ことで、全部の絵はそういったアクションを表

しているということです。これをイメージマー

ク、キャラクターとしてどんどん売り込んでい

きましょうということです。

　次に、カード交付までの流れですが、この

エールカードは、カードを導入したい団体等が

提案できる仕組みになっており、提案団体

（ＮＰＯ団体・市民活動団体・企業・自治体な

ど）が、例えば「私たちはこういう活動をして

います。このカードがあると非常に活動しやす

くなると思います」というときに、どのように活

動しやすくなるか、また、カードは最終的に個

人の写真付のカードになりますので、そのカー

ドを取得することによってどういうメリット、

効果などがあるかということも併せてご提案い

ただきます。そして公開プレゼンをして、市民

の皆さんに見ていただいて、この活動にこうい

うカードがあると、本当に活動しやすくなるか

どうかというところを判断していただきます。

　そして、推奨協議会の役員と外部の専門家や

市民活動を実際にしている市民などにより構成

される審査会で、エールカードの導入を審査・

決定します。そして、提案した団体が、提案を

した内容の手順に沿って、こういうカードを

取ってみませんかと、市民の皆様に募集をかけ

ます。市民の中には、もしかしたら「実は私、

あの活動をやってみたかったのよ。ところが

きっかけがなくて、知っている人もいなくて、

どうしたらよいかわからなかったのよ」という

人もいるかもしれません。こういう人がエール

カード取ってみよう。市民活動を始めてみよう

と応募します。これは市民活動が対象となって

いるものですから、そもそもが自発的・自主的

なもので、お願いして活動しているわけではあ

りません。ですから、提案団体は、その活動の

経験あるいは実績、または研修の実施などに

よって、エールカード取得に必要な条件を確認

します。そして、確認できたということを協議

会に伝えますと、協議会から応募いただいたＡ

さん、Ｂさん、Ｃさんに写真付でお名前の入っ

たカードが交付されます。また、有効期限を３

年間としており、取得したけれど市民活動を継

続していない方などは、更新できないように

なっています。また、取得に際しては市民活動

とは何なのかや、エールカードの特徴、注意事

項などについての基礎的な研修もおこないます。

　この横浜ライセンス市民活動推奨カード事業

がどういうものかということを理解していただ

きませんとお話がしづらいので、まず最初にこ

のようにご説明しておきたいと思います。

　横浜市民活動推奨協議会は、11名の市民の皆

様により発足し、横浜市からの助成により事業

を実施しています。

３．カードの意味とその効果

　このカードは、市民活動への意欲と活動する

うえで必要となる知識や技術を有することを客

観的に裏づけるものです。市民活動をしている

かたが、自分の活動がどのように役立っていた

り評価されているのか、それを客観的に見てい

ただくということは、実はあまりないのではな

いでしょうか。ですから、そういったところを

客観的に裏づけるカードなのです。

　では、そのカードを保持することによる効果

とメリットにはどういうものがあるかというと、
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やはり活動への信頼性と安心感が増すというこ

とです。例えば、こういった話があります。民

生委員・児童委員は、国から委嘱されている特

別公務員です。そういった人がある家庭に行っ

てピンポーンと押したときに、「民生委員の○

○です」と言えば、ドアを開けてくれます。け

れども、「ＮＰＯから来ました○○です」と

言っても、開けていただけないケースがあると

も聞きました。そういったときに、このカード

が周知されて定着していけば、取得することの

メリットや市民活動のしやすさにつながってく

るのではないかと思います。そして、そのこと

によって、「私も市民活動をやってみよう」と、

参加しやすくなります。　それと、そういった

活動がどんどん盛んになってくれば、新しい活

動も生まれるかもしれません。テーマ型といわ

れる市民活動、あるいはＮＰＯは、自分の得意

な分野へのベクトルはすごく大きいのですが、

全然違ったベクトルのところにはあまり興味を

示さないようです。それは当然のことだと思い

ます。そういったところも、このカードを活用

して、活動の分野が異なる人たちが同じブラン

ドのカードを取得することによって交流や連携

が深まっていく効果も出てくるのではないかと

期待しています。

４．対象となる市民活動の内容

　先日（９月22日）、先ほど申し上げた公開プ

レゼンテーションを行いました。私の団体はこ

ういった活動にこのカードを導入したいという

14団体から提案を頂いて、その結果、８種類の

活動に導入することが決まっています。事業自

体は16年度から実施されて、ずっと準備をして

きておりまして、17年度に初めてこういう形に

なっています。

　大阪ではどのくらい市民活動盛んなのか勉強

してこなかったのですが、横浜では、ＮＰＯ法

人の数で見てみますと10月末現在で691法人あ

ります。神奈川県で1236、全国で２万3186とい

うことで、全国の約３％の法人が横浜市にある

ことになり、パーセンテージだけ見ると低いよ

うですが、一般的には法人格を有さない市民活

動団体のほうが多いわけですから、はっきりし

た根拠はありませんが、横浜市の人口は357万

人のうち、10％くらいの市民は何らかの市民活

動をされているのではないかと思います。

　プレゼンテーションの結果選ばれた８種類の

活動は、環境分野、子供の健全育成、情報化社

会、保健・医療、福祉、まちづくりという分野

に分かれています。例えば、子供の健全育成と

いうのは非常に旬な活動だと思っているのです

が、例えばこの提案は学生さんによる子育て支

援活動です。今、子育て支援の分野については、

非常にいろいろな課題があります。親御さんが

目を離す機会、あるいは余暇の支援のようなと

ころで、ボランティアさんがお子さんを預かり、

その間に親御さんが自分の時間を作るというよ

うな活動で、高校生、大学生が実際に子供と触

れ合います。子供も若い人のほうが非常になつ

きが早いようです。それについて、「この人の

活動は本当に安心です。信頼できる活動です」

というところを、このカードを使ってやってい

きたいという提案でした。

　まちづくりについては、災害に強いジュニア

育成活動ですが、これは小学生が対象です。地

域で災害がおこったときのために、あらかじめ

どこに何があるかを小学生が子供の視点からか

いたマップを作ります。こうした活動をして成



24

果を出した小学生（３年生以上）に対して、こ

のような写真付きのカードを出していただくと、

子供たちも非常にやる気が出てきますし、マッ

プづくりの調査なども非常にやりやすくなりま

す。また、大人も子供の言うことは聞くそうで

す。大人が「あそこに何かあって危ない」「あ

の橋は落ちそうだ」と言うよりも、子供が調べ

てきた結果は非常に純粋な気持ちで周りの大人

が聞いてくれて、それが「危ないからすぐに対

処してほしい」などと、逆に行政側に話が来る

というような広がりが期待できます。

　それぞれの活動については、資料の最後（42

ページ）にＵＲＬが載せてありますが、横浜市

役所ではなく、この協議会独自のホームページ

に提案の内容、活動内容が書いてありますので、

興味があればごらんいただければと思います。

　里山保全活動というのは、いろいろな公園の

中で竹を切る、あるいは雑草を刈るという活動

で、ボランティアの皆さんを通じてさまざまな

ところで行われています。これは本当にその人

の気持ちでやっていただいているので、場合に

よってはけがもあります。しかし、この活動が

なければ里山を維持管理することは行政の力だ

けでは非常に難しくなってきている現状のなか

で、そういう心意気のあるかたで、きちんと道

具が使えるなどという部分を確認して、この

カードを取得してもらうようにしようというこ

とです。

　それから、高齢者・障害者の移動サービス活

動に携わるボランティアさんは非常にたくさん

います。自分の車や高齢者施設・障害者施設の

車を使用して移動のお手伝いをするという活動

です。これも、ただ人を乗せて運ぶ、お手伝い

をするというのでは全くタクシーと同じになる

わけで、そのかたとのコミュニケーション能力

が必要です。このかたはどういうところが悪く

て気をつけなくてはいけないのかということを、

日常のコミュニケーションを通じてつかんでい

ただく、あるいは車いすのかた、人工透析され

ているかたなど、それぞれ症状の違うかたと目

的地まで一緒に移動するというところで活動を

されているかたには、そのような知識などがあ

るということを確認できたら非常にいいのでは

ないかということで提案されて、導入が決まっ

ています。

５．カード導入の基本条件

　細かいお話になりますが、このエールカード

を導入するためには必要な基本条件があります。

まず、もちろん公益的な活動、自発的な活動だ

ということです。町内会自治会などでは、順番

で役員となり活動している場合もあるかと思い

ますが、そうではありません。自発的なもので

あること、引き続き活動が継続されて社会的貢

献が見込まれるということ、一定の知識・技術

が必要とされ、それを確認する手段もきちんと

あるということ、そして最後に、市民の皆さん

がその活動にこのエールカードを導入すること

が望ましいと考えるていることなどがエール

カードを導入するための基本条件です。これは

公開プレゼンなどでご意見を頂きながら判断す

る部分ですが、こういったことをすべて満たす

場合に提案できるという形になっています。

　では、だれが提案できるのかというと、市民

活動団体をはじめ、法人格の有無は問わず、町

内会・自治会、企業、行政でもＯＫです。ただ

し、個人ではだめです。実はこの提案を公募し

たときに、いろいろな問い合わせをいただいて
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います。ただ、まだ実際にカードを持っている

人が１人もいないという現状の中で、「イメー

ジがわかない」というお問い合わせが非常にた

くさんありました。したがって、とにかく第１

回目はイメージがわくような活動に導入してい

こうということで、先ほどの協議会の皆さんが

試行錯誤をされ、８種類の活動が決まったとい

うことです。

６．審査のポイント

　この事業は、協議会と各団体（提案し実施す

る団体）との民民の協働で進めていくことにな

りますから、どのような団体か、エールカード

事業を継続して実施していけるのかどうかを確

認することがまず必要だということになってい

ます。

　審査は、書類審査と公開プレゼンテーション

審査です。ただ、いろいろな団体がある中で、

どのような活動をしているか分からない団体か

ら提案があった場合、どうやって判断するかと

いうことが、実は課題でもあります。審査のポ

イントの中で公益性・自発性の部分は非常に慎

重に審査をする必要があるということで進めて

います。

　この審査会には行政職員は１人も入っていま

せん。11名から成っていますが、７名が市民の

皆さん、４名は協議会役員ということで、全員

市民です。

　約束事としては、審査に当たっては過程を

オープンにし、公平性・透明性を高めるという

ことで、提案いただいた団体名と提案内容につ

いては必ず公開します。公開プレゼンの結果、

提案が採用されたあとには、団体から提出され

た書類等についても全部、情報公開の対象とす

るということでやっています。

７．検討の経緯

　ここからが今日の本題です。実は、このよう

なシステムが確立されるまでに非常に時間がか

かりました。横浜市ライセンス制度は、平成14

年のアントレプレナーシップ事業の第１期とし

て始まりましたが、すべてが初めての取り組み

で、ライセンスチーム９人で、簡単に言うと

「横浜市全体を統括できる横浜ライセンス制度

を０から考える」という話だったのです。その

ときに私は福祉の関係の仕事をやっていまして、

移送ボランティアにこのライセンスがあると非

常に好いのではないかと思い、手を挙げました

ら、どういう縁があったのか、最後まで関わる

ことになりまして今に至っているわけです。

　年表を見ていただくと分かるのですが、最初

は非常にタイトで、９人でチームが結成され、

横浜ライセンスを考えるということで行政内部

で検討が始まりました。Ｈ14の12月に始まり、

２月には市長に報告をせよというので、間に年

末年始もあってとても間に合わないと、この間

は連日検討を重ねました。

　その結果、事業化に至るまでには非常にいろ

いろなことがありました。９人のライセンス

チームは15年３月末で解散になりました。非常

にやる気で、みんな本当に一生懸命検討してい

た中で２人体制となり、自分はそのうちの１人

として残ったのですが、さらにその半年後の10

月には、自分１人が市民局という部署に異動し、

引き続き制度づくりを進めることとなりました。

　この横浜ライセンスは市民活動を充実させて

拡大していくための一つの施策だということで、

私は市民局という部署に人事異動で移ったので
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すが、まず「アントレとは何か」というところ

から説明をしなければいけないような状況だっ

たのです。そして、その時感じた率直な気持ち

としては「おまえが勝手に手を挙げたんだろう。

勝手にやれ」ということで、組織としての対応

は全くないに等しい半年間でした。これは、大

きなイベントを12月に控えていたということも

あるのですが。したがって、行政の内部で、元

のチームのメンバーと集まってちまちまと検討

はするものの、組織としての意思決定が全然で

きず、どうしようかという状態が続きました。

ところが急転直下、16年４月に市民協働推進事

業本部という部署が立ち上がってから、組織と

してこの制度に取り組んでいこうということに

なりました。ですから、実際に動き始めたのは

平成16年からということになります。

　16年７月に「協働推進の基本指針」を、事業

本部で策定しました。そもそも、なぜ協働を進

めるかということですが、ご存じのとおり、行

政というのはとかく広く、浅く、公平にサービ

スを提供することには非常に長けています。と

ころが、それぞれの地域のニーズに応じて、て

いねいにサービスを提供しようとなると限界が

あります。そこは、地域に住んでいるかたとの

協働によって、地域の課題を少しでも地域の

ニーズに即した形で解決できるよう進めていけ

るような環境づくりに取り組む部署が協働本部

ということもありまして、横浜ライセンスにつ

いての検討が本格化しました。

　ところが、このライセンス制度について市民

の皆さんに初めてお話をすると、大方が反対

だったのです。感覚からすると８割くらいで

しょうか。横浜ライセンス制度を検討していた

だける方を探すために、本当に営業といいます

か、地域の中に出て行きました。しかし「横浜

ライセンスがあると活動しやすくなるのではな

いでしょうか」という提案をするごとに、「そ

んなことはない。私たちは自由にやっているの

だ」「行政がなぜそんなものを作るのだ」とい

うことで、市民活動がしやすくなるどころかや

りにくくなる、市民活動に差別や区別を生んで

しまうという意見が非常にあって、これはもう

行政の発案としてはだめなのかなと思うことも

ありました。それでも、何人かに１人ぐらい、

「これはやりようによってはおもしろい」「欧

米などでは市民が互いに市民活動を認めている。

うまく運用すれば日本発のシステムとなる」な

どと言ってくださるかたもいたのです。欧米で

は、市民活動が社会的に認知されており、一つ

の位置が確立されています。それと比較すると、

日本はＮＰＯ法人という制度ができましたが、

とてもそこまで至っていないようです。そうし

て、ようやく７名の方に横浜ライセンス制度検

討委員会として、H16年７月から11月まで、定

期的な検討会を６回、それ以外にもワーク

ショップのような形で検討を重ねていただきま

した。毎回４～５時間ぐらい活発な議論が行わ

れました。

「市民活動とは何か」「ボランティアとは何

か」というそもそも論から始まり、このライセ

ンスをどのようにしていくと市民活動をしやす

くなるのかという根本的なところを、本当に時

間をかけて検討していただきました。

８．横浜ライセンス制度の望ましい在り方

　その結果が「『横浜ライセンス制度』の望ま

しいあり方について　概要版」（34ページ）と

なっていますのでご覧ください。
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　報告のあったポイントとしては、「このライ

センスは、市民活動を推奨して、普及・促進を

側面からバックアップするものとしようではな

いか」ということです。基本的な考え方は、意

欲ある横浜市民の力が一層発揮されて、市民一

人ひとりがお互いに持てる力を認め合いながら、

自らの力を十分生かせるように、そのために

使っていこうではないかということになったわ

けです。

　名称・用語については、実施に当たっては

「ライセンス」と「認定」という言葉が、「市

民活動を区別する」あるいは「行政が市民活動

に関与する」「官による選別」など、やろうと

していることの趣旨・目的とは異なるイメージ

を与えるため、表現を変えようということにな

りました。それで、先ほどのような愛称が決

まったという経緯があります。

　また、「認定」についても、市民活動は認定

しないとできないというようなことではありま

せんから、それはよくないということで、結局

「審査・決定」という表現となっています。

　また、対象となる活動は、市民から「この

カードがあるとよい」と思われるような分野・

活動を対象としようということです。このカー

ドがなければ活動ができないかのようにとらえ

られてしまうことのないよう、この辺を大切に

検討が進んできました。

　そういったことを踏まえて現在に至っていま

す。今年４月に市民活動推奨協議会が発足し、

この12月から実際にカードが交付されますので、

まだ今日の段階では取得している人はいません。

今、導入しようとしている各団体から対象とな

る人数が出てきているところで、最初は微々た

る数字だと思いますが、300人ぐらいの人が今

年度中に取得をしたいと手を挙げてきています。

（Ｈ18．３月末　199人が取得）

９．アントレと協働

　市民による検討の結果、何がどのように変

わったかという部分があります。そもそも行政

がアントレとして発案した提案内容を、市民の

皆さんが本当に力を入れて検討してくださいま

して、実は気がついたら協働となっていたので

す。よく協働が冠になってしまって「協働して

いるから偉い」とか「協働しているのだから、

言うことを聞いてもらいたい」と逆に変な要望

につながる場合もあるようですが、この事業に

ついてはそんなことは全くなく、「考えてみた

ら結局おれたち、協働しているのかな」という

ようなことです。ごらんのような協働のプロセ

スにおいてみたときに、最初の提案にはには参

画していないかもしれませんが、次の企画、事

業目的の共有のところ以降は、推奨協議会の皆

さんが主体に取り組んでいます。その結果、市

民活動をしやすくするという目的を変えること

なく、実施方法が変わったということなのです。

10．当初案と検討後の変化

　当初案から検討後、実施時はどう変わったの

かを比較すると、当初は、「市民活動を認定す

ることによって市民活動の推進や定着を図る」

というように、行政側としては大上段に構えて

いたものが、「市民活動を推奨し応援する」と

いうように非常に柔らかくなりました。こう

なってくるとライセンスではありません。ライ

センスというのは資格ですから、資格がなけれ

ばやってはいけないとか、やってもいいとか、

そういったイメージのものから変わっています。
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　当初は行政が提案した活動だけにライセンス

を導入していこうではないかということで、例

えば、横浜は今「Ｇ30」というごみ削減の取り

組みを市民と協働して実施していますが、それ

ぞれの町内会・自治会の中で活動をするかたや、

分別収集の指導など実際の活動を進めるという

ところにこの横浜ライセンスを取り入れようと

いうのが、当初のイメージだったのです。

　ところが、実施された形はそうではなく、市

民がお互いに認め合い、切磋琢磨して己を高め

ていこう、そのことによって一つひとつの活動

のレベルや質が上がって、市民活動の底上げに

つながり、活動が盛んになる。結果、それは場

合によっては協働の相手方にもなるかもしれな

いという形になりました。先ほどの同じアント

レで広告料収入に取り組んでいる齋藤さんの話

は、お金をどんどん集めるというある種劇薬的

な取り組みでしたが、こちらのほうはどちらか

というと漢方薬で、市民活動を通じて、じわじ

わとそれぞれの地域で行政の目の届かない部分

での担い手が増え育ってくるためのものだと

思っています。市長がよく言っている「公的

サービスは必要だけれども、行政がすべてやる

ものではない」という考え方からすれば、その

うちの大きな一つという形であると考えていま

す。

11．官の仕掛けから民民の協働へ

　推奨協議会の事務局の仕組みについては、

ちょっとわかりにくいのですが、図（Ｐ37）に

ありますとおり、横浜市市民活動支援センター

内にあります。この支援センターは、同セン

ター運営委員会という、こちらも民間団体が横

浜市からの業務委託により市民活動をいろいろ

な形で支援しているところです。当初アントレ

の提案では、この支援センターに横浜ライセン

ス制度を委託して実施する予定でしたが、推奨

協議会への助成事業となったため少し工夫をし

ました。というのは、このカード取得者の活動

情報などを有効に活用するなどにより事業の展

開を図るためためには、支援センター機能がど

うしても必要と考えたからです。

　具体的には、支援センターという行政財産＝

横浜市の執務室という位置付けの場所に任意の

民間団体の事務局を置くということです。その

ためには相当の理由が必要となるのですが、横

浜市からの「市民活動支援センター運営業務委

託に支障を与えない」という確認書を、横浜市

と支援センター運営委員会、推奨協議会の三者

で取り交わしたうえで、推奨協議会と支援セン

ターが民民の間として推奨協議会事務局業務委

託契約を締結し、支援センターがその事務局業

務をつかさどる職員を雇用しているという形に

なっています。（Ｐ33）

　実は市民活動支援センターも平成17年度から

市民運営となっており、民民の協働が始まった

ともいえます。その仕掛けを横浜市がやってい

るという形になっているわけです。

12．今後の課題

　今見えてきた大きな課題は、市民活動推奨協

議会という任意団体と、市民活動支援センター

運営委員会という市民組織の両方が、自主財源

をどうやって確保していくのかということです。

市民活動をされている団体ではどこでも課題に

なっているのですが、実は助成金に頼っている

状況があります。したがって助成金の情報を欲

している市民活動団体は多くあるのですが、ち
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がった方法、ファンド・レイジング（資金調

達）の必要性があるのではないかという話が出

ています。

　欧米ではあるようですが、例えば我々の事業

に賛同を頂けるような企業から協賛金を集めを

する専門家を推奨協議会が雇用して、例えば

300万の協賛を得られたらその10％の報酬など

とするなど、何か今までとは違った仕組みに取

り組むのも面白いという話が出てきています。

　また、横浜市では今年度から「よこはま夢

ファンド」という市の基金を立ち上げ、その基

金に入ってきたお金でＮＰＯ法人や市民活動を

支援するという事業をしているのですが、例え

ばこういった基金というお財布も活用したいな

どの話もでています。いずれにせよ、課題とし

て挙がっているのは、市民活動していくために

は財源が必要で、どのように確保するのかいう

ことです。

　それから、もう一つの課題としては、専門分

野への対応です。このエールカードを導入した

いと手を上げていただいた幾つかの団体の中に、

心理的な活動、いわゆるピアサポート（ピアカ

ウンセラー）の提案が二つあったのですが、そ

の提案内容に対して判断できなかったというこ

とがありました。専門分野へのエールカード導

入判断方法が、課題になっています。

　いずれにしても、14年度から取り組んでいた

アントレがここまでくる間には、行政マンとし

てとても大切な経験を積んできたと思っていま

す。そのときは、本当にもうどうしようもない

という部分がありましたが、今振り返ると、も

う１回ぐらいしてもいいかなという感じはして

います。

　いろいろ話が飛びましたが、私からのご報告

は終わらせていただきます。どうもありがとう

ございました（拍手）
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平成１７年度　事例研究「自治体現場の最前線に学ぶ」

�～横浜市アントレプレナーシップ制度から学ぶ～

「横浜ライセンス制度の創設と運用について」

　・事業概要説明

　・検討の経緯

　・協働による成果

　・当初案と比較すると！ 

横浜市市民協働推進事業本部　市民活動支援担当係長　飯田　常彦
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検討経緯

　本制度は、横浜市職員提案制度（平成14年度アントレプレナーシップ事業）による「横浜ライセ

ンス制度の創設」がきっかけとなり、事業化に向けて検討されてきたものであり、これまで、次の

ような経緯で検討されてきた。

参考資料

　内　　　　　　容　時　　期

横浜市職員によるアントレプレナーシップチーム（９人）による検討開始

市長への中間報告

行政内部での検討（チーム解散　２人体制、10月から１人体制）

平成14年12月

平成15年２月

　　　　４月～

市民協働推進事業本部　発足（２年間限定の市長直轄組織）　

「協働推進の基本指針」原案発表

「横浜ライセンス制度」が施策案として示された

平成16年４月

同指針に対するパブリックコメント実施

横浜ライセンス制度に対する意見12件　（全体の件数310件）

　　　　５月～

　パブリックコメント意見内容

・災害時のカウンセリングのように信頼度が強く求められる場合に重要

・必要性は認められるが、協働で考える場を設置するなど、慎重な検討を（２件）

・役所主導の横浜ライセンスには反対（４件）

・認定機関・ライセンスの対象がわかりにくい（２件）

・個人だけでなく、団体としての認定もあってよいのでは

・イメージ図がわかりにくい（２件）

「協働推進の基本指針」策定【当初案Ｐ．10参照】

協働推進の環境整備〈人材育成〉に「横浜ライセンス制度」が具体的施策の

一つとして位置付けられた

　　　　７月

７･15　第一回　横浜ライセンス制度検討委員会

　　　　　　　　（有識者と市民活動実践者による構成）

検討委員会による「横浜ライセンス制度原案」を８月に策定することとした。

８･16　第二回　横浜ライセンス制度検討委員会

　① 横浜ライセンス制度原案確定

②「同原案」をもとに、実際に活動している市民へのヒアリングと、市民

活動団体へのアンケート及び類似事業を調査することとした。（委託実施）

　③ ケーススタディによる検討　

８・31～９・３　ヒアリング調査実施

（市民活動実践者47人、福祉、環境、子育て支援・子供の健全育成、まち

づくり、生涯学習、ボランティアガイド）

　　　　７月15日

　　　　　～11月29日
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参考資料

9･13　第三回　横浜ライセンス制度検討委員会

　① 横浜ライセンス制度の仕組み、対象、条件、認定の方法等

　② ヒアリング調査結果報告

　③ 横浜ライセンスの性格・位置付けについて

　本制度は、市民活動を推奨するための仕組みとして、市民が本制度導

入を望ましいと考えている活動を対象とすることが確認された。　

　④ 横浜ライセンスの評価と運用について

⑤ 横浜ライセンス認定機関については、市民主体の組織とする方向が固

まった。

９･22～10･４　アンケート調査実施

（市民活動団体を対象　ヒアリング協力者の活動する61団体）

10･18　第四回　横浜ライセンス制度検討委員会

　① 横浜ライセンス認定組織のあり方について

②「提言：「横浜ライセンス制度」の望ましいあり方について」（案）の提示

11･15　第五回　横浜ライセンス制度検討委員会

　「提言：「横浜ライセンス制度」の望ましいあり方について」（案）の検討

11･29　第六回　横浜ライセンス制度検討委員会

　報告書「提言：「横浜ライセンス制度」の望ましいあり方について」とりまとめ

市民協働進事業本部長へ報告

報告書を受けて、横浜市民活動推奨協議会設立発起人会が発足　　　　11月29日

横浜市　方針決裁　

・市民組織の横浜市民活動推奨協議会が事業を実施する

・協議会組織は、市民活動実践者、有識者、公募市民などにより構成する

・横浜市市民活動支援センター内に事務局を設置する

・横浜市は広報や資金面で支援する

平成17年１月

市民向け説明会（市民活動推奨協議会設立発起人会主催）

横浜市民活動推奨協議会役員の公募（21人応募→４人選考）

11名の役員が確定

　　　　２月

横浜市民活動推奨協議会発足式・市民向け説明会開催

横浜市から助成金交付（助成金交付要綱）
　　　　４月14日

横浜ライセンス市民活動推奨カードの愛称募集

横浜市民活動推奨協議会のロゴマークを募集

　　　　４月15日

　　　　　～５月13日

愛称が「よこはま市民活動エールカード」に決定

ロゴマーク決定
　　　　５月27日

第１回　市民向け事前説明会開催

エールカード導入提案募集

　　　　７月16日同日

　　　　　～９月２日
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実施形態

　事業実施にあたっては、横浜市が「横浜ライセンス市民活動推奨カード事業助成金交付要綱」に

基づき、横浜市民活動推奨協議会に助成金を交付する。同協議会は、自主財源の確保に努める。

　また、同協議会の事務局を横浜市民活動支援センター※内に置く。

【参考】平成17年度予算額7,600万円（助成金　7,205万円）

※平成12年10月設置、同年７月に施行された市民活動推進条例の理念のもと、市民活動を推進する

ため、情報・活動・人材育成の拠点として位置づけられている。

　平成17年度から、横浜市から横浜市民活動支援センター運営委員会（市民組織）へ同センター運

営事業を委託して実施している。（16年度までは、社団法人横浜ボランティア協会に委託）

参考資料

　内　　　　　　容　時　　期

第２回　市民向け事前説明会（提案書書き方説明会）　　　　８月22日

提案団体による公開プレゼンテーション・審査会開催　　　　９月22日

エールカードが８種類の活動に導入決定　　　　10月７日

エールカード交付開始予定　　　　12月
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提言：「横浜ライセンス制度」の望ましいあり方について　概要版

　横浜ライセンス制度について、「横浜ライセンス制度基本的考え方」（平成16年５月：市民活動

推進委員会）「協働推進の基本指針」（平成16年７月策定）をもとに、市民活動を推奨し、普及・

促進を側面からバックアップする制度とするために、これまで６回にわたり、実際に活動している

市民や活動団体などからのヒアリング、アンケート調査による意見をふまえ検討した結果、次のよ

うな形で本制度を実施することが望ましいという結論に達したので報告します。

平成16年12月　横浜ライセンス制度検討委員会

基本的な考え方

　横浜は、技能や技術・知識を持ち、意欲と実行力のある人材が豊富なまちであり、市民が様々な

活動に参画し、生き甲斐を持ち、自主的・自立的に活動を進めていることは横浜の活力の源となっ

ています。

　私たち「横浜ライセンス制度検討委員会」は、この、意欲ある横浜市民の力がいっそう発揮され、

市民一人ひとりが、お互いの持てる力を認め合いながら、自らの力を十分活かせるように、この

「横浜ライセンス制度」の導入の必要性や留意点などについて６回にわたって検討をしてきました。

「横浜ライセンス制度」は、市民活動を推奨し、活動する市民の意欲・知識・技術を、公平かつ客

観的に広く社会に周知するための制度であるべきだと考えます。その効果としては、一人ひとりの

活動がさらに充実し、分野を越えた連携や活動の領域が広がり、市民活動団体やＮＰＯの活動が拡

大することなどが期待できます。

　市民一人ひとりが幸せになるために日常的に一生懸命活動している人や、自らの技術知識などを

活動に活かしている人などが、さらに活動を充実させていくための一つの手段として、「横浜ライ

センス制度」を身近に活用できる、そういった制度であることが望ましいと考えます。

「横浜ライセンス制度」についての総合的意見

横浜ライセンスの性格

　横浜ライセンスは、市民活動を市民が相互に認め合い広く周知し、活動に対する「意欲」と活動

に必要な技術・知識などを有することを市民主体の自立した第三者組織が裏付けることにより、市

民活動の充実と拡大を期待するものです。また、制度の趣旨に合う活動であれば、特に分野を問う

ものでありません。

参考資料
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名称・用語について

　実施にあたっては、「ライセンス」と「認定」という言葉が、「市民活動を区別してしまう」

「行政が市民活動に関与する」「官による選別」など、「横浜ライセンス制度」の趣旨・目的とは

異なるイメージを与えることから、次のように名称・用語を整理して実施することが望ましいと考

えます。

①　制度名については、「横浜ライセンス市民活動推奨制度」（以下「制度」という）とします。

②　市民に交付するカード名については、一目で本制度の趣旨がわかるよう、正式名称を「横浜

ライセンス市民活動推奨カード」（以下「推奨カード」という）とし、必要に応じて市民に親

しみのある愛称を用いることができるものとします。

③「認定組織」については「推奨組織」、「認定」については「審査・決定」とします。

以下、本文については、変更案の仮称名を用いて記載します。
� ����������������������������������������������������

対象となる活動について

　推奨カード取得が契機となり、次のような効果が期待できる活動を想定しています。

①　活動がしやすくなり、新たな活動への参加を促し、市民活動の裾野が広がることが期待でき

る活動

②　認知度が増すことなどにより、専門知識や技術がさらに活かされる活動

　なお、本制度導入について、市民から「この活動に推奨カードがあるとよい」と思われるような

分野・活動を対象とすることが必要です。

推奨組織について

　推奨組織は、制度の運用全般を担う組織として、市民主体の自立した組織「横浜市民活動推奨協

議会」（以下、「協議会」という）として行政から独立し、市民活動に対する明確な理念のもとに

市民活動を推奨し支援するための様々な事業展開も視野にいれて運営していくことが必要です。

　将来は、財政面においても、自立を指向する継続性のある組織として、行政ではなし得ない視点

で、継続して制度を広める工夫と努力を行うことが望ましいと考えます。

制度運用について

　推奨組織（協議会）が、制度導入の決定、個人への推奨カード交付の決定などの意思決定を行い、

制度全般の運用を担うことが必要です。また、制度の定着を図るため、横浜市は広報や資金助成な

ど責任をもってサポートしていくことが望ましいと考えます。

参考資料
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環境整備について

　推奨カード取得者が活動しやすい環境を整えることが大変重要です。取得した市民が活動しやす

くなることこそ、この制度の目標であることから、積極的PRによる本制度への理解を高めること

が必要です。

　さらに、推奨組織（協議会）や実施主体（９参照）と横浜市が、推奨カード取得者間のネット

ワークの構築、情報の発信などによる分野を越えた活動の連携などの「協働」による取り組みを推

進することが必要です。

評価・検証について

　よりよい制度としていくために、課題が生じた場合などは、柔軟かつ迅速に見直すことができる

よう、制度全体と個別推奨カードの両面について、第三者評価も含め、様々な方法により評価・検

証が必要です。

具体的に期待される成果

　推奨カード取得による、次のような具体的な成果が期待されることが望ましいと考えます。

①　保険などとの連動による安心感の向上、②規制緩和による活動範囲の拡大（例えば、公園で

禁止されている機械による除草を可能とする。）、③指定管理者制度導入時における市民活動

団体の参入（例えば、指定管理者を決定する際、市民活動団体に推奨カード取得者がいる点を

考慮できる。）等

 各項目の概要について

１　目的と特徴

　市民活動を推奨し、活動の普及、促進などにより活動の充実・拡大を図ることを目的とします。

市民活動に係る一定の意欲・知識・技術を市民が主体となって相互に認め合い、広く周知する制度

であること、市民主体の第三者組織が制度全般の運用を担うことなどが主な特徴です。

２　推奨カードの性格

　総合的意見「横浜ライセンスの性格」のとおり。

３　対象と効果

　一定の意欲・知識・技術が認められる活動で、①活動がしやすくなり、新たな活動への参加を促

すなど市民活動の裾野が広がることが期待できる活動　②認知度が増すことなどにより、専門知識

や技術がさらに活かされる活動などを対象とします。また、推奨カード導入の効果は、主に次のよ

参考資料
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うな点があげられます。

　・新しい活動が生まれる効果　（活動認知・発掘）

　・新たに活動に参加できる効果（活動者の増加、人材育成）

　・活動の信頼性と安心感が増す効果　　（活動の質の向上・拡大）

　・活動が広く周知される効果　（ＰＲ効果）

　・地域活動へ参加しやすくなる効果　（活動範囲の拡大）

　　等

４　手続き

　横浜ライセンス市民活動推奨制度導入の提案から、個人への推奨カード交付までの概略を記し

ます。

５　基本条件

　特定の市民活動に、制度を導入するにあたり必要な条件のことで、次の５条件とします。

　

参考資料

説　　　明条　　件

横浜市内で行われる公益的活動であること。① 非営利で公益性のある活動

個人の自発的な意思に基づき行われる活動であること。② 個人の自発的活動

引き続き活動が継続され、今後も社会的貢献性が見込まれる活動であ

ること。
③ 将来への継続した活動

活動のために一定の知識や技術が必要とされ、かつ、そのことを確認

する手段があること。
④ 具体的な知識・技術が有る

市民が、活動へ横浜ライセンス市民活動推奨制度による推奨カードの

導入が望ましいと考えていること。
⑤ 市民から要望がある
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６　取得条件

　制度を導入する実施主体（９参照）が、推奨カードを取得するために必要な経験、実績、研修、

試験等の内容を具体的に定めたものをいいます。

　実施主体は、それぞれの推奨カードの趣旨・目的に応じて、意欲・知識・技術などの取得条件を

確認し、条件を満たした場合、市民への推奨カード交付依頼を協議会（７参照）に対して行います。

７　横浜市民活動推奨協議会

　「横浜ライセンス市民活動推奨制度」の運用全般を担います。行政から独立した市民主体の第三

者組織で、透明性ある開かれた組織とします。

８　審査会

　協議会（７参照）が、実施主体（９参照）からの横浜ライセンス市民活動推奨制度導入提案に対

する審査、個人への推奨カード交付決定をする場。必要に応じて市民の声を聴く場を設けます。

９　実施主体

　横浜ライセンス市民活動推奨制度導入の提案、取得条件の設定と確認をする団体等のことで、特

定の活動をする実践団体、中間支援組織などのＮＰＯやある活動の分野を所管する横浜市各区局な

どです。

10　協議会事務局

　横浜市市民活動支援センターに設置することが考えられます。推奨カードの交付・更新などの手

続き、市民活動基礎研修実施、取得者情報の管理・運用、取得者のネットワーク構築や取得者情報

の人材バンク的な活用、ＰＲ、相談・問合わせ対応などを行います。

11　制度及び推奨カードの評価

　本制度の趣旨・目的にあった効果を得られない場合は、柔軟かつ迅速に見直すことが必要である

ことから制度及び個別の推奨カードについて定期的に評価、検証を行うこととします。

　自己評価、取得者間や利用者との相互評価、市民活動推進委員会などによる第三者評価など、い

くつかの評価方法を用いて、常に検証していくことが望まれます。

12　推奨カードの更新

　各推奨カードに有効期間を設け、期限前に更新手続を必要とします。更新時には、引き続き推奨

カードを保持するにふさわしいか確認することとします。更新を取り入れることにより、制度に対

参考資料



39

しての評価・検証にもなると考えます。

13　制度の運用

　制度の運用にあたっては、広く市民に制度の周知を図ることが重要となります。推奨カード取得

者の活動情報や取得条件などを、ホームページなどを活用したネットワークによる情報交換の場を

設けるなど、さまざまな活動分野の連携などによる制度の定着を諮ることが望ましいと考えます。

　また、制度の趣旨を徹底するため、新規及び更新時には活動実績の確認を行うことが必要と考え

ます。

参考資料
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当初案　（「協働推進の基本指針」（平成16年7月策定）より抜粋）

　１　目的

横浜ライセンス制度は、ボランティアなど市民個人の自発的な活動に係る一定の意欲・知識・

技術を認定することにより、市民活動の推進や定着を図ることを目的とします。

　２　概要

ａ　横浜ライセンスの対象　

市民個人の自発的な活動に関わる一定の意欲・知識・技術を有するボランティアなどの公

益的活動のうち、非営利な活動とし、個人に対して発行します。

ｂ　効果

新たに活動を始める契機となったり、すでに活動している市民が、いっそう意欲とやりが

いを感じ、活動に対する安心感や信頼感が増すことにより活動しやすくなるなど、公益的活

動の領域（ボランティア活動の裾野）が広がります。

ｃ　発行までの流れ

行政ではない、第三者的な認定機関が、審査・認定した横浜ライセンスについて、市民か

らの申請により、取得条件の確認を行い発行します。

参考資料
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検討後（実施）

１　事業目的

横浜ライセンス市民活動推奨カード事業は、「横浜市民活動推奨協議会」（以下協議会とい

う。）が、横浜ライセンス市民活動推奨カード（愛称：よこはま市民活動エールカード）の交付

により市民活動を推奨し応援します。

市民活動がしやすくなり、活動分野を越えた連携や活動領域の広がり、地域活動への参加など、

活動がさらに充実し拡大することを目的としています。

２　よこはま市民活動エールカードについて　

・エールカードは、市民活動をする個人が取得できるカードです。

・市民活動への意欲と活動に必要な一定の技術・知識を、エールカードを導入した団体が確認

し、「協議会」が市民活動する個人に交付するものです。

３　エールカード交付までの流れ

参考資料
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横浜市民活動推奨協議会名簿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（敬称略）

会長　　 山岸 
やまぎし

 紀美江 　（都筑中央公園自然体験施設管理運営委員会事務局長）
き み え

副会長　 齋藤 　
さいとう

 文人 　（横浜地域人材開発協会会長）
ふみひと

副会長　 丹 　　
たん

 直秀 　（財団法人さわやか福祉財団理事　地域協同推進プロジェクトリーダー）
なおひで

理事　　 大豆生田啓友 　（関東学院大学人間環境学部人間発達学科専任講師）
おおまめうだひろとも

理事　　 村橋 　
むらはし

 克彦 　（横浜市立大学国際総合科学部教授）
かつひこ

理事　　 嶋田 　
し ま だ

 昌子 　（ＮＰＯ法人横浜シティガイド協会会長）
ま さ こ

理事　　 永田 　
な が た

 和宏 　（港北ニュータウン緑の会会長）
かずひろ

理事　　 中村 　
なかむら

 尚志 　（ＮＰＯ法人チャーミングライフサポート協会理事長）
た か し

理事　　 山本 
やまもと

 浩一郎 　（ＮＰＯ法人シニアＳＯＨＯ横浜・神奈川代表理事）
こういちろう

監事　　 岡村 　
おかむら

 道夫 　（ＮＰＯ法人横浜移動サービス協議会理事長）
み ち お

監事　　 三竹 
み た け

 眞知子 　（青葉バリアフリーサポート２１（ＡＢＳ２１）代表）
ま ち こ

参考資料

http://www.yokohama-license.jp/
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　皆さん、こんにちは。産業能率大学の浅野で

ございます。

　今日は人材育成推進講座のミニ講座というこ

とで、今後、自治体が人材育成をどのようにと

らえ、どのようなやり方で人材を育てて組織を

活性化し、住民の福祉向上に役立てるか、その

ためのアプローチについて考えていこうと思い

ます。

　また今回は、枚方市、池田市、豊中市、岸和

田市といった先進的な取り組みをしておられる

市の事例発表もあり、楽しみにしております。

　各市の事例発表に先立ちまして、この基調講

演では、人材育成に関する現状と課題について、

幾つかキーワードをもとに、情報提供していき

たいと思います。

　レジュメに沿ってお話をしますが、ポイント

の第１は、自治体職員の育成を検討する際、現

状をどうように認識し、検討の方向性はどうな

のかについて見ていきたいと思います。

　第２には、先ほど副所長のお話にもありまし

たように、私たちは、研修事業だけを一生懸命

やるということだけでは不十分です。したがっ

て、人材の育成全般に対してコミットし、その

一手法として研修を企画・実施していくといっ

た、人材育成のトータルシステム化といったと

ころが求められるでしょう。これらについても、

幾つか情報提供したいと思います。そして第３

点目は、大阪府内でも各市町村が、人材育成に

積極的に取り組んでおられますが、大阪以外の

取り組み事例の紹介です。そして第４には、今

後、人材育成に対して、我々の研修担当部署は、

どのような役割を担うべきか、今後の方向性に

ついても幾つか論点を提供したいと思います。

　以上４つのポイントを中心に、お話をしてい

きたいと思います。

１．これからの自治体職員の育成の方向

�　人材育成の目的と意味の変化

　まず、自治体職員を育成する際の基本事項で

す。我々の仕事は、人という人的資源にアプ

ローチし、組織の効率的・効果的な運営に貢献

し、住民のお役に立とうとしています。そこで、

まず「人材とは何か」について再確認したいと

思います。

人材の特性（87ページ参照）

　人材は、経営の資源としてあげられる「人」

「物」「金」「情報」の中のひとつですが、

「物」や「金」と比べて違う特徴を持っていま

す。

「分権時代の自治体職員と研修方針の策定」

産業能率大学　経営管理研究所　主任研究員

講師　浅野　良一 氏
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　「人材」の特徴のまず１点めは、人は学習に

よって能力は向上することです。２点めとして

は、人は、意欲次第で業務の質や量が大きく変

化します。そして３点めは、学習自体も意欲に

支配されるということです。つまり、「人材」

の特徴を一言で言うと「可変性」、その伸び縮

みにあります。

　つまり、「人材」という経営資源は、伸びも

すれば縮みもするということは、当然伸びるだ

ろうと思っていても、我々の取組ががあまり適

切でないと、逆に縮む可能性もあるわけです。

「人材」という経営資源は、我々の工夫次第で、

２倍３倍にも拡大する可能性を持っていますが、

裏目に出てしまうと、２分の１、３分の１にも

なってしまいます。我々が対象としている人的

資源という経営資源は、伸び縮みする「可変

性」を持っているということを理解いただきた

いと思います。

　そして、人材の特性の４点めは、組織の文化

や風土からも大きな影響を受けることです。つ

まり、職員が研修受講等でいろいろな勉強をし、

業務に意欲的に取り組もうと思っていても、職

場の状況によって、意欲的な取り組みが長続き

したり、逆に、途中でへこんだり、意欲を失っ

たりすることが日常茶飯事にあります。した

がって、我々としては、人材育成をするときに

は、組織・職場の文化、風土にも手を打たなけ

ればならないということです。

　花を育てようと思っても、土壌が栄養のない

ものであると、花は育ちません。我々が人材を

育てるときも、手を打つ領域として、職場や組

織にも広げていく必要があると思います。

　そして人材の特性の５点めとしては、人材資

源は、組織の見えざる資産であると同時に見え

ざる資産を創出する主体であるといえます。

　つまり、人材とは人数ではないということで

す。その人が持っている力、見えざる力、それ

が我々の育成の対象としている人材なのです。

したがって、なかなか実態をつかみづらいとい

う特徴を持っていることも我々は理解しておく

必要があります。

職員研修とは（87ページ参照）

　このような特徴を持つ人材に、我々は、日々

アプローチをしています。それでは、我々の人

材育成の主な取り組みである職員研修は、どの

ようにとらえればいいのでしょうか。

①　事業や組織の求めに応じる

　職員研修とは、第一は、わが団体の事業戦略

や組織が求める内容と水準まで、現在および将

来の組織能力と、メンバーの能力、意欲を引き

上げることを目的とした取り組みであり活動だ

ということです。

　これには、留意点が幾つかあります。ひとつ

は、「現在および将来」に注目いただきたいと

思います。つまり、職員研修とは、現在、職員

や職場に足らざる能力を補う取り組みをすると

同時に、わが団体の今後の方向性、例えば、総

合計画で描いているまちづくりの実現のために、

今から、職員にこのような力をつけておかなけ

ればいけないといったものまでにも手をつける

必要があります。つまり、今足らざるものの能

力開発と同時に、将来必要であろうものまでも

視野に入れるというのが１点めのポイントです。

　２点めのポイントは、メンバーの「能力」と

「意欲」にアプローチすることです。先ほども

申し上げましたように、人材というのは学びに
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よって力が増す同時に、意欲によっても伸び縮

みします。我々としては、人材育成というのは、

「何か新しい知識を勉強してもらう」だけでは

なくて、やる気を起こすような取り組みも職員

研修の大きなアプローチではないかと思います。

　３点めは、組織能力と個人能力の両方にアプ

ローチすることです。

　したがって、① 今足らざるものと将来必要

なものの能力開発を我々の対象としなければい

けない。② 職員個人の能力開発に加えて、意

欲向上への取り組みに留意する。そして、③ 職

員一人ひとりに対するアプローチだけでなく、

我々の組織や職場に対しての取り組みも視野に

入れておこうということです。

　基調講演の後に、事例発表がありますが、こ

の中でも、意欲や能力の両方にアプローチしよ

うとするもの、そして職員一人ひとりに対して

だけではなくて、例えば、外からの風を取り込

んだり、外の風に触れることによって、組織活

性化にインパクトを与えようとした事例もある

ようです。繰り返しに成りますが、職員研修を

ただ単に職員個人に対して、ニーズ調査をした

うえで、足らざる能力開発について一生懸命

やっているというだけでは、我々の活動範囲と

しては不十分ではないかなと思います。

②　組織の要請と個人成長の両立

　職員研修とは何かについての二つめですが、

我々の職員研修は、団体に求められるな人材像

にむけ、職員を型にはめようとしているかとい

うと、多分そうではないと思います。我々は、

職員個人の潜在能力や意欲を引き出し、それを

組織（団体）の中でうまく活用してもらうこと

で、職員自身も成長してもらうことを目指して

います。それと同時に、職員の成長が組織全体

の貢献にもなることは、言うまでもありません。

つまり、職員研修とは、組織と個人の両立を目

指す活動ではないかということです。したがっ

て、職員を型にはめる仕事マシーンを作ること

が我々の研修事業ではないと思います。とりわ

け自治体の仕事は、企業の仕事と違って、職員

の持ち味やパーソナリティー、あるいは市民感

覚といったものが、仕事の成果にかなり影響を

及ぼします。したがって、職員研修でも、組織

課題の達成と個人成長の両方をねらいたいとこ

ろです。

③　人事管理のサブシステム

　そして、職員研修の基本事項の三つめは、職

員研修は、人事管理のひとつのサブシステムと

して位置づいていることです。例えば、人事評

価も人事管理のサブシステムですし、職員研修

もサブシステムです。これらが、うまく連動して

いないと我々の活動が生きないということです。

　例えば、ある職員研修科目で、「これからは

政策形成能力だ」「チャレンジだ」といったこ

とが強調され、その手法の勉強をしたとします。

ところが、人事評価では、政策形成やチャレン

ジングな部分は評価されず、どちらかというと、

手堅く仕事をしたほうが人事評価の点数がよく

なっている場合、受講生は研修を受けて、その

気になったけれども、実際の業務遂行場面で、

「それいけどんどん」でやっていいのだろうか

との悩みを持ってしまいます。つまり、我々の

本務とする職員研修だけが、部分調和している

のではなくて、人事管理全体の中で、職員研修

がきちんと位置づいているかどうかを常に見な

ければいけないと思います。
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これからの職員研修部門の５機能（87ページ参照）

　こういった職員研修を実現するために、我々

の職員研修部門は、いろいろな取り組みをして

います。企業や自治体を見ておりますと、これ

からの職員研修部門には、次の五つの機能に目

をつける必要があると思います。

　一つめは、我々は、経営組織体ですので、

「① 事業戦略の支援機能」があると思います。

つまり、わが団体の総合計画を実現し、住民の

福祉向上に役立つのだというビジョンを職員に

浸透させる活動です。このようなことは当たり

前かと思われるかもしれませんが、実際には、

なかなか組織のビジョンは、全職員まで浸透し

づらいものです。

　つまり、首長や幹部職員が「こういうふうな

方向で行こう」と考え、それを職場や職員に具

体的に展開しますが、その浸透や具体化を後押

ししていく役割、機能です。「市長の考えは、

こうなんだ」「これに留意して、このようにや

るんだ」を職員に伝えていくお手伝いをするわ

けです。事例発表にもありますが、研修の最後

に市長の講話を入れて、その思いを、市長から

直接職員にぶつけてもらう取り組みなども、

「① 事業戦略の支援機能」だと思います。

　そして二つめは、現在、我々がよくやってい

る活動だと思うのですが、「② 職場運営の支

援機能」だと思います。つまり、各職場では、

管理職がリーダーシップを発揮して、部下と一

緒に仕事をしているわけですが、職場での業績

向上なり、部下の管理などのノウハウをどんど

ん提供していくということです。

　最近の傾向では、以前からなじんでいた係制

ではなく、フラットな組織で仕事をする団体が

多くなってきました。したがって、我々として

は、従来の係制での仕事の進め方や職場管理の

方法論ではなくて、「フラットな職場ではこう

やったほうがいいぞ」というような新たな方法

論の提供が求められていると思います。

　そして３つめが、人材の特性は、組織の文化、

風土からも大きな影響を受けると申し上げまし

たが、それに関与する「③ 組織風土革新機

能」があります。つまり、我々の職場を活性化

させていく取り組みが、職員研修からアプロー

チできないだろうかということです。

　この組織風土革新機能は、民間企業の例で言

いますと、オイルショック以降には、組織風土

に直接アプローチするな活動をかなり活発に

やっていました。具体的な活動では、小集団活

動、ＱＣサークルや全社運動の事務局、あるい

は社員提案制度があります。これらの活動を

「運動」として展開し、組織全体を盛り上げて

いくような事務局を、研修担当部門が担当した

時代がありました。これが、「組織風土革新機

能」の一例です。

　四つめは、ここでは「④ キャリア開発機

能」と呼んでいます。当然ながら職員は、担当

業務を円滑にかつ、高いレベルで遂行すること

を求められており、我々は、そのための知識や

技術を提供しなければいけません。ただ、業務

遂行に必要な知識や技術を提供すると同時に、

職員自身が、将来、わが団体で、どのように活

躍するつもりなのか、それを描いた上で、これ

から何を勉強しなければいけないのか、これら

の情報も提供するのが、「キャリア開発機能」

です。つまり、我々は、職員の担当する仕事を

うまくできる支援をするとともに、その職員が

将来活躍するようなバックアップも必要ではな

いかということです。
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　そして最後が、「⑤ 人事制度連動機能」で

す。先ほども申しあげましたが、職員研修は、

人事管理のサブシステムとしての位置づけです

から、当然ながら人事評価制度の見直しに対応

した研修が必要になるでしょう。あるいは、昇

任制度などの各人事の諸施策の円滑な遂行も

バックアップする必要があると思います。我々

としては、人事制度と連動した活動も、視野と

して入れていく必要があります。

人材育成基本方針

　これまで申し上げたように、我々の活動範囲

は、非常に広いのです。ただ、この広い領域を

全部やらなければいけないということではない

と思います。それは、各団体の職員研修方針な

り、人材育成の基本方針で、どこに注力するの

かを決めるのです。

●基本方針は特殊解

　つまり、「わが団体の重点課題」を決めてい

かなければいけないということです。したがっ

て、こうやれば、どの団体でもうまくいくとい

う正解はないと思うのです。我々は特殊解であ

る自団体ならではの重点を設定し、自団体なら

ではの適切なやり方で実施しなければなりませ

ん。

　したがって、今日の事例発表が、４市からあ

りますが、他市が、それをそのまま真似て実施

しても、うまくいかないかもしれないというこ

とです。そこで、我々としては、各事例の「い

いとこ取り」をするセンスが求められます。そ

の「いいとこ取り」をする際の基軸になるのが、

この基本方針だと思います。

●基本方針で欠かせないもの

　基本方針の中で欠かせないものをいくつか上

げますと、第１に、「わが研修部門の使命は何

か」を明確にすることだと思います。これも各

団体によって違っていいと思うのです。「わが

団体は、職員研修部署の使命はこういうこと

だ」「いえいえ、うちはこうだ」というのは

あってもいいと思います。まずは、これを明確

にすることです。

　基本方針で明確にしなければいけない第２は、

重点課題です。つまり「ここに力を入れていく

ぞ」といった力の入れ所を明確にしなければい

けません。重点というくらいですから、３つか

ら５つくらいが適切だと思います。したがって、

「わが団体における人材育成の重点は、ここと

ここだ」というふうな感じですね。

　ただ、大阪府内の市町村ではありませんが、

全国の幾つかの市の研修方針などを見ますと、

この重点が10も20も記載されている所があるの

です。ひどい所なんか、「�その他」まで重点

です。全部重点だと言っているわけですが、や

らなければいけないという気持ちは分かります。

しかし全部重点だということは、全部重点では

ないということにも近いような気がします。

　なぜ重点事項を決めなければいけないか、そ

れは我々の経営資源が乏しいからです。研修予

算が腐るほどある、定員増員を希望すれば、い

くらでも人を回してくれる、そういう状況なら、

重点というものを定めないで、全部に力を入れ

てやればいいわけです。

　しかしながら、我々は、ないないづくしの中

で、人材育成を効果的・効率的に展開しなけれ

ばなりません。当然、さまざまな取り組みを一

通りはやりますが、とりわけここに力を入れる
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というのを決めないと、全てについて、今一歩

の成果しか出ない恐れがあります。

●一点突破・全面展開

　この重点事項の大切さについて、中国の

毛沢東は、「一点突破・全面展開」と表現しま

した。満遍なく、少ない資源を、総花的にばら

まいていくと、全部がうまくいかなくなります。

どこか重要なところに資源を集中して、そこで

突破、高い成果を上げることで動きを変え、全

体に波及させるやり方です。

　我々の団体では、人材育成基本方針のどこが

一点でしょうか。これが難しいのです。先ほど

も言いましたように、基本方針は、特殊解です

から、各団体によって、突破すべき一点は違う

と思います。今日の事例報告も、その団体の一

点突破は何かを考えながら、お聞きになると良

いのかなと思います。

　つまり、この一点突破の一点（重点課題）を

決めていくというのが重要です。この重点を決

めることは、戦略的な意思決定だと思います。

そして、その決定は、その組織の長しか決めら

れない事柄だと思います。

●基本方針の重点決定は、戦略的意思決定

　例えば新規採用職員にどういう研修をするか、

Ａ案にするかＢ案にするか、それを決めるのも

意思決定ですけれども、職員の人材育成を進め

ていく上で、いちばん重要な意思決定は、基本

方針の重点をどこに置くかを決めていくことだ

と思います。

　人材育成基本方針の重点は、総務部長や人事

課長が最終的に決めていくのだと思いますが、

責任者の意思決定の前段には、我々がいろいろ

な情報を集め、「ここでいきましょうよ」とい

うような意見具申が必要になってきます。この

ような議論を進めていくことが、我々がこれか

らの人材育成を充実させるために重要だと思い

ます。

�　市町村合併と組織のフラット化、公務員制

度改革の方向性

●公務員制度改革の大枠を理解する

　現在の自治体における人材育成の見直し状況

を見ていきますと、「市町村合併と組織のフ

ラット化」と、「公務員制度の改革」あたりが、

影響要因としてあげられると思います。資料集

の２ページ（88ページ参照）に「公務員制度改

革の大枠」の図が出ています。公務員制度改革

は、すったもんだしていますが、制度の大枠自

体はあまり変わっていません。

　公務員制度改革の大枠とは、一つは職員一人

ひとりの意識、行動原理を変えていく、つまり、

職員の動きを変えようということです。もう一

つは、行政の組織、活動原理の改革であり、組

織としての動きを変えることを目指しています。

この組織変革の方策の例示として、組織のパ

フォーマンス力向上があり、目標管理が取り上

げられています。

　我々は、この公務員制度改革の流れを受け止

める必要があります。それは、職員一人ひとり

の動きをどのように変化させればいいかと同時

に、自治体組織に対する動きを変化させること

です。それを職員研修という立場から、どのよ

うにアプローチすればいいか、それを考えるこ

とが、ぶれてはいけないポイントだと思います。
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●組織のフラット化を受け止める

　資料集の４ページ（90ページ参照）をごらん

いただきますと、今、自治体の組織の形が変

わってきています。つまり、従来のピラミッド

型の係制から、フラット型の組織で、担当制や

グループ制が多く見られるようになりました。

都道府県レベルで見ますと、47都道府県のうち、

試行実施や一部実施を含めますと、39道県がフ

ラット型を何らかの形で導入しています。そし

て、市レベルでも、かなりフラット型組織を見

かけるようになりました。

　ただ、フラット型組織を導入した幾つかの団

体にヒアリングをしてみますと、共通した問題

点が出ています。それは、表の「改善が必要だ

と思われる点」です。「人材育成が難しくな

る」「縦系列の部下指導がしにくくなった」と

あります。また、アンケート結果では、「職場

での人材育成」が「うまくいっていない」の

パーセントが高くなっています。

　私が思うところ、今まで頼みの綱としていた

「職場の教育力」が、フラット型の組織では非

常に薄れてしまうのだと感じています。ある自

治体の職員が、これまでの係制について、「こ

れまでの職場には、見えざる職場の教育力があ

り、一言で言えば、面倒見の良さだった」とい

うことに気づいたと言っていました。つまり、

これまでの職場は、いろいろ問題点はあったわ

けですが、上司や先輩の部下や後輩に対する面

倒見が良かったのです。我々は、あまり気づい

ていなかったけれども、これが職場の強みで

あったではないかということです。

　ところが、フラット型組織になると、なかな

か面倒を見ている時間もないし、上司と部下の

関係が、縦ではなく、ネットワーク型になり、

上下の関係が明確でなくなってきたのではない

でしょうか。その結果、上司、先輩の面倒見の

良さが、薄れたと思います。その反面、現在の

フラット型にも、見えざる職場の教育力が出て

きました。ある団体の職員は、それを「降り注

ぐ仕事のシャワー」と表現していました。つま

り、仕事のシャワー、忙しくてどんどん仕事が

降ってくる。そういった仕事が、職員を鍛えて

いく形になってきたのではないかなということ

です。

　また、フラット型の組織になると、メンタル

部分での不調者がどうも増えるような気がしま

す。その背景には、やはり面倒見の良さで育て

ていたのが、どんどん仕事をさせて育てるのだ、

鍛えるのだといったところが背景にあるような

気もします。いずれにしてもフラット型におけ

る人材育成は難しい。そこで、フラット型にお

ける人材育成について、マッセOSAKAが中心

となり、議論をし、新しい方法論を開発・提供

すべきではないかと思います。

●フラット型組織における人材育成

　以前から、職場研修の重要性が言われ、さま

ざまな手法が提供されてきました。ただ、これ

までは、職場での研修（ＯＪＴ）は、上司や先

輩が、マンツーマンで、部下や後輩の面倒を見

るというやり方が主流でした。ところが、この

やり方では、フラット型組織ではうまく機能し

ないような気がします。したがって、新しい育

成手法を考える必要がある気がします。そのポ

イントは、「仕事で育てる」「評価で育てる」

だと思います。
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�　自治体職員の個人能力と職場の組織能力の

現状と課題

　ここで、自治体の職員や職場の能力特性の現

状をお話ししたいと思います。資料集の５～６

ページ（91～92ページ参照）をごらんください。

　これまで、幾つかの団体（県、市町村、政令

市等）の調査をしました。５ページは、職員個

人の能力を測定する尺度の一覧です。そして、

６ページが、ある県内の市町村職員の平均です。

これは偏差値で表示されていますので、50が平

均です。この50の平均は、民間の一流企業を

とっています。ただ、企業の仕事と、自治体の

仕事は違いますので、企業と比べて、点数が高

い、低いということではなくて、この折れ線グ

ラフの凸凹に注目してください。つまり、右の

ほうにいけば点数が高いわけで、その尺度は、

我々の「強み」だと思います。一方、左に出っ

張っているところは「弱み」と見てよいと思い

ます。

●自治体職員の強みと弱み

　このグラフを見ますと、県と市町村の職員の

個人能力には、若干の違いが見えますが、共通

する部分が多いように思います。自治体職員の

能力特性として、「強み」というのは、「几帳

面に仕事をする」「人とのやりとりが柔軟」

「コツコツと粘り強い」が指摘できます。とこ

ろが、「チャレンジする」「努力する」「アイ

デアを出す」「行動力がある」といった尺度は、

どちらかと言うと「弱み」になっています。

　こうやって見ていますと、これまでの優秀な

職員像が浮かびます。しかし、これからの時代

は、手堅く仕事を進めていくことも重要ですが、

それ以上に、新しいことや抜本的な見直しなど

に、チャレンジングな手出しができる職員が求

められると思います。このデータは、そのよう

な職員の育成が課題であると指摘しています。

●男性職員と女性職員

　それともう一つ気になる点は、資料集の７

ページ（93ページ参照）です。これはどこの団

体でやっても同じような結果になります。それ

は、男性と女性の職員の能力パターンが、かな

り違うということで、女性職員は、非常に得意

と不得意な部分が明らかだということです。20

代の前半の職員を対象にした調査では、得意と

不得意は、それほど開いていません。多分、女

性職員の職域の影響があると思います。つまり、

職場の中でいろいろな仕事をすることによって

鍛えられる部分と、置き去りになってしまう部

分がある気がいたします。

　これを見ますと、女性の得意な部分は、仕事

をきちんとすることや、対人行政サービスの部

分です。ただ、何かアイデアを出すとかという

ところは、どうも苦手に見えます。したがって、

これをどう解決するかということです。女性職

員を集めていわゆる創造性の勉強をすることで

解決するのでしょうか。あるいはもうベテラン

になっておられる女性職員に「では企画部に

行っていろいろアイデアを考えてもらおうか」

といったことでうまくいくのでしょうか。これ

らに対するの解決策は、中長期的な人材育成の

中で必要だと思います。長い目で見た職員の

ローテーションなど、職員研修以外に、人材を

育成する異動とは何かなど、我々は広い視野を

持っていないといけないと思います。
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●係長クラスでの停滞

　８ページ（94ページ参照）の自治体職員の能

力の伸びのグラフを見てください。このグラフ

によりますと、職員は、採用されてから順調に

能力が伸びますが、係長級あたりで、伸びが踊

り場状態になっています。これは、かなり大き

な問題だと思います。つまり、係長級というの

は、年齢的にまだまだ若いですが、業務の担当

者としては、ベテランです。つまり、いちばん

働き盛りの年代です。その働き盛りの職員が、

ちょっと一休みしているのは、その団体にとっ

て大きな機会損失だと思います。

　とりわけ最近では、、係長級と言っても、部

下のいる係長ではありません。課長補佐級で、

初めて部下を持つケースが多いようです。つま

り、ベテラン職員の時代が、以前より長くなる

わけですが、その時期の活性化と言いますか、

刺激策が重要になるのではないかと思います。

　つまり、先ほど申し上げましたように、人材

は、意欲によってその力が、２倍３倍になった

り、逆に縮んだりします。これから2007年問題

などもあり、ベテラン職員に対して、知識や技

術の付与だけではなく、意欲向上の施策が必要

だと思います。

　それをモデル的に整理したのが、９ページ

（95ページ参照）です。キャリア発達の観点か

らみると、キャリア初期（～30歳前半）は、順

調に伸び、キャリア中期（30歳半ば～40歳半

ば）に踊り場があり、キャリア後期（40歳半ば

～）に部下を持つと、また伸びています。した

がって、この中だるみのところの対策をどうす

るかということです。これは、ある市の例です

が、皆さんの団体でも人材育成としての目をつ

けるどころだと思います。

●職場の組織能力の強みと弱み

　それでは、我々の職場の組織能力は、どこが

強みで、どこが問題点（弱み）なのでしょうか。

つまり、我々が人材育成の取り組みを職場の活

性化までも視野に入れようとする場合の着眼点

を見ていきたいと思います。

　資料集の10ページ（96ページ参照）にありま

す職場の組織能力をみる尺度で、ある市を調べ

てみました。そうすると11ページ（97ページ参

照）のような結果になりました。これも、先ほ

どと同じように偏差値で表示しています。右に

出っ張っているところが「強み」、左に出っ

張っているところが「弱み」と思われます。

●所属長と一般職員との差

　グラフには、２本の線がありますが、実線は

所属長に回答していただいたものです。点線は、

一般職員が回答したデータです。一見して、所

属長と一般職員のずれが大きいことが気になり

ます。当然、所属長が自分の職場を評価するわ

けですから、若干甘めになるのはやむをえない

としても、一般職員との差が大きすぎる尺度は、

職場の現状把握が、ひとつ問題という気がしま

す。

●自治体職場の強みと弱み

　一般職員の回答でみますと、グラフで右に

出っ張っているところが３つあります。それは、

「４．キーパーソン」「10.キーパーソンの関

係」「11.キーパーソンの影響」です。つまり、

自治体の職場では、所属長以外のキーパーソン

が、非常に力を持ち、活躍している点が「強

み」であるということです。

　ところが、この市の場合、所属長のビジョン
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が明確に示されていません。しかし、仕事がう

まくまわっているのは、所属長以外のキーパー

ソンが、踏ん張っているのではないでしょうか。

　したがって、やはり所属長のビジョンや職場

運営方針をもっと明確に立てる必要があると思

います。所属長の職場運営方針もポイントは重

点事項です。「うちの課はこれをやらなきゃい

けないから、これをやるぞ」が明確になってい

るかどうかが重要だと思います。

２．これからの職員研修のあり方～人材育成の

トータルシステム化

　それでは、これまで述べた基本事項や現状を

踏まえ、職員研修の基本方向として何が求めら

れるかということです。

　一つは、マッセＯＳＡＫＡもよくおっしゃっ

ている「人材育成型の人事管理」ということで

しょうか。今、全国的に注目されている岸和田

市の人事管理もこの「人材育成型の人事管理」

だと思います。

�　能力開発・キャリア開発型の人事管理

　「人材育成型の人事管理」とは、職員の能力

開発に加えて、キャリア開発の視点が必要だと

思います。つまり、人材育成とは、ただ単に、

職員が現在の担当業務をうまくこなすというこ

とではなく、その職員が、将来的に自分の持ち

味を生かして、どのように活躍するかという観

点を入れていくことです。

　最近、自治体職員の給与が下がったり、モラ

ルの低下に拍車をかけるような動きが多いよう

です。したがって、お金やポストなどが、なか

なか職員の動機付けとして使えないようになっ

てきました。

　そうなると、職員の動機付けの手段は何かと

いうと「せっかくこの団体に入ったのだから、

住民のためにひと仕事をやろう」「わたしの強

みを生かした自分なりの出番を作っていこう」

このような自己実現をはかる取り組みで、職員

の使命感や意欲を喚起する方法も必要だと思い

ます。

　したがって、このキャリア開発型とは、職員

の足らざる部分を補うというよりも、その職員

自身が持っている強みや持ち味をさらに伸ばし

て、活躍する出番を作っていく。そして、それ

を自ら選ぶことだと思います。我々は、それを

支援しなければならないのです。

●ＣＤＰ（キャリア・デベロップメント・プロ

グラム）

　このキャリア開発型の人材育成を、今年度か

ら制度的に導入した事例に、静岡県のＣＤＰ

（キャリア・デベロップメント・プログラム）

というのがあります。静岡県は、県内の静岡市

と浜松市が政令市に移行します。つまり、静岡

県－静岡市－浜松市が県の仕事範囲になるわけ

で、県職員の将来への不安やモラル低下が懸念

されています。そこで、「いや違う。我々は、

これまでの仕事の経験から、いろいろな専門性

を身につけている。それを今後、県の中でどう

使っていくか、自分自身で考えていこう」とい

うことを、組織的にバックアップするのがＣＤ

Ｐです。職員自身が、「このようなコースもあ

るぞ」「そのためには、こんなことも勉強しよ

う」「こういった領域で活躍しよう」を、異動

や研修などの人事管理の諸方策で支えていくの

が静岡県のＣＤＰだと思います。
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キャリア開発研修を軸とした研修体系

　キャリア開発の視点で研修体系を組み立てて

いる事例をご紹介したいと思います。資料集の

13ページ（99ページ参照）には、三重県の事例

があります。これは、自分の持ち味を再確認し、

その持ち味や強みを生かして、これからのわが

団体の状況を踏まえると、私はどういったとこ

ろで活躍できるだろうか、あるいは活躍したい

だろうか、それを定期的に考えていく研修を軸

にした体系です。

　図を下から見ていただきますと、まず、新規

採用職員研修があって、その後何度か、キャリ

アデザインという研修があります。この研修は、

従来の何かを習得してもらう研修ではなくて、

自分を振り返ってもらう場を提供するものです。

三重県では、このキャリアデザイン研修が、

STEPⅠ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳとあり、図の右には、そ

の研修で自分自身の能力の棚卸しをし、自分の

伸ばしたい能力を決め、キャリアアップ・プロ

グラムから選んで、能力開発をするようになっ

ています。

　つまりキャリア開発を軸にした研修体系とは、

ある時期に、何か知識を付与したり、技術を提

供する研修ではなくて、今後、自分は何を学ぶ

かを探す研修という感じがします。

●キャリア研修の導入パターン

　キャリア研修を導入しているパターンにも幾

つかありますが（100ページ参照）、ポイント

はキャリア開発ですから、研修だけの実施に留

まらず、自己申告や人事異動などに関連します。

先ほど紹介した静岡県のケースは、２番めの

「人事異動反映型」です。これは、自分の持ち

味やあるいは強みといったものにより、将来こ

ういった方面で活躍したいということを、キャ

リア研修などを通じて自分で考えます。そして、

それを所属長面談で意思表明し、人事にも資料

として提出していく。人事課もその資料を見て、

今まで以上に本人の希望等を生かした異動に反

映させていくというものです。

　このほかにも幾つかパターンがありますが、

共通する点は、節目の年代で実施する点にあり

ます。図の実施年代をますと、節目は３０歳前

半、４０歳あたりが多いようです。

�　自己選択・自己決定・自己責任型の職員

研修

　キャリア開発を軸にした研修体系は、まさに

自己選択・自己決定・自己責任型の職員研修だ

と思います。つまり、自己選択、自治体での活

躍を自ら考える。これは研修を選ぶというので

はないのです。こういう道を選んでいこう、こ

ういう活躍を選んでいこうということです。そ

して、自分の責任でこういった勉強をしていこ

うということでしょうか。今後の職員研修は、

研修科目の自己選択・自己決定・自己責任型だ

けではなく、職員の進路の自己選択・自己決

定・自己責任型の支援が求められるのです。職

員研修の基本方向の２点目としてご提示しまし

た。

�　組織活性化への取り組み方策としての職員

研修

　職員研修の基本方向のもう一つが、組織活性

化への取り組みです。この例としてはこの後の

事例発表でも出てくると思いますが、キーワー

ドは「外の風」です。これをうまく取り込んだ

り、あるいは触れさせる機会を提供することが、
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組織活性化に職員研修が関与するひとつのやり

方だと思われます。

　そして２点目のキーワードは、「ワイガヤの

促進」です。つまり、職場の中で議論を活発に

するアプローチでしょうか。縦の系列、いわゆ

る課長級、補佐級、係長級という上位下達だけ

で動くのではなくて、若い職員も、職場の中で

意見を積極的に出し、ざっくばらんにいろいろ

な話をしようということです。「ワイガヤの促

進」が、組織活性化の取り組み方策の二つめだ

と思います

　そして３点めキーワードは、「何とか運動」

です。お祭り騒ぎで、みんなを盛り上げるよう

な運動です。こういったものをやっておられる

所もかなり多いと思いますが有名なところでは、

福岡市の「ＤＮＡ運動」がありました。多くの

市役所でもやっておられますが、「さわやかマ

ナー運動」、「一人一改善運動」「電話で名乗

ろう運動」「机の上をきれいにしよう運動」な

どです。つまり、全庁で実施することで、職員

皆を巻き込んで運動として展開します。

３．職員研修の先進取り組み事例

目標管理と人事評価の連動

　最近多く見られるのが、人事評価とリンクし

た目標管理です。職員が設定した目標や仕事へ

の取り組みを人事評価に反映させるやり方。

　目標管理をどのように人事評価に反映させる

かといえば、人事評価には一般的に「能力」と、

「意欲・態度」、そして「業績・実績」と三つ

ありますが、目標管理とリンクさせるのは「業

績・実績」のケースが多いと思います。この能

力、態度、実績のどこに力点を置いた人事管理

をしていくか、あるいは人事評価をしていくか

でかなり我々の動きは変わってくると思います。

●能力主義と成果主義

　能力、態度、実績の３つは、「能力を発揮し、

前向きな態度で仕事をすれば実績にいい影響を

及ぼす」という等式で考えられています。した

がって、能力を開発し前向きな姿勢で仕事をす

れば、おのずといい仕事ができ、組織としての

成果も上がる。こういった立場に立つのが、一

般的に能力主義と呼ばれるものです。

　ところが、そうではない。能力を発揮し、前

向きな姿勢・態度で仕事をしても、成果が出な

ければ意味がない、成果が出たかどうかを重視

するのが成果主義です。企業は、今こぞって成

果主義のほうにウエートをかけていますが、

我々は成果主義にウエートをかけすぎると、何

か仕事の内容や進め方がおかしくなるような気

がします。我々としては、能力主義に力点を置

いて、成果主義的な要素を盛り込んでいくと

いったところが現実的なところかと思います。

　したがって人事評価とリンクした目標管理研

修も、いたずらに成果主義をあおるような研修

ではいけないと思います。もともと目標管理は、

業務の重点を決めて、高いレベルの目標を立て、

そこにチャレンジし、いい仕事をしていくとい

う仕事の進め方のシステムです。その趣旨を理

解し、成果主義的な運用の工夫が重要だと思い

ます。

コンピテンシーの活用

　次に、コンピテンシーを活用した研修です。

コンピテンシーについては、今日ご参加の岸和

田市が、先進事例として全国的に有名です。岸
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和田市は、一律のコンピテンシーではなく、必

須と選択に分ける工夫をされ、実際の使い勝手

のいいものを作っておられます。

　コンピテンシーとは、本来、成果に結びつく

行動のパターンで、それを職員に「このような

行動をとろうじゃないか」と提示します。それ

によって、より具体的な職員像をイメージさせ、

職員の能力開発や行動変容をつなげる取り組み

だと思います。

４．これからの研修担当部門に求められるもの

�　研修評価・効果測定による説明責任

　最後に、これからの研修担当部署に求められ

るものを３点あげます。一つはやはり研修評価、

効果測定を何とかものにして、説明責任を果た

したいということです。これは、外に対する説

明責任もあり、庁内に対する説明責任もあると

思います。研修担当部署ではこのような投資を

し、このような成果をあげていることを、皆に

説明する取り組みが、研修担当部署に求められ

ています。

�　研修の企画実施から、人材育成のトータル

コーディネートへ

　研修担当部署に求められる二つめは、研修を

企画・実施するだけではなく、人にかかわる多

くの領域に関与することがあげられます。つま

り、職員研修の事業だけを展開するのではなく、

人材育成のトータルコーディネートを目指すこ

とが必要だと思います。

　資料集の21ページ（107ページ参照）に、

「今一度、研修部門の使命を問う」とあります。

一般的に「使命が組織をつくる」と言われてい

ますが、我々の研修部門が、組織として存在す

るのであれば、その使命は何かということです。

今、研修部門の使命をもう一度問い直す必要が

あるのではないでしょうか。

　研修部門の使命には、幾つかのレベルがある

ように思い、資料集に書いておきました。基本

的なレベルは、「職員研修を一生懸命やりま

す」を使命とすることです。そのひとつ上が、

「わが団体の職員にこのような力をつけてもら

います」というのをレベル２としました。さら

にその上が、わが団体職員の動きを変えること

で、「組織全体の動きや成果に貢献します」が

レベル３だと思います。

　つまり使命をどう定義するかで、我々の動き

や重点が変わってくると思います。

　例えば違う部署ですが、議会事務局の使命は

何かと考えた場合、「議員の先生方に気分よく

仕事をしてもらうことが議会事務局の使命だ」

とした場合、議会事務局の重点は、議員さんへ

の種々のサービス提供に焦点が当たります。と

ころが、「うちの議会事務局の使命は、議員さ

んは市民の代表なのだから、いろんな政策提案

を考えてもらう、出してもらう。それをバック

アップするのが我々の使命だ」となると、議員

の先生方へのサービスも必要かもしれませんが、

もっと情報提供をする、もっと考えていただく

ような施策を打っていく活動が展開されると思

います。担当部署の使命をどこに置くかで、活

動や重点が変わるのではないでしょうか。

　

�　顧客志向／ローコスト・オペレーション／

研修生中心主義

　最後に、そういったことを実現するための研

修担当部署の中心価値が、資料集の22ページで

す（108ページ参照）。
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　ひとつはニュー・パブリック・マネージメン

トでもいわれる「顧客志向」です。職員研修に

おける「顧客志向」とは、我々は研修を提供す

るのが仕事ではないということです。研修部門

の使命は、顧客の問題や抱える課題の解決に貢

献することです。それでは我々の顧客はだれか

というと、当然職員、職場や組織全体です。し

たがって我々は、顧客（職員・職場・組織）の

問題解決を支援するのが仕事なのです。そのた

めに、研修という手段で、それを実現しようと

しているのだと考えないと、単なる研修実施運

営部門になってしまいます。

　２点めは、やはり「ローコスト・オペレー

ション」で、なるべくお金がかからないよう工

夫をすることです。例えば、研修生の募集や研

修生名簿を作るような事務があろうかと思いま

す。そういった事務作業に対して、もっと貪欲

にコスト・ダウンを図ることだと思います。

　それともう一つは、研修でいちばんお金がか

かっているのは何かというと、案外目につかな

いのですが、参加した研修生の人件費です。例

えば課長研修などでは、札束が教室に転がって

いるようなものです。幹部職員の研修を丸１日

やると、かなりの費用をかけていることに気付

いて頂きたいと思います。

　３点めは、研修を企画実施する際に、常に、

研修生志向での工夫をする必要があるというこ

とです。そのためには、研修生本人に問題を発

見させ、自ら解決させる支援をする、そのため

の成人教育学の理解が必要だと思います。今日

の事例発表も、知識を注入するのではなく、研

修生本人に問題を発見させ、自ら解決させる仕

掛けをうまく作ろうとされているものが多いよ

うに思います。

　したがって、今お話しした中心価値である

「顧客志向」「ローコスト・オペレーション」

「研修生志向」を理解し、さまざまな工夫を検

討いただければと思います。

　以上、私のから人材育成推進講座の冒頭に当

たりまして、幾つかの情報提供をさせていただ

きました。どうもありがとうございました。

質疑応答

（Ｑ）貴重なお話をどうもありがとうございま

した。非常に勉強になる内容ばかりです。

　そこで１点、質問というか、ご存じでしたら

教えていただきたいと思います。レジュメでい

きますと２の（３）（85ページ参照）。組織活

性化や取り組みというところについて、お話を

いただいて、その中でワイガヤの促進のところ

なのですが、その場合フラット化の話とかかわ

りがあるのかなというふうに感じました。フ

ラット化が進展していく中でやはりワイガヤと

いうか、そういう時間が全くなくなっていく。

それを現しているのが逆に仕事のシャワーとい

う言葉なのかなと思ったのですが、この辺りは

どういうふうにバランスをとっていったらいい

のか。こういう形のワイガヤがそれぞれの職場

で進行していくような支援策、そういう研修を

されているような事例ですとか、お考えを教え

ていただければと思います。

（浅野）　

●オフサイト・ミーティング

　手法として有名なのは、「オフサイト・ミー

ティング」です。つまり、まじめな雑談会研修

でしょうか。ざっくばらんにいろいろなことを

しゃべってみよう、そういった習慣をつけよう
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といったところではないかと思います。研修と

してのアプローチはそんな感じでしょうか。

　また、これはある団体で、最近見ましたが、

真ん中に大きな円テーブルを置いて「何かあっ

たらここでちょこちょこっと話をしようや」と

いうような工夫をされていました。ワイガヤを

促進する「これだ」という決め手になるような

ものはないと思います。

　ただ、そのワイガヤによって、時にはいいア

イデアが出ます。それをうまくピックアップで

きるような所属長が求められるのだと思います。

ところが、実際は、「そんなことをぐだぐだ

言ってないでないで、あれはできたのか」と、

出てきたアイデアやヒントの芽を摘んでしまう

ことが多いわけです。役職者のマネジメントに、

こらえ性がないとうまくいかないと思います。

　つまり、所属長クラスには、こうやればいい

というのが分かっていても、あえて若手や中堅

の職員を泳がして、議論を展開させる感じだと

思います。

●フラット型の座席

　あとは、フラット型になっている自治体を見

ますと、席の座り方も変えています。従来の係

制は、ピラミッド型ですから、出入口に近い末

席に、新採用職員が座って、奥に係長が座って

います。フラット型の場合は、机の島の真ん中

に、リーダーがいるケースが多いようです。こ

れは、なるべくワイガヤが促進できるようにし

よう、リーダーが話していることが、皆に聞こ

えるような環境を作ろとしているのだと思いま

す。ある自治体のグループリーダーは、なるべ

く大きな声でしゃべるように、誰かと話してい

る時も、その話の内容が、他の人にも聞こえる

ような工夫をしていると言っていました。

●新規採用職員への配慮

　さらに補足すると、ワイガヤや情報の共有化

の工夫は、職員の大量採用が始まるような団体

では重要だと思います。つまり、これまでのマ

ンツーマン指導がもう限界にきていますので、

職場でみんながいろいろな話をしながら、それ

が聞こえていく中で育てていくわけです。特に、

これから新採が数年後、どーんと入ってくるよ

うな団体では、職場の中に、新採が育つ環境づ

くりが必要で、それが、フラット型でのワイガ

ヤに近いと思います。

　これはずいぶん前の話ですが、慶応大学の

「新人３年説」がいろいろなところで紹介され

ていました。これは、入った新人が、将来活躍

するかどうかは、最初の職場の３年がポイント

だというものです。

　慶応の調査では、何が良かったら新採の人が

伸びるかというと、その新採職員が持っている

能力ではなく、上司、先輩とのビジネス・コ

ミュニケーションの質と量なのです。したがっ

て、どれだけ最初の３年に仕事の話を多く、

突っ込んでしてもらったか、それによって育ち

が違うということです。したがって、新採職員

が入ってきて、話はするけれども趣味の話ばっ

かりで、仕事の深掘りした話もしないような環

境では育たないのです。仕事の話が職場の中で

飛び交っているような状況を作りたいというこ

とです。

　組織活性化のコンサルタントは、「いい職場

かどうかというのは、職場に行って仕事の話を

しているかどうかでわかる」と言っています。
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つまり、立ち話をしていますが、聞き耳を立て

ると「今度の週末どこに釣りに行く」というの

ではなく、ざっくばらんに仕事の話をしている

といいのかなというわけです。

　ちょっとこれは別次元の話になりますが、庁

内に喫煙室がありますね。あそこでの雰囲気で

す。だから煙草を吸えと言っているわけではな

くて、喫煙室では、まじめな雑談が飛び交って

いる。若手を育てる意味では、このようなまじ

めな雑談が有用かなという気がいたします。
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「民間企業派遣研修・科目選択研修について」

枚方市人材育成課長

藤原　なつみ　氏

　枚方市の研修はさまざまな取り組みをしてお

りますけれども、主に次の二つについてご紹介

させていただきたいと思います。

１．民間企業派遣研修について

　まず一つは民間企業派遣研修ですが、お手元

の資料（109ページ～110ページ参照）に従いま

して、まずこの研修の実施に至る経過等を簡単

に説明させていただきます。

　平成11年度は当市の中司市長が、２期目に

入った初年度ですけれども、その年の公約事業

ということで、「職員の意識改革と庁内の活性

化の取り組み」ということが挙げられました。

その一つとして民間企業への派遣研修が有効で

あるのではないかということで取り組みが進め

られた経過があります。

　具体的には、民間の技法を取り入れるととも

に民間企業との人材交流研修の実現の検討とい

うことで、平成12年度の計画として挙げられて

おります。

　そういった中で平成12年度に企画し、実施さ

せていただきました。具体的には、電気・ガス

業など４社、対象は課長補佐で公募をし、参加

者16名を、いずれも３日間で研修派遣を行いま

した。

　13年度につきましても同じような規模で実施

しましたが、この年度に、議会等でこの民間企

業研修の取り組みについて質疑等が上がり、そ

こで市長が「今後は対象者や期間など一層幅を

広げていきたい」ということで答弁をいたしま

した。そういったこともあり、その年の事務連

におきましても市長の思いとしまして、「民間

企業はあらゆることが徹底している。危機管理、

顧客重視、市民サービスの応対等について市役

所は徹底という部分でまだまだ不十分である。

ぜひこの研修の充実を図りたい」という抱負を

述べました。

　そういったことを受けまして14年度について

は全面的に拡大をいたしました。対象企業も９

社にお願いし、当初は枚方市内の企業だけだっ

たのですけれども、今回は周辺の企業にもお願

いしました。対象も全職員、参加者数も二十数

名という形で行い、期間も最大５日間という形

にさせていただきました。

　この拡充については12年度、13年度に参加し

ました職員にアンケートを取ったり、意見交換

会等もして、どういった方法がいいだろうかと

いうことで職員の意見を聞いた結果を反映させ

ていただきました。その次の年の15年度、16年

度はだいたい14年度に拡大させていただいた規
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模を引き継ぎながら、それぞれ年度ごとに参加

者との意見交換等をして、改善を加えながら実

施をしております。

　研修の実施内容ですが、まず事前学習会を行

います。それは、ぶっつけで各企業に行っても

混乱しますでしょうから、まず事前の学習会と

して、２時間程度集まってもらいまして、研修

目的の確認をいたします。

　枚方市のほうでは、接遇、環境対策、経営感

覚、そういったものを身につけてくださいとい

うことで、目的を一応絞っており、それらを習

得する気持ちを持って行ってくださいというよ

うな目的の確認をいたします。

　それから、研修概要の簡単な説明と自己紹介、

企業に行って自分を紹介する場合に上がったり

することがないようにプレゼンテーションの練

習もいたします。それと、企業のデータをいろ

いろ持ち寄り、自分の行く企業の状況を事前に

把握しておくために勉強会もいたします。

　それから本研修に行っていただき、終わって

から、参加者どうしの意見交換会をしてお互い

の感想等を共有化することをします。時によっ

ては市長との意見交換会も実施しております。

　提出書類は、研修に行っている間、企業日誌

のようなものをつけていただきます。それと、

Ａ４、１枚の感想を書いてもらい、毎年出して

おります研修冊子（事業報告書）に載せており

ます。また、事後課題ということで、研修を自

分のものにするだけではなく、学んできたこと

をぜひ職場で水平展開してほしいということで、

職場でできることについて自分でテーマを決め

て実行し、それがどのように職場に浸透したか

ということを３ヵ月後、６ヵ月後に報告書とし

て出していただくことも課しております。

　今後の方向ですが、実は平成17年の３月に枚

方市では人材育成型の「人事計画」を作成いた

しました。これはいわゆる人材育成基本方針に

当たるもので、その中で入職５年目の職員にこ

の体験研修を位置づけることになりました。民

間企業派遣研修をずっとやってきた経過の中で、

当初課長補佐ということで行っておりましたけ

れども、若手職員の方にぜひ行ってもらいたい

という声もあり、全職員を対象にした経過も見

ました。そこで民間企業経験のあるなしにかか

わらず、入職５年目くらいがちょうどいいので

はないか、ちょっと心がマンネリ化してくると

いうような時期でもあろうと思い、その時期に

視野の拡大を図って、民間企業へ行って新しい

風をもらってくるというようなことが非常に有

効ではないかということで、このようにさせて

いただきました。そこで、平成17年度は指名制

で行いました。

　対象企業等はほとんど同じ状況だったのです

けれども、指名制ということで、意欲的にどう

だろうかと心配をいたしましたが、参加者から

の声は「非常によかった」「非常に勉強になっ

た」という職員が大半で、企業先での懇談会で

も「非常によかった」というような声を双方か

ら聞いております。

２．科目選択制研修について

　続きまして、科目選択制研修についてお話し

ます。研修の受講意欲と研修効果をより高める

ためにはどうしたらいいかということで、研修

をやりながら考えておりましたところ、科目選

択制研修という方式が、関東のほうの２～３の

市町村で取り組まれておられましたので、その

状況を見まして、自己の能力を知り、自ら選ん
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で必要な研修を受講するほうがより積極的に研

修に参加できるのではないかと考え、平成15年

度に試行的に実施をしてみようということにな

りました。

　そこで、入職５年目･10年目の職員を対象に

実施しましたところ、参加者の声が非常によ

かったこともあり、次年度においてもこの方式

を取り入れようということになりました。そし

てまた非常に好評だということで今も続けて

やっております。

　この方式につきましては、いちばん最初に実

施した平成15年度に参加者のアンケートを取ら

せていただきました。すると、この方式につい

て「大変よい」「まあまあよい」と答えたもの

が92％もございました。

　平成14年度、この方式を取り入れる前年度に

行いました同じ５年目・10年目の職員を対象に

実施した研修は、一般的な意識改革をテーマに

指名制で実施しましたが、その出席率が88％で

あったのに対し、翌15年度のこのカフェテリア

方式を採用しました研修の出席率を見ますと約

97％ということで、10％もアップしました。と

いうことは、日程的にも選べるということで非

常に意欲的に自分の仕事と調整しながら参加で

きるのではないかと思っております。そういっ

たところから15年度、16年度、17年度とまた内

容的に改良を加えながら実施をしてきておりま

す。

　ちなみに、入職５年目・10年目の職員に対し、

15年度では、２つの群を作りましてＡ群の４科

目のうち１科目選択、同じくＢ群から１科目選

択という形で２科目を選択する形を取らせてい

ただきました。内容的には、Ａ群の人間関係科

目については「人間関係能力向上」「コミュニ

ケーション」「プレゼンテーション」「創造性

開発」、Ｂ群については政策形成関係科目「業

務改善」「政策ディベート」「政策形成入門」

「問題解決能力養成」、こういった科目の中か

ら選ぶというような能力開発中心の関連科目を

導入しております。同じように16年度、17年度

も続けてやっております。

　実施内容につきましては、まず一覧表を作り

まして、各科目の概要、研修のねらい、プログ

ラム、講師紹介等を１枚で見られるような表を

作り、それを対象職員に送ります。その中から

第３希望までを書いて出してもらい、それによ

り定員を考慮して受講科目を決定して本人に通

知し、研修に参加していただくという経過で実

施をしております。

　この研修の今後の方向ですけれども、先ほど

の民間企業派遣研修が位置づけられたのと同様

に、人材育成型の「人事計画」におきまして、

入職６年目から９年目の職員にこの方式の研修

を実施していくという形で位置づけられており

ます。そのため今後も引き続き対象者等を決め

ながらカフェテリア方式でやっていきたいと

思っています。しかし今枚方市の状況は、徐々

に対象者が減少していく傾向にございますので、

それにつれて科目の幅も減ってくるということ

があります。今後はそういった中で、科目に関

して受けたいという希望者も考慮し、対象にし

ていけないかなというようなことも考えており

ます。

　枚方市はこのほかにさまざまな研修をしてお

りますが、以上が、簡単ではございますけれど

も民間企業派遣研修、それから科目選択制研修

につきましてのご紹介をさせていただきました。
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　池田市の特色ある研修ということで、市長同

行とびあるき研修と官民共同研修という二つの

研修についてお話をさせていただきたいと思い

ます。池田市の研修体系の中でこの二つの研修

は、多分どこの自治体も階層別や専門、派遣研

修という形を体系化されておられると思います

が、専門研修として位置づけをしております。

１．市長同行とびあるき研修について

　まず、市長同行とびあるき研修についてお話

しさせていただきます。実施したきっかけは、

多くの自治体で、公務員や政治家を目指す学生

さんのための「市長インターンシップ制度」を

実施されていると思います。池田市の場合は平

成12年度から実施しております。10人ほど公募

いたしまして、議会月に２人１組で２週間ワン

クールという形で実施しております。昨年の12

月末までに77名の参加があったと聞いておりま

す。

　私どもの市長は「市長とびある記」という日

記のようなものをインターネットで毎日発信し

ています。市長インターンシップ生も市長に同

行している間は、市長と同じページの下のほう

に、同行した感想などを書きこんでいます。私

たち職員は「市長とびある記」を毎日見ること

になっておりますので、インターンシップ生が

こんな体験しているんだということが分かるわ

けです。その内容を見て若手職員から「非常に

うらやましい」「自分たちも体験したい」とい

うような声があがったことがきっかけで、平成

13年度に実現しましたのが職員版インターン

シップ制度「市長同行とびあるき研修」です。

　目的は、私どもの市長が平成７年の統一市長

選で当選いたしまして、職員の意識改革を公約

に掲げておりましたので、意識改革と考えてお

ります。

　ちょっと話がそれますが、研修担当として非

常にうれしいのが、市長が研修に大変協力的で

あるということです。階層別研修では必ず90分

市長講話が１コマ入っております。そして、で

きるだけ研修のいちばん最後の締めに持ってく

るようにしております。よりうれしいのは市長

ご自身が望んでお話していただけるということ

です。研修担当といたしましてはお忙しいので

60分くらいでいいのではないかなと思っても必

ず市長は「90分用意するように」とおっしゃい

ます。

　話を元に戻しますと、そのような市長講話と

いう形で、若手職員の場合は数年に一度は階層

別研修で市長とお話をする機会はあります。そ

「市長同行とびあるき研修・官民共同研修について」

池田市市長公室人事課研修担当副主幹

吉村　裕子　氏

研修事例報告
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の反面、管理職の方々は決裁などを通して市長

とお話しをする機会が多々あります。若手職員

にとって市長はどちらかというと雲の上の存在

でめったにお話しする機会がありません。とい

うことで、このような研修を大いに利用してい

ただいて、市長の来客の応対ですとか、会議に

同行することで市政への理解を深めてもらって

います。何しろ最前線のお話を聞くことができ

るのですから、大いに刺激を受け、やる気を起

こし、自己学習意欲を図るきっかけづくりと考

えております。

　対象は当初在職10年までの職員としておりま

したが、15年度からは対象を全職員に広げまし

た。募集人数は10名程度です。先ほどお配りさ

せていただきました「クレッシェンド」という

研修ニュースのトップページで、公募しており

ます。実施の期間は１月から５月までの間で７

日間を予定しています。

　実際に具体的な内容と言いますと、まず３日

間全員で見学または参加していただくものがあ

りますが、その一つは政策会議、これは早朝に

開催の部長会議です。二つ目は、１月末に実施

の市長査定です。三つ目は、市長が市民との語

らいの場を庁舎の中で毎月１回行っております

「ちょっと気ままなティータイム」です。一つ

目と二つ目は見学のみですが、三つ目は、市民

の皆さまと一緒に参加する場合があります。そ

のほか４日間、市長の指定される日、実際は秘

書課と調整をしまして４日間を決めるという形

をとっております。同行します時間は原則９時

から５時15分までで、先ほどの学生さんと同じ

ように２人１組という形で同行しております。

終了後は研修のレポートをそれぞれ出していた

だくことになっております。

　受講生の反応といたしましては、それはもう

最前線の市政の決断が下されるときを目の当た

りにしますので非常に刺激的であるということ

です。以下受講生の感想です。どのように事業

が進められていくのかということが分かった。

言われたことだけをこなしていくのではなくて、

自分がもし課長だったらどうする、ということ

を常に意識する必要がある。また、そういう意

識を常に持って仕事に当たらなくてはいけない。

やはり人脈は大切である。市長室で時間の空い

たときなどはとても気さくに話をしてくださっ

たので感無量であった。自分がいかに市に対す

る理解、勉強不足であったということの実感。

事前に分かっていたにもかかわらずこれだけ聞

いたらいいかなというような気持ちで臨んでい

たのでトップを目の前にすると自分の言いたい

ことが言えなかった。自分の聞きたいことをき

ちっとまとめておくべきだった。もし機会があ

ればぜひ再チャレンジをしたい。多くの職員の

かたにこんなにいい経験をしてもらうべきだ、

というような感想が寄せられています。

　研修担当といたしましては、市長への負担は

申し訳ないという思いがありますが、非常に大

きな意識改革研修だと考えておりますので、ぜ

ひ今後とも続けていきたいと思っております。

２．官民共同研修について

　次に、官民共同研修についてお話をいたしま

す。枚方市さんは企業さんのほうに出向かれる

ということですが、池田市の場合は企業さんの

ほうから池田市へ来ていただきまして、一緒に

集合研修を受けるという形をとっております。

きっかけは、平成７年に市長の提唱で始まりま

した。
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　当初は、池田市に本社がありますダイハツ工

業や池田銀行に市長が呼びかけていただいて始

まりましたが、その後リコーや阪急電鉄、独立

行政法人になりました産業技術総合研究所、池

田市が大阪府との合同庁舎ですので大阪府も一

緒にご参加いただいて、現在は６団体と一緒に

市の職員が研修をしております。

　平成７年から実施しておりますが、いろいろ

なパターンを経まして、平成13年度からは１日

だけの集合研修になっております。目的は異業

種との交流を通じて、民間の発想や経営感覚を

学んでいただくということと、人的ネットワー

クを築き相互啓発を図っていくというふうに考

えております。

　研修の対象ですが、平成13年度から人事課が

事務局になりましてテーマを決め、各部からの

推薦者とともに数ヶ月間に渡って研修を行って

おりますが、そのメンバーがそのまま官民共同

研修の受講対象になります。ちなみに今年度は

クレーム応対マニュアル作成研究の研修を行っ

ておりまして、そのメンバー11名が対象でした。

　先程、いろんなパターンを経てきたと申しま

したが、平成７年当初は市と民間企業の管理職

を対象にマネジメントを中心とした宿泊研修を

行っていました。その後はテーマを決めて数か

月にわたって月２回程度集まっていただいて、

それを議論していただいた結果を提言していた

だくというような形をとっておりました。13年

度からは１日だけの研修となっております。今

年度は11月の半ばに開催いたしました。産能大

の先生をお招きして、午前中は基調講演、お昼

からは各企業の取り組み、今年度でしたらク

レームですから、例えばＣＳの観点に基づくク

レームの位置づけのようなものと、どういう応

対をなさっておられるかということを各企業さ

んからプレゼンをしていただきました。その後、

グループに分かれて、もちろんマニュアルを作

成するのにいろいろなヒントを頂きたいので、

質問やもしくはプレゼンで聞き足りなかったこ

となどを企業の方々にお話をしていただきます。

その後、市の職員から成果といいますか感想を

述べてもらいます。そのあと、市長講話がござ

いまして、第１部の研修は終了です。そのまま

引き続き市長を交えまして、場所を変え、第２

部の懇親会へと続くわけです。

　企業の皆様には本当にお忙しい中、どちらか

といえば我々職員のために駆けつけていただい

て、それも内容をいろいろ吟味していただき発

表していただいております。研修担当としまし

ては非常に申し訳ないという思いでお声をかけ

ています。しかし、企業さんにも、例えばダイ

ハツさんは製造業で、リコーさんも製造業です

が、同じ市内の業者であってもなかなか行き来

がなくて、取り組みなどもちろん分からない。

こういうご縁で、行政とのネットワークも図れ

るということを含めて、異業種どうしの交流が

殊のほか大きなメリットがあるらしいのです。

　16年度は人事評価制度研究会を行いましたの

で、各社の人事担当者がそれぞれの人事評価の

内容をお話しいただきました。このような他社

の取り組みが参考になったということです。

「あっ、そうなんだ、メリットがあるんだ」と

いうことで、私ども担当者といたしましては多

少ほっとしたところです。

　受講生の反応としては、やはり企業の厳しさ

とは反対に公務員はいかに考えが甘いか、とい

うことを実感したということが大多数です。企

業の方々のプレゼンテーション能力、コミュニ
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ケーション能力は、素晴らしいものがあります。

若手のかたはもちろん、今年度の場合は管理職

のかたが多かったのですが、もうそれは本当に

素晴らしい発表ばかりで、職員は大変刺激を受

けていました。

３．今後の課題

　とびあるき研修では公募をしておりますが、

年々人数の確保が難しくなっているのは事実で

す。私どもの職場の恥をさらすようですが、ま

だまだ研修に対する理解がなかなか得られない

職場風土が根付いています。意識が低いという

のでしょうか、職員の立場で言いますと、研修

に手を挙げたいのだけれど何か言いだしにくい。

また、研修担当のほうからちょっと肩を押して

あげれば行きたいという声はよく聞くのですが、

なかなか職場の理解が得られない。そのように

職場の人材育成に向けての風土がまだまだ醸成

されていないという現状があります。

　公募だけではなかなか集まりにくいような状

態になってきているのは事実ですから、一つは

指名なども視野に入れて考えていかないといけ

ないかなとは思っておりますが、できるだけ職

員の自主性を尊重したいと思っております。で

きるだけ研修担当も職員に目を向けまして、職

員に声をかけるようにしていきたいと思います。

　官民共同研修につきましては官も民も効果を

得るようにするにはどうすればいいかというよ

うなことを模索しながら、企業さんの協力を得

ながら続けていきたいと考えております。

　すべての研修に共通することだと思うのです

が、受講して終わりということではなくて、今

年度から試みをしているのですが「研修を受け

てどうでしたか」というような直後のアンケー

トだけではなく、数か月後にどのような行動の

変化があったでしょうかというような項目と、

所属長にも職員が研修成果をどのように生かし

ていますかという記入欄を設けたアンケート調

査をしています。研修効果の継続と、自己啓発

の促進を、何と言いましても能力開発は自己啓

発が中心であるということに重点を置いていま

すので、できるだけその自己啓発の促進を図っ

ていきたい。また、促進を図っていけるような

研修を計画して実施していきたいと考えており

ます。

　以上、簡単ですが終わらせていただきます。

ご清聴ありがとうございました。
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　ただ今、枚方市さんと池田市さんの発表を聴

きまして、これから岸和田市さんのご発表もあ

るのですが、研修担当者としてものすごい労力

が要ることをなさっているなあと思って伺って

おりました。豊中市が今からご紹介するのはそ

んなエネルギーはあんまり要らない、明日から

でも取り組めるような簡単なものです。もし

「こんなエネルギーをかけるのだったらもう１

年待っておこうか」というところは、うちの研

修だったらご参考になるかと思います。

１．豊中市人材育成基本方針

　先ほど、浅野先生から人材育成の重点項目と

いうお話があったと思います。豊中市の重点項

目は「若手職員の育成」と「管理職の育成」を

挙げております。先ほど先生が管理職研修は札

束が転がっているのと同じと言われましたが、

そうだなあと思いながら伺っておりました。管

理職には時間外手当が要らないので、時間外に

実施することが比較的多いです。

　豊中市では、なぜ職場研修に取り組んでいる

かと言いますと、（113ページ参照）「人材育

成基本方針」に人材育成の視点で研修、人事、

職場が連携するという方針を立てております。

研修と人事についてはそれぞれの担当課があり

ますので、制度を作ったりいろいろな事業を実

施しています。では職場は何をするのか。職場

の姿が見えにくいという課題がありました。ど

うやったら職場で人材育成ができるのかとメ

ニューを考えたということです。

　職場研修の位置づけですが、１枚めくってい

ただきますと、豊中市の職員研修体系（114

ページ参照）があります。これは多分、どこの

市町村も同じような体系だと思うのですが、自

主研修、職場研修、研修所研修となっています。

我々はどうしても研修所研修に力を取られるの

ですが、位置づけとしては自主研修がいちばん

重要で、２番めに職場研修が重要となっており

ます。大きな位置づけをしているにもかかわら

ず、メニューがあまりなかった、何かできない

かと模索しました。

２．具体的手法

　具体的手法ですが、「職場における人権研

修」は他市町村さんでもやっておられると思い

ます。「職場における人権研修」となったのは

平成13年の６月からです。それまでは30年以上、

職場の同和研修という形で実施しておりました。

内容は各職場単位で年３回程度、人権課題につ

いて研修するというものです。これは臨職さん

「豊中市の取り組み紹介
　　　　～職場研修の活性化にむけて～」

豊中市人材育成室職員研修所所長

足立　佐知子　氏

研修事例報告
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も含めて全職員が必ず受けてくださいというも

のです。昔は一方的に話を聞く講義形式とか、

ビデオを見て終わりとかが多かったのですが、

最近は参加型でないとだめだと研修所から要請

いたしまして、「ビデオの後は必ず話し合いを

してね」ということで参加型研修になってきて

おります。

　この研修のなにがいいかと言うと、どこもそ

うですが、ふだん仕事中は話し合う場があまり

ないのです。先ほど先生がおっしゃっていまし

たワイガヤもそうなのですが、人権課題という

テーマではありますが、自分の考え方と他人の

考え方の意見交換をする場、日常の業務ではな

いのかもしれないけれども、コミュニケーショ

ンをとれる場になっているのかなと思っていま

す。

　各部におおむね一人、主任推進員を置き、各

職場に推進員を置いて、その人たちが企画して

実施し、研修所が報告を取りまとめるという形

で進めております。

　次に、先進都市の派遣研修報告会があります。

先進都市派遣研修は昭和63年から実施していま

すが、これまでは派遣研修に行って復命書を書

いて研修所に提出して終わりでした。個人のス

キルアップにはなっても職場に還元できない。

せっかく行ってもらうのに、その人だけのもの

になってしまうのはもったいないということが

ありまして、必ず職場ごとに報告会を開くこと

を条件にしています。報告会にはなるべく研修

所の職員も参加させていただくようにしており

ます。

　ちょっと外れますが、マッセOSAKAにも職

員を派遣させていただいていますが、これも必

ず報告書を提出してもらっています。その報告

書は、庁内ＬＡＮの庁内情報共有システムに

アップするようにしていて、だれがどんな研修

に行ってどんな報告書を書いたかというのを公

表しています。２つ理由がありまして、ひとつ

はあまりにも報告書のレベル差が大きかったか

らです。１行だけ「ためになった」というよう

なものがあって、ちょっとプレッシャーになる

かなと思いました。もう一つは、すごくいい報

告をしてくれたらそれはみんなで共有したいと

いうことです。どれだけ見てもらえているかは

つかめていないので偉そうなことは言えないの

ですけれども、派遣をした結果はみんなで共有

するというのが基本かなと思っています。

　次は「職場研修のすすめ」です。これはこん

な簡単な冊子なのですけれども、どうやって

ＯＪＴを進めるかというマニュアルになってお

ります。各課に１冊配布していますが、配布す

るとすぐ課長の本棚の中に入ってしまうという

ことがありまして、ＯＪＴ研修などのときには

これを活用するようにしております。

　職場研修支援制度というのがあります。平成

15年度から始めたのですが、あらかじめ研修所

で決定したプログラム、「接遇」「人材育成」

「部下指導」とか、「コミュニケーション」あ

るいは「法律」などもありますが、そういうプ

ログラムで職場研修をしたいという職場へ、講

師の紹介と謝礼費の助成をする制度です。職場

単位で利用できることになっております。年々

利用職場が増えてきています。リピーターが多

く、何度も利用している職場と、全く関心がな

い職場があるというのはちょっと困ったことだ

と思っています。

　次は庁内講師養成です。、テーマ別の講師養

成として、接遇指導者養成研修と人権ファシリ
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テーター養成研修を実施しています。接遇研修

は、、担当者が力を入れまして、今年度初めて

関連の窓口職場の若手職員でワーキング・グ

ループを作り、どうしたら接遇が向上するかと

いう検討会を開きました。このワーキング・グ

ループでとにかくアンケートを作ってみようと

いうことで、市民対象と職員対象のアンケート

を作って、９月に実施し集計しました。10月に

接遇指導者養成研修とを、ワーキング・メン

バーではなくて、もう少し指導的な立場にある

課長補佐や主査のかたに受講してもらいました。

12月までの間にその指導者に各職場で接遇の研

修をしてもらいました。そして１月に９月に

やったのと同じアンケートを実施して、何ポイ

ント上がったかを検証してみようと思っていま

す。

　実は１回目の市民対象アンケートの結果が意

外によかったのです。100点満点で80点以上

あったものですから、これを上げるのはしんど

いなあ、えらいことになったなと思っています。

設問が幾つかありますので、設問ごとに見てポ

イントが全く上がっていない、あるいは下がっ

たというものもあるかもしれません。接遇指導

者養成研修の後、各職場で接遇研修をして、し

かもポイントが下がったということは接遇指導

者養成研修のやり方が悪かったという証拠にな

ると思いますので、研修の見直しにつなげてい

きたいと考えております。接遇だけではありま

せんが、研修は指標がないとなかなか成果が見

えにくい、見直ししにくいということで、先駆

的な事例としてやりたいと考えています。

　ほかには、講師に必要なスキルとしてプレゼ

ンテーション能力などがあるので、そういう研

修もしております。最近は財政状況が厳しいこ

ともあり、新規採用職員研修と行政課題セミ

ナーは全部庁内講師がやることにしております。

たいてい若手の職員が講師になりますが、非常

によく調べて上手にやります。講師をする人が

いちばん勉強できる、スキルアップにつながっ

ているといえるので、庁内講師養成は大事だと

思っています。

　庁内講師出前研修制度というのは、市民対象

に出前講座というのがありますが、その職員対

象バージョンとお考えいただいたらいいと思い

ます。事業化にあたって「こんな研修やったら

講師ができるぞ」というのを職場に調査したの

ですが、市民対象とほとんど変わらないような

テーマを出してくる職場もあったりして、あま

り活用、利用がありません。今、利用があるの

は個人情報保護条例が施行されましたので、そ

れぐらいです。もうちょっと活用される方策を

考えなければいけないと思っています。

　このほかに、職場のＯＪＴを推進するために、

新規採用職員を受け入れる職場の職員に対して

「受け入れ研修」をやっております。だいたい

４月４日くらいから新採が配属されますので、

４月２日くらいに実施するようにしています。

今年から人材育成室になって人事と風通しがよ

くなったのですが、それまで全然違う課だった

ので、新採がどこの職場に配属されるか教えて

もらえない状態でした。３月31日に教えてくれ

ることはあったのですが、そうするとあわてて

受け入れ職場に、「職員をだれか出してくださ

い」というようなお願いにあがるというような

ばたばたの状況でした。先ほど、先生がトータ

ルな人材育成とおっしゃいましたけれども、研

修は採用からかかわっていかなければいけない

と思っています。来年は採用にもかかわらせて
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くれと人事に申し入れをしております。

３．課題

　課題はいっぱいありますが、ここにある３点

が大きな課題だと思っております。一つは職場

による温度差です。先ほども言いましたが、人

材育成に熱心な職場と、所属職員の自主性に任

せていると言えば聞こえがいいのですけれども、

ほったらかしの職場とがあります。どこの職場

に行っても同じレベルの人材育成が行なわれる

ことが基本だと考えております。

　それから、先ほどのことにかかわりますが、

職場研修における所属長の役割は非常に大きい

です。人材育成の意義をご理解いただいてリー

ダーシップを発揮することが必要なのだと思い

ます。所属長によって差ができるのは、所属長

本人はともかく、メンバーが非常に迷惑をする

話かなと思っております。

　３点めですが、職場の活性化へつなげるとい

うことがいちばんの基本です。個人のレベル

アップもそうですが、職場研修は職場の活性化

につなげたいと思っています。学習する組織風

土は職場の活性化につながると思うのですが、

もっと見える形でのつながりができないかなと

考えています。今日ご紹介できないのがちょっ

と悔しいのですが、職場の活性化チェックシー

トというのを作りました。うちの職場では所属

長の方針がみんなに伝わっているかとか、電話

はすぐにとっているかとか、いろいろな項目が

あり、それらを職場で話し合って、チェックし

て提出してくださいというシートを作ったので

す。来年度には実施したいと思っています。

　チェックシートの実施を危惧する意見がある

のもよく分かります。負担になる職場もあるだ

ろうということです。ワイワイガヤガヤとか、

職場の活性化について話し合う風土が全くない

ところに、「このチェックシートをやりなさい

と言ったってみんながしんどくなるのではない

か」というご意見で、それもそうかなと思いま

す。いろんな職場があるので、みんなの理解が

得られるようにしたいと思っています。

　以前に聞いたことがあるのですが、職場の風

土が変わるとか文化が変わるというのは、具体

的には日常会話の中身が変わるということだそ

うです。それは先ほど、浅野先生もおっしゃっ

ておられて、ああそういうことなんだなあと思

いました。そういう風土を変える、職場を活性

化するためにも、話し合える機会とか、コミュ

ニケーションをとれる機会とか、仕組みとかの

一つに職場研修を使っていきたいと考えており

ます。

　つたない話でしたが、ご清聴ありがとうござ

いました。
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　今日、私は、研修担当者の奮闘記という感じ

で、実際に業務に携わっている内容をお話しさ

せていただきます。

　まちづくりグループワークという研修の特徴

は、先ほども浅野先生が言われておりましたが、

ローコストということです。もう一つは、問題

発見と問題解決を実際に体験してもらい、研修

も自分たちで進めるという全員参加型の研修だ

ということです。

　最初のローコストの意味ですが、講師はおり

ません。つまり、講師謝礼が必要ないというこ

とです。研修は、研修担当者が進めていきます。

ですので、費用は消耗品費ぐらいです。そして、

簡単にできるというメリットがあろうかと思い

ます。このあたりを具体的にお話をさせていた

だければと思っております。

　これから、まちづくりグループワーク研修の

研修体系上の位置づけ、研修の概要と進め方、

問題と課題、今後の対応方針の順にお話しさせ

ていただきます。

１．まちづくりグループワーク　ＳＴＥＰⅠ＆

ＳＴＥＰⅡの概要

　このまちづくりグループワークは、STEPⅠ

とSTEPⅡの２段階に分けて実施をしておりま

す。この表は、（116ページ参照）、本市の研

修計画の抜粋です。各テーブルには、２部ずつ

研修計画を置かせていただいております。毎年

４月には、今年１年の研修にはこういうものが

ありますよということで、全職員に配布してお

ります。

　研修の目的はそこに書いてあるとおりです。

どういうふうにして問題を発見し、解決してい

くかという仕掛けを工夫しております。

　今年のまちづくりグループワークSTEPⅠ、

STEPⅡの対象者は、13年採用職員と12年採用

職員の事務職と技術職です。これは採用後、５

年目と６年目にあたります。

　今年の受講者数は、STEPⅠが29名、STEPⅡ

が６名でした。実施日と研修時間数は、その表

にあるとおりです。

２．研修の進め方と内容

　最初にまちづくりグループワークSTEPⅠに

ついてお話します。

　まず、１日目のオリエンテーションでは、

「この研修の進め方」について話をし、まず講

師はいませんよ、自分たちで進行管理をし、役

割を分担しながら研修を進めていくということ

を受講者にわかってもらいます。みんなでやら

「政策形成研修・まちづくり
グループワークについて」

岸和田市人事課

泉元　利夫　氏

研修事例報告
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ないと進まないことを説明して、研修に入って

いきます。

　STEPⅠは、問題発見能力の向上に重点をお

いており、対象は５年目の職員です。あるテー

マ（今年度は、「にぎわいがあり人が憩える商

店街をつくる」としました。）を設定し、タウ

ンウォッチング、実際にまち歩きをしてもらい

ます。そこから見えてくる問題に気づき、「特

性要因図」にとりまとめ、自分たちの気づいた

こと、考えたことをプレゼンテーションするこ

とがSTEPⅠの主なメニューになります。これ

を半日×２日でやっていくことになります。

　まず輪読を２本します。一つは、佐々木信夫

先生が書かれた『自治体プロの条件』の中から、

政策マンが必要だということが４ページにわ

たって書かれている部分をみんなで読んでいき

ます。このとき、受講者の中から進行役を決め

て進めていきます。

　輪読が終わってから簡単にこの資料を読んで

もらったことの目的などをコメントします。つ

まり、コメンテーターとして研修担当者がかか

わっていくことになります。

　この輪読のまとめとして、政策マンの重要性、

政策立案能力が我々自治体職員には必要だとい

うことをコメントします。

　次の輪読では、田村明先生の『まちづくりの

発想』の中から、飯田市のりんご並木について

書かれた部分を読みます。ここには、並木が

残っていったのは、このまちをどうしていこう

かとかいう住民と職員の熱い思いがあったから

だということが綴られています。これを読んで

もらって、まちづくりは「熱い思い」でできる

ことを認識してもらいます。

　続いて、ブレーン・ストーミングをゲーム感

覚で体験してもらい、問題発見やアイデアの出

し方を学びます。

　そして、キャスティング法によるタウン

ウォッチングに入っていきます。簡単に言いま

すと、特定の役割を与えて、その人になりきっ

てまちを歩いてもらうということです。例えば、

「あなたは足が不自由で車いす生活をしている

人」という役割を与えます。商店街を歩いてみ

て、どういう問題があると感じますか？という

具合に、その人になりきって問題を発見しても

らおうというものです。

　なりきることによって、ふだん見えないこと

が見えてくる。このことは、受講者の感想文に

もたくさん書いてありましたので、問題発見の

非常に有効な手法であろうと思います。

　受講者たちは１時間ほどまち歩きをし、感じ

た問題点をカードにまとめていきます。

　ここで１日目が終了します。

　STEPⅠの２日目では、まち歩きで見つけて

きた問題をブレーン・ストーミングやＫＪ法を

用いて整理していきます。

　グループの議論が滞ったときには、研修担当

者は情報提供をしたり、議論を進めるために少

しお手伝いをしたりと、ファシリテーター的な

役割でかかわっていき、研修を進めていきます。

　また、プレゼンテーションでは、研修担当者

は、その発表の内容に対する簡単なコメントや、

発表のしかたに対するワンポイント・アドバイ

スをしていきます。これで２日間の研修が終わ

ります。

　ここまでがSTEPⅠです。

　次にSTEPⅡについてお話しします。

　STEPⅡは、６年目採用の職員を対象に実施

しています。こちらは、問題解決に重点をおい
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ており、ディベートを中心にメニューを組んで

います。政策能力向上という観点から、戦略性

を持つことや、「80対20の法則」などを簡単に

コメントします。あとは実際にディベートを進

めていき、習うより慣れろということで、進め

ていきます。ディベートをする中での気づきを

大事にしています。

　ここでも研修担当者は、STEPⅠと同じよう

にコメンテーターやファシリテーターという形

でかかわっていきます。また、講師もいません

し、経費も消耗品だけで、ほとんど費用もかか

らない研修になっています。

　ディベートの試合をするときでも、ディベー

ト試合用の進行表を配って、進めていってくだ

さいと、枠組みを提供して自主的に進めてもら

います。

３．問題点・課題

　現在、問題だと思っていることは大きく２点

あります。

　一つは、開催時期の問題です。STEPⅠを10

月に、STEPⅡを７月にと、２年に分けて実施

しており、約９か月間の期間が空いてしまいま

す。この研修は、一連のものなのですが、この

９か月の間に受講者は内容をすっかり忘れてし

まうという問題があります。効果が非常に低く

なっているという思いがあります。

　もう一つの問題は、職員に求められているス

キルとの時期的なミスマッチです。現在、採用

後３年もすると、業務の中心的な役割を担って

いる職員がほとんどです。ということは、業務

を進めていくうえで問題を発見する、それを解

決する能力が３年目の職員には求められている

ということです。しかし、その能力を身につけ

るこのような研修は、５年目と６年目の職員を

対象にしているため、２年ほど遅れていること

になります。

　まちづくりグループワーク受講後の感想を聞

いてみると、「もっと早めに教えてくれたら

もっと楽だったのに」という声もありますので、

このミスマッチを解消していきたいと思ってい

ます。

４．今後の対応方針

　この二つの問題を解決するためには、STEP

Ⅰ、STEPⅡと分けて実施しているのを一つの

メニューにして、採用後３年目ぐらいの職員を

対象に実施していきたいと考えています。

　このような研修メニューの見直しも含めて、

研修体系そのもののあり方を検討し、よりよい

研修カリキュラムを編成していくことが、今後

の対応方針になります。

　また、私どもでは人事考課を導入しておりま

して、去年の結果から、改革力や情報収集力が

非常に弱いということがわかってきました。問

題発見をすることに始まり、改革をしていくと

いう、政策能力が非常に弱いという結果になり

ましたので、研修担当者としては、まちづくり

グループワークのような政策形成能力を向上さ

せる研修に力を入れてやっていきたいと思って

います。

　以上、簡単ですが、これで終わらせていただ

きます。ありがとうございました。
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（Ｑ）　民間派遣研修をされている枚方市さん

に質問です。民間派遣研修は職員の中からも提

案がよくありますが、企業にとっては「来ても

らっても公務員はあいさつも満足にできず使い

物にならない」という意見があり、受け入れに

難色を示されるというケースも聞きます。そこ

で枚方市さんでは、スタート時に企業にお願い

にいった際の企業の反応と、実施後の企業の声

についてお聞きしたいと思います。

　もう１点、カフェテリア方式の研修を実施さ

れているということですが、講師の方などすべ

て外部に委託されているのかどうかをお聞きし

たいと思います。

（藤原）　最初のご質問についてお答えします。

企業の反応についてですが、私がかかわりまし

たのは平成14年度からです。この年に間口を大

きく広げようということでかなりいろいろな企

業さんにお願いをしようと、市内を歩きました。

　12年度と13年度で受け入れてもらっていると

ころ、例えば関西電力、大阪ガスなど枚方市内

に支所なり、事務所を持っておられるところは、

今までの経験もあり受け入れていただけました

が、新しいところはまず電話で、こういうこと

をやっているのですけれどもということでお願

いして企業の反応を見ました。それから、オー

ケーをもらえそうなところには一度合わせてく

ださい、ということで出向くという形でやって

きました。80％は行けたと思います。電話で断

られたのは20％くらいのような印象です。

　それで、お会いし、お話をさせていただいて、

こちらの思いを申し上げて、企業さん側も、上

のほうにも聞かなければいけないというような

調整の必要もあり、時間を少しもらってから、

それでオーケーをもらえたというような、段階

的にはそんなところです。

　私のそのときの印象なのですが、多分行政と

いうこともあるのだと思うのですけれども、か

なり受け入れようと暖かく受け取っていただけ

たかなと思っています。その後、何回か企業に

受け入れていただいた中での状況についてです

が、こちらは全然お礼もなしで、お願いするだ

けで受け入れていただいていますので、やはり

企業によっては１～２年は受け入れてもらえま

したが、本当に大変で手が回らず、「ちょっと

今年は」と言われたところも何社かあります。

また逆に企業さんの側にはいわゆる受け入れ担

当の新入社員とか、若手職員さんで、研修生に

ついていただく方がいますが、そういった社員

の勉強になるので、企業にとっても今後ももっ

と交流を深めたいと、今まで以上に積極的に

言ってこられる企業もあります。企業によって

ものすごく差があります。

　次に、科目選択制の講師の選考などにつきま

しては全部当方でやっております。科目をまず

検討いたします。対象職員に合わせてどういっ

た内容がいいのか。２年目になりましたら前年

度の研修の状況を見て、今年度もやるべきか、

違う科目をやるべきかというのは職員全員で協

議します。協議したうえで、どちらかというと

講師で選びます。内容ももちろんありますが、

その内容に見合った講師がいる科目を選んでい

くというようなイメージでしょうか。ですから、

さまざまなコンサルがありますね。そこで、こ

の科目についてはここ、この科目についてはこ

この講師がいいとか、そういう感じで選考をさ
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せていただいてます。だから、一つのところで

全部の科目をお願いしてやっているのではなく

て、こちらで講師と科目のマッチングがいいと

ころを見つけます。

（Ｑ）　箕面市では、市政運営において「市民

の力を最大限に市政に活かすこと」を重要視し

ており、研修についても、市民のかたと職員と

が協働して研究を行い、政策提言を行えるよう

な研修を検討しているところです。そこで、も

し、本日お集まりの自治体で、既にそのような

取り組みをされているところがございましたら、

その内容についてご参考までに教えていただけ

ないでしょうか。お願いします。

（河内長野市）　先ほどのご質問は市民と職員

との協働で研究されているかということでござ

いましたが、本市におきましては市民公益活動

支援・協働促進などの分野につきまして、市職

員に限らず、市民や市民の方が参加されている

団体と協働で研修または懇談会等を行っている

ところです。ただ、この事業そのものは研修主

管課では行っておらず、担当は市民参加グルー

プというところになりまして、ちょっと詳細ま

ではわかりかねますので、よろしければ詳細に

つきましては担当グループへお問合わせいただ

ければと思います。以上です。

（足立）　市民と協働して政策提言を行なうの

とは少し違うのですけれども、市民との共同の

研修というのがあります。ボランティアトレー

ニングコースといいまして市民活動課が主催し

ています。これは、市民のボランティア団体の

リーダーさんが、実はボランティア団体どうし

の交流がない、ボランティア団体は経営感覚も

身につけなければいけないし、よその組織のや

り方も学びたいということで、すでにボラン

ティア活動をやっている人、あるいは市民活動

をやっている人どうしの情報交換の場を持ちま

しょうということで４年前に始まったものです。

２年めから職員も参加できないかという話があ

り、あまり深く考えなかったのですが、どうぞ

という形で参加しました。土日の活動が主にな

りますので、職員は自主研修です。ですから、

指名制ではなく、公募の職員に時間外手当も何

も出さずに、行ってくださいという形にさせて

もらっています。

　内容は、いちばん最初はボランティア団体さ

んの、目的やこんなボランティア活動をやって

いますという紹介です。2回めはそれぞれのボ

ランティア団体の活動に参加します。同じよう

なことを２年め職員にもやっていますが、でき

たら、定年前の職員にもなるべく声かけをして、

地域に帰ったときに、豊中市内ではあるけれど

も、こんな地域活動があるというのを知っても

らいたいというのもあります。市民のかたがボ

ランティアで貢献しているということも知って

もらいたいこともあって、そういう体験をしま

す。ボランティア体験は何コースを選んでも

らってもけっこうです。欲張りな人なんて８

コースぐらい選んで、中には平日の活動のとこ

ろもあるのですね。それは所属長のほうに、公

務で出してくださいと依頼しております。そし

て３回めは発表をします。

　政策提言が出るかといったら、どちらかとい

うと交流が主になりますので、位置づけ的には

非常にあいまいです。これは職員研修なのです

が、指名式で何年めの職員は参加しなさいよと
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いうのではなくて、市民の人もボランティア、

手弁当で自分の時間とお金を使ってやっている。

私たち職員も同じような立場で参加する。「あ

んた、職員だから答えなさい」とか言うのでは

なくて、対等な立場で意見交換できるような関

係でありたいということで、自主研修でやって

いるというのがあります。

（藤原）　今の市民との協働の部分で、私も外

れるかもしれないのですが、サブリーダー、い

わゆる係長級の新任の研修で、通常の新任の研

修は２日間で実施しているのですが、それにプ

ラス体験研修ということでＮＰＯ体験研修を

やっています。

　直接市民とではないのですが、枚方市には

ＮＰＯセンターができておりますので、そこへ

まず午前中に行ってもらって、ＮＰＯの活動と

か、そういったものが一体どんなものであるの

か、市民との協働の重要性といったものをまち

づくりの関連の講師をお迎えして、あるいは、

ＮＰＯセンターの事務職員から基本的な講義を

していただきます。

　午後からは体験で、登録されているＮＰＯ団

体の中から受け入れをしてくれる団体をＮＰＯ

センターで探してもらいます。今年度は10ほど

の団体が手を挙げてくれたのですが、そこへサ

ブリーダーに希望を聞いて行きたいところに体

験に行ってもらうのです。そのＮＰＯにかか

わっておられる市民の人といっしょに実際に活

動するという体験を半日してもらって、体験を

した後１か所に集まってもらって、それぞれの

体験をみんなで共有化するために意見交換会を

して、それで１日のコースが終わるという、体

験型で市民との協働について学ぶといったもの

を取り入れております。 

（Ｑ）　受け入れ側のＮＰＯのかたがたは積極

的に受け入れてくれるのですか。

（藤原）　そうなのです。かなり市民との協働

をこれからやっていきたいというＮＰＯセン

ターの思いもありますので、どちらかというと

ＮＰＯセンター側の思いが強いという感じです

ので、こちらがあまり企画とかを言わなくても

自分たちで提案をしてきてくれて、ＮＰＯ側か

らの積極的な取り組みという形で進めています。

（Ｑ）　民間への派遣研修されています箕面市

のお話をお願いします。

（箕面市）　先ほど枚方市の藤原さんから民間

企業への派遣研修についてご報告いただきまし

たが、箕面市でも平成８年度から職員を民間企

業へ派遣しております。１年めはメーカーに派

遣していたのですが、どちらかというと施設見

学等がメインで、生身の体験ができなかったの

で、２年めからは大阪市内の某百貨店にお世話

になっております。

　対象は、主査級に昇格して１年経過した職員、

４月１日現在45歳未満と設定していますが、

ちょうど主査に昇格したばかりということで、

かなりモチベーションが上がっている状態で参

加していただいています。

　日程ですが、研修に先立ち、30分ほど研修担

当のほうでオリエンテーションを設定し、カリ

キュラ内容、注意事項、目的等について説明し

ます。実際の研修は３日間です。初日は講義で、

会社の歴史、経営戦略、人材育成等について講

義していただき、午後の半日は模擬販売訓練や
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接遇をトレーナーのかたに教えていただきます。

２日め終日と３日めの午前中は、実際に百貨店

の売り場に立って販売実習を行います。研修生

は、皆、かなり緊張している様子ですが、積極

的に取り組んでもらっています。最終日の午後

には、その会社の人材育成や人事制度について

講義を受けた後、相手がたの幹部職員をお迎え

し、相互の意見交換会の場を設け、３日間の感

想などを話し合います。

　本研修のねらいは、コスト意識やＣＳマイン

ド、民間の経営戦略等を学ぶことです。研修生

の感想はかなり好感触です。特に、私が一番印

象的に思うのは、「相手がたの組織理念を学ん

だ」という感想が多いことです。受講生は、主

査級となり、いろいろなことに関心を持ってい

る段階なので、「自分の組織から外に出て、民

間の組織体系とか、人の育て方を学べ、初心に

帰れました。」とか、あらためて自分の組織を

見て、「自分はこんなところが悪かった」とか、

「この部分はよかった。」など、一つ一つを振

り返る機会になっているようです。私は４年間

この担当していますが、最初の頃は、どちらか

というと「接遇」に重点を置いている人が多い

印象を受けていたのですが、今では、「自分の

組織を振り返ることができたという意味ですご

く勉強になった。」という人が多い印象を受けま

す。受講生の取り組み姿勢も非常に熱心で、効

果の高い研修だと担当者としては思っています。

　課題は、先ほど枚方市さんや池田市さんが言

われていたように、どちらかというと私たち自

治体にはメリットが高いのですが、民間のかた

がたにはちょっと負担が大きいかもしれないと

いう点です。指導についてくださる人たちや、

講義を行っていただく人たちは、３日間、しか

も無報酬でやっていただいているということで、

人件費などのことを考えるとかなり先方のご負

担が大きいと思われ、その点が、今後、継続し

ていくうえで少し不安な部分です。双方にとっ

て学びがあるような研修にバージョンアップし

ていかなければいけないと思っています。

（Ｑ）　豊中市さんにおかれましては監督職、

あるいは技能職員ということで取り組まれてお

られるということで、その内容をちょっと教え

ていただければありがたいです。

（足立）　今やっているテーマは、技能職員対

象はマナーと接遇、コミュニケーション、それ

から公務員倫理です。これは研修所でテーマ設

定しているのですが、技能職のかたの希望を聞

きながらということもございます。技能職は学

校職員さんもいますが、人数が多いのが環境部

の作業をしているかたです。市民と直接接する

機会があるので、接遇とか、コミュニケーショ

ンなどが必要ということで実施しております。

　それから、監督職のほうは班長クラスなので

すが、部下とのコミュニケーションのための

ＯＪＴ研修をやってます。これはこれでやるの

ですが、今は職種による研修対象の枠を取っ

払っております。、新採は早くから技能職も技

術職も事務職も全部同じ研修を受けてもらって

いますが、今年から２年めもそうです。要は、

職種によって、この研修はこの職種とこの職種

ですよというのはすべてなくしていく予定です。

そのときに技能職員対象にとりわけこの研修が

必要なのかということを見直していかないとい

けないと思っています。

　研修所から４年め研修、９年め研修は必ず来
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てくださいということでいいのですが、そのほ

かの課題研修（希望者対象研修）の場合は、今

は当然対象ですと言ってもなかなか出にくい。

人がぎりぎりの中でとか、あるいは変則勤務の

中でということがありますので、技能職員対象

研修だと言ってくれると出やすいという話もあ

ります。そういう意味では、もうしばらくこの

研修は実施しようと思います。

講師によるまとめ（コメント）

（浅野）　ご発表の皆さん、本当にいいお話を

ありがとうございました。また、質疑も非常に

勘どころを突いたやり取りができたと思います。

コメントとして三つばかり気づいたところをお

話しします。

●意欲的に手を打つ

　一つは今回４市の事例を聞いて、やはり意欲

に手を打とうとしているというところが共通項

ではないかと思います。何か新しいことを知識

として学ぶのではなくて、意欲を喚起するわけ

です。「よし、一丁やってみよう」ということ

ですね。そのためのポイントとして三つあるよ

うに思います。

　一つは仕事を作業にさせないような工夫を盛

り込むことです。例えば市長とびあるきなど、

自分がやっている仕事は全体の中のこの一部を

担っている。前の人が異動したからその後任に

なって、ただ業務を１年間やっているのではな

い。職員が、担当している仕事を作業にせさな

い工夫が、意欲の喚起のポイントかなという気

がします。

　もう一つは、自ら手を挙げるというのも、意

欲向上にはいい影響があると思います。また、

指名をする場合も、選ばれて研修を受講すると

いうような雰囲気を作っていく。送り込まれた

ということでなくて、「あなただから受講して

もらうのだ。」、「あなたを特に選んだぞ」と

の誇りを持たせるのです。そのあたりが意欲に

手を打つといった研修の仕掛けかなという気が

します。

●基本は場づくり

　２点めは、先ほども言いましたように職員や

職場の問題を解決しようというのが我々の使命

ですから、基本は場づくりが重要です。全部を

我々がやるのではなくて、その場面をうまく

作っていくコーディネートがポイントだろうと

思います。

　一般的に研修の進め方のタイプには、二つあ

りますが、「ルール・イグザンブル法」が一般

的です。「ルール」というのは原理原則、それ

をまず教え、その後、「イグザンブル」、いろ

いろな事例を考えていくという研修の進め方で

す。ところが、場づくりの研修は逆の「イグザ

ンブル・ルール法」をとります。これは、まず

体験をしてみる。そして、その中でどのような

教訓があるかということを、自らが原理原則を

まとめていく。「イグザンブル・ルール法」は

このようなやり方で、大人向けの進め方です。

　「イグザンブル・ルール法」で進める研修に

必要なことが、幾つかあります。一つは事前準

備と同時に、「まとめ」が重要だということで

す。どういう教訓をその人が得るか。先ほど箕

面市の方がおっしゃいましたが、「接遇の場面

を体験して、企業の方は一生懸命売り込みを

やっていました」。という感想なのか。それと

も、「なるほど、経営理念を背負ってお客様と
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対応している、このあたりがすごいな」という

ような教訓を得るのか、これはその後の我々の

力量いかんだと思います。

　先ほどの岸和田市の例でもそうだと思います。

タウンウォッチングをしていろいろなことを学

んでいくわけですが、それをどのように教訓化

するかということです。つまり、民間を意識す

るのであれば、民間から何を学ぶのかについて、

もう少しメニューをそろえていったほうがいい

のかなという気がします。ただ単にお客様に対

する対応やコスト意識以外にも、学びのポイン

トや教訓化のポイントがけっこうあるのではな

いかと思います。

　そのためには、別に民間がすべてよくて、自

治体が劣っているのではなくて、民間と我々の

違いを認識することも必要だと思います。例え

ば顧客が違います。民間は顧客を選べますが、

我々は選べません。選べる顧客の対応と選べな

い顧客の対応の違いは何でしょうか。あるいは

民間は全部やらなくても、得意分野だけの選択

と集中が非常にダイナミック行えます。しかし、

我々はひととおりやらなくてはいけません。こ

の違いは何でしょうか。民間との違いについて、

検討を加えることによって、研修の「まとめ」

や「復習」が、もっと成果につながるような気

がします。

●強み生かす

　そして、３点めは、我々自治体の強みをもっ

と生かそうということです。市役所の強みは、

庁外の資源を活用できるということではないで

しょうか。もちろん、お互いがWin-Winといい

ますか、相互にプラスになることが基本で、私

はあまり気にする必要はないと思っています。

つまり、自治体だからゆえ、外の企業や市民、

ＮＰＯからさまざまな協力していただける点を

もっと活用しようということです。言い方を変

えれば、庁外に我々の研修資源が転がっている

のです。

　ただ、これには一つ前提があります。それは

働きかけ次第で外の各種要素・要因が我々の研

修資源になるということです。つまり、働きか

けがないと、そこにある企業はただの企業、し

かし、働きかけをすれば、その企業は、我々に

とっての人材育成の貴重な資源になるのです。

事例発表では、働きかけを市長がされたという

ことでしたが、我々の部門でもできると思うの

です。それはやはり人材育成のビジョンを語る

ことだと思います。うちの市役所はこういう職

員を育てたい、そして、皆さんにこういうお役

に立ちたいのだということを発信することで、

お手伝いいただけないかともっていく。多分そ

れが、我々自治体の企業にはない強みだと思い

ます。

　我々に対する非常に厳しい目が、市民や周り

からあります。ただ、厳しい目の裏腹には、あ

る意味で、我々に対する信頼は残っているわけ

で、周りからの目が厳しいというのは、ある意

味で、我々に対するまだ期待レベルが高いとい

うことなのです。「市役所の職員は、飲酒運転

するのは当たり前」、こうなってしまうと新聞

沙汰にもならない。まだまだ我々に厳しい目が

あるということは、期待されているバーが高い

ということですから、その期待を目指している

ことを、もっと周りに発信し、さまざまな働き

かけをすることによって、市民や周りの資源を

人材育成の資源に活用することが可能ではない

かという気がします。



参考資料

ミニ講座
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平成18年１月12日

分権時代の自治体職員と研修方針の策定【基調講演】

産業能率大学　経営管理研究所

主任研究員  浅　野　良　一

１．これからの自治体職員の育成の方向

　（１） 人材育成の目的と意味の変化

　（２） 市町村合併と組織のフラット化（グループ制・班制）

　（３）公務員制度改革の方向性

　（４）自治体職員の個人能力と職場の組織能力の現状と課題

２．これからの職員研修のあり方～人材育成のトータルシステム化

　（１）能力開発・キャリア開発型の人事管理

　（２）自己選択・自己選択・自己責任型の職員研修

　（３）組織活性化への取り組み方策としての職員研修

３．職員研修の先進取り組み事例

　（１） 人事評価とリンクした目標管理研修

　（２） 職員のキャリア開発の支援研修

　（３） コンピテンシー等を活用した幹部候補者研修

４．これからの研修担当部門に求められるもの

　（１） 研修評価・効果測定による説明責任

　（２） 研修の企画実施から、人材育成のトータルコーディネートへ

　（３） 顧客志向／ローコスト・オペレーション／研修生中心主義
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１．職員研修における人材育成の意味と研修部門の役割

（１）人材の特性
　　①　学習により能力が向上する

　　②　意欲次第で、業務の質や量が大きく変化する

　　③　学習それ自体も意欲に支配される

　　④　組織の文化や風土からも大きな影響を受ける

　　⑤　組織の見えざる資産であると同時に、見えざる資産を創出する主体である

（２）職員研修とは
①　事業・組織戦略が要求する内容と水準まで、現在および将来の組織能力とメンバーの能力・意欲を引き上げることを目的に設計された

活動である。

　　②　職員個人の潜在能力や意欲を引き出し、組織課題と連結することで、個人の成長と組織の成果を同時に実現する活動である。

　　③　人事管理領域におけるさまざまな関連制度との関係性を前提に成立する活動である。

（３）これからの職員研修部門の５機能

事業戦略実現に向けて、団体のビジョンを職員に浸透・徹底する活動事 業 戦 略 支 援 機 能

職場の成果向上に向けて、新たな職場運営や各種活動の方法論を提供する活動職 場 運 営 支 援 機 能

組織風土の革新や学習を促進する職場づくりに向けた活動組 織 風 土 革 新 機 能

現在から将来に渡る職員個人の活躍可能性を高めるための活動キ ャ リ ア 開 発 機 能

人事管理の諸制度見直しとリンクした各種能力開発活動の展開人 事 制 度 連 動 機 能



88 ２　公務員制度改革の動向（公務員制度改革の大枠：平成13年3月27日）
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90 ３．フラット型組織における人材育成

（１）　フラット型組織導入後の状況

改善が必要だと思われる点うまくいっている点

・グループ制が向かない部署がある

・課長の責任が大きい（気力、体力、行動力がより必要）

・グループリーダーが担当を持つため、メンバーに目が行き届かない

・課のメンバーが多いため、情報の共有化に苦労する（不在時に困る）

・従来の職位を逆転させてのグループリーダー任命ができない

・人材育成が難しくなる

・失敗を恐れずやってみようとの雰囲気が定着

・トップの意思伝達スピードがアップ

・職場（グループ）内の議論の活発化

・職員各自の業務への取り組みに自律性が増した

Ａ
団
体

・職場内の情報の共有化が難しい

・縦系列の部下指導がしにくくなった

・業務や経費チェック面が甘くなった

・以前に比べ、職場の一体感が薄れた

・係長から一担当になった職員の士気の低下

・繁閑の差を是正できる職員の組み替えができる

・決済が早くなった

・若手職員が意見を言いやすくなった

・仕事に対する責任感が増した

・皆で考える、創意工夫するようになった

Ｂ
団
体

（２）　フラット型組織導入後のアンケート

うまくいっていな

い

あまりうまくいっ

ていない
特 に 問 題 は な い

まあうまくいって

いる

非常にうまくいっ

ている

評価

項目

１％１％22％69％７％① 意思決定の迅速化

３％16％37％34％－％② 柔軟な組織運営

－％11％68％21％－％③ 職員の有効活用

－％23％60％17％－％④ 職場での人材育成

－％37％18％33％－％⑤ チェック体制

４％19％49％28％－％⑥ グループ間の調整

３％16％45％36％－％⑦ ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰの活躍

１％９％61％29％－％総合評価
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４．自治体職員の個人能力特性
　

（１） 個人能力特性の尺度説明



92  （２） 自治体職員の個人能力特性
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（３）自治体職員の個人能力特性の男女比較



94 （４）自治体職員の個人能力特性の職位別推移
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（５）自治体職員の個人能力特性のキャリア中期での停滞



96 ５．自治体職場の組織能力特性
　

（１）　組織能力特性の尺度
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（２） 市職場（課レベル）の組織能力特性



98 ６．日本企業・外資系企業・米国企業の人事管理制度の比較（参考）
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７．キャリア開発研修を軸とした研修体系



100 ８．キャリア開発研修を軸とした研修体系
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９．組織における職員が育つ機会と経験 → 職場における職員の育成方策のヒント

（１）仕事そのものが私を育てた　　　（30.1％）
①　多くの業務・職場を経験したこと
②　未知の仕事にチャレンジして為し遂げた経験
③　ひとかたまりの責任のある仕事を任されたとき
④　仕事上の困難な課題を解決したとき
⑤　仕事そのものが、常に新しい知識と知力を要求した

（２）学びのモデルとなる人々との出会い　　　（18.2％）
①　人生の模範としたい上司・先輩に出会った
②　優秀な上司・先輩の仕事ぶりに感化された
③　優秀な同僚の仕事ぶりをみならった
④　反面教師とすべき上司・先輩がいた
⑤　部下からの意見で学ぶ機会があった

（３）職場外の人々との情報交流が刺激となった　　　（14.6％）
①　組織内でのさまざまなプロジェクトに参加した経験
②　部門間の調整会議などへの出席で視野がひろがった
③　他の自治体や民間の人々との交流が刺激となった
④　他部門の同僚との交流や意見交換
⑤　異業種交流会などでの意見交換
⑥　各種研修会への出席

（４）私は自分自身の努力で育った　　　（12.5％）
①　良い上司・先輩に恵まれず、逆に啓発意欲が湧いた
②　ライバルに刺激され努力した
③　先輩に負けたくなかったので人一倍努力した
④　自らすすんでさまざまな研修を受けた
⑤　自ら新しい仕事の企画を練り、取り組んだ

（５）上司・先輩による指導が刺激となった　　　（12.2％）
①　教え上手な上司・先輩の下についた
②　仕事の成果に対する上司の賞賛に動機づけられた
③　ミスをしたときの上司の励ましがきっかけとなった
④　常日頃、小まめに教えてくれる先輩がいた
⑤　先輩が時間外でも後輩達の面倒をみてくれた



102 10．人事評価と目標管理の連動事例

（１）組織目標管理と個人目標管理

　　①　組織目標管理

　　　　原則として、本庁においては、対局、課室、班、出先機関においては、所属、部、課の各組織ごとに実施する。

　　②　個人目標管理

　　　　16％以上の管理職手当の支給対象職員を対象とする。ただし、部局長、理事、参事及び県立病院の長の職にある職員を除く。

（２） 組織目標管理の進め方

　　①　目標設定（ＰＬＡＮ）

各組織の長は、毎年度４月中旬までに、当該年度において特に重点的に取り組む目標項目、内容及び推進スケジュールを検討し、「組織目標

設定表」を作成する。この場合、各組織の長（部局長を除く。）は、あらかじめ、上位組織の長（出先機関の長にあっては、本庁主務課長）と

協議する。

　　②　進行管理（ＤＯ）

各組織の長は、常に各組織における業務実施状況の把握及び職員に対する助言・指導を行うとともに、四半期ごとに「組織目標設定表」によ

り、設定した目標の実施状況等を整理し、適切な進行管理を行う。

　　③　総括（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

各組織の長は、各組織における目標の実施状況を総括、最終評価し、翌年度の課題等を協議、助言・指導を行うとともに、「組織目標設定

表」により、設定した目標の実施状況等を整理する。

（３）  個人目標管理の進め方

　　①　目標設定（ＰＬＡＮ）

個人目標管理の実施対象職員（以下「対象者」）は、当該年度の自己の目標を設定し、「個人目標管理シート」（以下「シート」）に記載し、

５月上旬までに面接者に提出する。

　　②　進捗状況評価（ＤＯ）
対象者は、毎年度１０月１日を基準日として、当該年度の自己の目標に対する進捗度を自己評価するとともに、年度末に向けての課題を整理

した上でシートに記載し、１０月上旬までに面接者に提出する。　
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　　③　最終評価（ＣＨＥＣＫ・・ＡＣＴＩＯＮ）

対象者は、毎年度３月１日を基準日として、当該年度の自己の目標に対する達成度を自己評価し、シートに記載し、３月上旬までに面接者に

提出する。（ＣＨＥＣＫ）

対象者は、面接者と協議の上、当該年度の取組の総括及び翌年度に向けた課題等を整理し、３月末までにシートを主管課を通じ部局長に提出

する。（ＡＣＴＩＯＮ）

●各目標ごとの評価基準

加　点　要　素評　点判　断　基　準

以下のいずれかの事由に該当する場合は、左欄の評点に１～２点を
加える。
① 目標達成に向けた取り組みが、組織あるいは対象者個人にとって、

非常に困難な業務であった場合。
② 当初予測されなかった波及効果が認められる場合
③ 達成手段に顕著なコスト低減が認められる場合

１２
目標を上回って達成した
※質的、量的または、時間的に優れた成果をあげた場合

１０目標をほぼ達成した

８目標を下回るが、一定の成果が認められた

社会経済情勢の変化や、その他やむを得ない事情により、達成が不
可能になった場合、３～５点を加える。

０成果が認められない

●総合評価

標　語評点計（ウエイト加味）

Ｓ１３．０～１４．０

Ａ１１．０～１２．９

Ｂ　９．０～１０．９

Ｃ　４．０～　８．９

Ｄ　０．０～　３．９



104 11．自治体職員のコンピテンシー事例

（１）「成果創出スキル」を構成する９つの力

定　　　　　義項　目

社会を取り巻く様々な情報を積極的に収集し、それらの中から新しい概念やアイデアのヒントを感じる力。１．知感力

物ごとの全体を理解した上で本質を見極め、広い視野と長期的な視点を持って、将来の変化や起こり得る事態を予測できる力。２．見通しづけ力

既存の枠組み・方法にとらわれずに、新しいアイデアや考え方を創造し、それに具体的なイメージを与えることができる力。３．課題形成力

中期計画や短期目標を明確にし、それらを実現するための手順を考えることができる力。４．ワーク　デザイン力

自らのビジョンやそこにいたる道筋を熱く語り、一貫した言動で相手の気持ちを揺り動かすことで、相手の内発的動機づけを引き出し、主体的参画

を促すことができる力。
５．リーダーシップ力

自ら設定した目標を達成するための要所を押さえ、必要と思われる資源を獲得する力。６．資源獲得力

突然の状況の変化や、意見の対立場面においても、柔軟かつ的確に対応できる力。７．変化対応力

目標を達成するために困難なことにもチャレンジし、最後まで粘り強くやり遂げる力。８．完遂力

目標達成の活動の結果生み出された成果から、次につながる資産を抽出し、標準化・形式知化することによって他者に広め、組織に定着させる力｡９．ノウハウ形成力

（２）「成果創出への志向性」を構成する５つの力

定　　　　　義項　　目

自分自身を正確に理解した上で、必要な能力開発を行い、将来に生かしていこうとする姿勢。10．自己成長志向

周囲の人々との建設的な関係づくりを通して、よりよいものを作り上げようとする姿勢。11．相互啓発志向

組織で果たすべき役割を自覚し、それに誇りとやりがいを持って取り組もうとしている姿勢。12．仕事志向

限られた資源から最大の効果をあげるように努力する姿勢。13．プロフィット志向

限られた資源から最大の効果をあげるように努力する姿勢。14．県民志向

（３）「マネジメント能力」を構成する４つの力

定　　　　　義項　　目

忍耐強く部下や後輩の行為を見守り、その結果に対して、責任を負える度合い。15．責任受容性

対立を恐れずに、言うべき事をきちんと伝え、部下や後輩に厳しい要求が出せる度合い。16．厳格性

メンバーや後輩が自ら育つよう、長期的な視点に立って、支援し、活力を与える度合い。17．指導育成力

職場において、メンバーの気持ちの上でも理解し、掌握して、いわゆるリーダーシップを十分に発揮することができる度合い。18．職場運営力
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12．研修評価と効果測定（Kirkpatrickの４段階評価）

内　　　容レ　ベ　ル

Were the participants pleased with the program?

研修受講直後のアンケート調査などによる受講者の教育研修に対する満足度の評価
１．Reaction（反応）

What did the participants learn in the program?

筆記試験やレポートなどによる受講者の学習到達度の評価
２．Learning（学習）

Did the participants change their behavior based on what was learned?

受講者自身へのインタビューや他者評価による行動変容の評価
３．Behavior（行動）

Did the change in behavior positively affect the organization?

研修受講による受講者や職場の業績向上度合いの評価
４．Results（結果） 

（Kirkpatrick,D.L. “Techniques for Evaluating Training Programs,” in ��������	
��
��	�	
��
�

���. Alexandria, VA : American 

Society for Training and Development, 1975,pp.1-17.）



106 13．研修部門の役割と取組み（政令市事例）
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14．今一度、研修部門の使命を問う

「使命が組織をつくる」と言われる。研修部門の充実には、使命の明確化が欠かせない。そこで、職員研修・人材育成に関わる研修部門の使命を考えた

場合、次のレベルが考えられる。

目 指 す 姿貢 献 内 容貢 献 方 法貢 献 対 象

研修事業が、自団体の人材育成とし

て、、円滑に実施されている状態。

満足度の高い研修を提供

する
適切な研修実施により研修生に対してレベル１

研修事業が、研修生の業務に関する

知識やノウハウとして、自団体で活

用されている状態。

市民満足・組織運営に貢献

する自己成長型職員を育

成する

満足度の高い研修の研修

を提供することで
自団体職員に対してレベル２

研修事業の成果が、受講した研修生

を通じて発揮され、自団体における

活動が、経営全体の動きとなってい

る状態。

自団体の各種活動の孤立

的・効果的推進を支援し、

市民福祉の向上に寄与す

る

市民満足・組織運営に貢献

する自己成長型職員を育

成することで

自団体・市民に対してレベル３



108 15．研修部門の中心価値
　

（１）顧客志向

学校や研修部門は、研修生の知らない知識やノウハウ・スキルを提供するため,、ともすれば、「生産者志向（PRODUCT　OUT）」に陥りがち

な組織である。研修部門の使命、「われわれは、顧客の問題や抱える課題の解決に貢献する」とのマインドであり、活動姿勢である。研修部門で

実施する研修は、顧客のためにある。

（２）ローコスト・オペレーション

（３）研修生志向

ANDRAGOGY（成人教育学）PEDAGOGY（一般教育学）

・確立されたSelf Identity

・学習者は明確な自己概念を持ち、自己管理・自己主導欲求が強い

・自己主導的学習者

・Self Identityは未確立

・学習者は依存的で教師が学習場面の中心

・受容的学習者

学習者の自己概念

・学習者の経験は貴重な学習資源として認識される.学習者相互の経

験交流に力点が置かれる
・ほとんど重要視されない.教師の経験や教材の内容に重点学習者の経験の役割

・社会的役割による発達課題・生物的発達を前提とした発達課題学習者の準備状態

・外発的動機＜内発的動機・外発的動機＞内発的動機学習への動機づけ

・活用の即時性・未来での活用学 習 成 果 の 活 用

・問題解決中心・未来での活用学習への方向づけ

・発見型・誘導型研 修 技 法
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枚方市職員研修事例報告

枚方市人材育成課長　藤原なつみ

１．民間企業派遣研修について

�　民間企業派遣研修実施にいたる経過
平成１１年度、市長の公約事業である「職員の意識改革と庁内の活性化の取り組み」の１つと

して、民間企業への派遣研修が有効であるとして取り組みが進められた。

�　研修の実施状況

    　

   　　

　　　＊16年度は別に１社に１名を長期（６ヶ月）派遣

�　実施内容
①　事前学習会：研修目的確認・研修概要説明・自己紹介訓練・企業研究

②　本研修　　：３～５日間

③　研修参加者意見交換会（市長との意見交換会）

④　提出書類：進捗管理表･感想文･事後課題（３・６ヵ月後）報告書

�　今後の民間企業派遣研修の方向
平成１７年３月に出された「人材育成型の人事計画」で、入職５年目職員に異業種体験研修を

位置付けたため、平成１７年度から指名制により実施することになった。

目　的：視野の拡大を図り、コスト意識を身に付ける。

課　題：対象者の拡大と受け入れ企業との調整

そ の 他参加者数対　　象受け入れ企業年 度

公　募16課長補佐電気･ガス業など４社12

公　募９課長補佐サービス業など４社13

公　募26全職員電気･ガス･サービス業運輸業･公社など９社14

公　募23全職員同じく　　　　７社15

公募（夏・冬）24全職員同じく　　　　８社16

指名指名（半数）18入職５年目同じく　　　　８社17

� ������������������������������������������
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２．科目選択制研修の導入について

　�　科目選択制研修の導入について

研修の受講意欲と研修効果をより高めるためには、自己の能力を知り、自ら選んで必要な研修

を受講するほうがより積極的に研修参加できる、と考え、与えられた内容の研修を指名されて受

講する以外の方法を検討した。

平成15年度に能力開発研修に試行的に実施したところ、非常に好評であったため、この方式を

取り入れることになった。

　

�　研修の実施状況

�　実施内容

①　 能力開発科目の研修概要・研修のねらい・研修プログラム・講師紹介の項目について一覧表

にし職員に通知。

②　第3希望まで記入し提出。

③　定員を考慮し受講科目を決定、職員に通知する。

④　提出書類：受講後アンケート・報告書、17年度については３ヵ月後の効果測定を実施。

�　今後の方向

｢人材育成型の人事計画｣において入職６～9年目職員に科目選択制研修の実施を位置付けたため、

今後も引き続き実施していく予定であるが、対象者数が減少していくため、科目の幅も少なくなる。

そのため希望者を対象に加えることも検討していく。

内　　　容対　象　者年　度

Ａ群（人間関係４科目1日コース）
Ｂ群（政策形成４科目1日コース）
から１科目づつ選択（６・７月）
５科目から1科目（1日コース）を選択（11･12･1月）

入職５・10年目職員約150名
新任管理監督者　　約180名
（課長・GL・SL・主査）15

Ａ群（人間関係3科目1日コース）
Ｂ群（政策形成3科目1日コース）
から1科目づつ選択（6月）
５科目から1科目（２日コース）を選択（１・２月）

入職５・10年目職員約110名
管理監督者　　約180名
（現任SL）16

５科目（２日コース）から１科目づつ選択（６・７月）
５科目から１科目（２日コース）を選択（１・２月）

入職５・10年目職員約150名
新任管理監督者　　約180名
（GL・SL・主査）17
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平成17年度　ミニ講座「人材育成推進講座　～研修事業の充実～」

市長同行とびあるき研修＆官民共同研修について

池田市市長公室人事課研修担当　吉村　裕子

　

１．市長同行とびあるき研修

☆　実施のきっかけ・目的

☆　対象・人数・募集方法

☆　実施期間・期間

☆　内容

☆　受講生の反応

２．官民共同研修

☆　実施のきっかけ・目的

☆　対象・人数・募集方法

☆　実施期間・期間

☆　内容

☆　受講生の反応

３．今後の課題

� ������������������������������������������
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（参考）

おおさか市町村職員研修研究センター（マッセ

ＯＳＡＫＡ）情報誌「ネットワーク」の各市研

修紹介原稿

市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長長同同同同同同同同同同同同同同同同同同同同同同同同同同行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行行ととととととととととととととととととととととととととびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびああああああああああああああああああああああああああるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるきききききききききききききききききききききききききき研研研研研研研研研研研研研研研研研研研研研研研研研研修修修修修修修修修修修修修修修修修修修修修修修修修修
（　池　田　市　）

＝「市長の仕事を身近に感じてみませんか」の

　　　呼びかけに、10名の若手職員が応募。＝

　平成14年２月～5月に実施した「市長同行と

びあるき研修」は、在職十年までの職員が二名

ずつ5日間、市長と行動を共にし、来客応対や

会議に同席。政策立案や判断の難かしさなどを

実感しました。

☆目的　市長の来客応対、会議イベントなどに

同行することにより、市政への理解を深め意識

改革と資質の向上を図る。

☆内容：市長の来客応対、市長が出席する会議

やイベントに同席  2名ずつ（市長査定・予算内

示会・政策会議・市政を語る夕べ・議会・委員

会・小中学校卒業式など）

　

　平成12年度、政治家や公務員をめざす学生を

対象に実施した「市長インターンシップ制度」

は、多数の応募者のなかから、13名が選考され、

１クール２週間２名ずつ実施されました。

　政治家としての情熱を全力で市政にぶつける

倉田市長の姿を身近にみて、「一生忘れ得ぬ思

い出になった」「行政の役割がよくわかった」

などと喜びの声がきかれ、市外から参加した学

生からは「池田が好きになり、これからも池田

に関わりをもち続けたい」という声が多くきか

れたことから、池田市域以外に在住し、池田市

を愛する人を「特別市民」として登録する制度

が副産物として実現しました。

　この市長インターンシップ制度について若手

職員の「うらやましい」「経験してみたい」と

いう要望に応え、実施したのが、この『市長同

行とびあるき研修』です。

 

　

参加した研修生からは、　

・自分なりの考えや、判断を下す訓練を身に

つけないとダメ だと思った。

・常に、自分が、市長だったらどうするか課

長だったらどうするかと考えることが必要

だと思った。

・視野が広がった。ケーススタディの必要性

を感じた。

・今回の研修体験を今後の仕事に生かしてい

きたい。多くの職員にこの研修を体験して

もらいたい。

・人脈の大切さを感じた。

・職員一人ひとりがリーダーであるという自

覚が必要だと思った。

・市政への参画意欲が高まった。

などと感想がきかれました。

　参加した職員が今後、常に市政をシビアに見

つめて、市政に対して提案する姿勢を身につけ

てくれることを期待しています。

（池田市　研修担当）
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平成14年度予算市長査定に同席する研修生
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豊中市の取り組み紹介～職場研修の活性化にむけて～

豊中市　　足立佐知子

１．豊中市人材育成基本方針

・人材育成の視点で研修・人事・職場が連携する

・職場研修の位置付け

２．具体的手法

　 　職場における人権研修

　 　先進都市派遣研修報告会

　　「職場研修のすすめ」の発行（OJTの推進）（H13）

　　職場研修支援制度（H15～）

　庁内講師養成　

・プレゼンテーション研修

・接遇指導者養成研修

・人権ファシリテーター養成研修

　　庁内講師出前研修制度（H17～）

３．課題

・職場による温度差

・所属長のリーダーシップ向上

・職場の活性化へつなげる

� ������������������������������������������
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ミニ講座「人材育成推進講座」研修事例報告

政策形成研修「まちづくりグループワーク」

岸和田市人事課　泉元　利夫

１．まちづくりグループワーク StepⅠ＆StepⅡ の概要

　　・研修の目的

　　・対象者

　　・研修体系上の位置付け

　　・平成17年度実績

２．研修の進め方と内容

　　・自主研修

　　・StepⅠ

　　・StepⅡ

３．問題点・課題

　　・開催時期の問題

　　・職員に求められているスキルとのアンマッチ

４．今後の対応方針

� ������������������������������������������
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事例研究 

自治体現場の最前線に学ぶ講演録 

平成18年３月発行 

編集・発行：財団法人　大阪府市町村振興協会 
　　　　　　おおさか市町村職員研修研究センター 
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　　　　　　大阪市中央区大手前３－１－43 
　　　　　　　　　　　　　大阪府新別館南館６階 
　　　　　　TEL　06－6920－4567 
　　　　　　FAX　06－6920－4561 
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